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は じ め に

年 月 日、諫早湾干拓事業の工事で潮1997 4 14

受け堤防が締め切られ、調整池が創出された。

調整池の水質保全対策については、 年 月1998 2

に策定された諫早湾干拓調整池水質保全計画に基

づき各種調査を実施している。

年 月には干陸面積の縮小を内容とする事2002 6

業計画の変更がなされたことから、調整池の調査地

点の追加を行った。

年 月には干陸地近郊の潜堤工事の終了2006 3

により調整池内の工事はほぼ完了した。

今回は ～ 年度の年 回、 ｹ年分の2004 2005 4 2

調査結果をあわせて報告する。

調 査 内 容

１．流入負荷量調査

主要河川調査(1)

・調査地点：流入 河川の最下流8

・調査時期：年４回（ 月）5,8,11,2

・調査項目：一般項目及び栄養塩類等

小河川・小水路調査(2)

・調査地点：流入６河川

・調査時期：年４回（ 月）5,8,11,2

・調査項目：一般項目及び栄養塩類等

２．水質現況調査

・調査地点：調整池内 地点10

（ ～ ）St.1 St.8,P1,P2

・調査時期：年４回（ 月）5,8,11,2

・調査項目：一般項目及び栄養塩類等

３．底質調査

・調査地点：調整池内６地点（下図）

（ ）St.1,St.2,St.3,St.6,St.7,P2

・調査時期：年２回（ 月）8,2

, , COD, T-N, T-P,・調査項目：含水率 強熱減量

硫化物

調査地点図

調 査 結 果

１．流入負荷量調査

2004 2005 14 ,年度、 年度の流入 河川の流量

及び の負荷量について、表１にCOD, SS, T-N T-P

示した。

主要河川調査(1)

年度の総流量は 万 日， 年度2004 35.2 m / 20053

は 万 日であり、 年度 は、 年度25.8 m / 2003 20053 １）

とほぼ同じで 万 日であった。26.1 m /3

年度については、前年度の約 増の総流2004 30%

St.1

St.2

St.3

St.5

St.8

St.6

St.7

St.4P2

P1
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量であったが、例年負荷割合が一番大きい本明川の

平均水質が前年度より低値であったため、流入負荷

量は全体として、 は は はCOD 17%, T-N 14%, T-P

増加にとどまり、 は逆に減少する結果となっ21% SS

た。

年度は、前年度より のみ 増加し、流2005 T-P 15%

量 は減少した。,COD, SS, T-N

小河川・小水路調査(2)

小河川の総流量は 年度はそれぞ2003,2004,2005

れ、 万 日 万 日 万 日で、大き4.1 m / ,4.2 m / ,4.0 m /3 3 3

な変動はない。 の対前年比変動の大きさは有明SS

川の変動幅の大きさに起因している。

1)
また 河川のうち 小河川の負荷割合は既報14 6

で指摘のとおり、 年度の 負荷割合は2004,2005 T-N

他の項目より高く、約 を占めている。これは有明20%

川湯田川 ニ本木川の高い硝酸態窒素によるところ, ,

が大きい。

表１ 流入１４河川の負荷量

（単位：万 日， 日）m / kg/3

2004 17.8 918 1924 307 26.2

2005 17.8 942 2013 333 34.5

2004 5.3 129 92 29 1.3

2005 2.1 48 17 17 0.5

2004 2.1 69 97 39 2.4

2005 1.4 34 29 22 1.1

2004 3.1 62 39 31 1.5

2005 1.5 41 14 20 0.8

2004 4.8 58 50 20 0.9

2005 1.3 30 16 11 0.4

2004 1.3 22 20 13 0.7

2005 0.8 26 32 15 0.9

2004 0.3 12 24 16 0.4

2005 0.5 13 19 22 0.5

2004 0.5 19 29 6 0.5

2005 0.3 14 24 6 0.4

2004 35.2 1289 2274 462 33.9

2005 25.7 1147 2164 446 39.2

04/03 135 118 84 121 125

05/04 73 89 95 97 115

2004 0.5 21 17 12 0.7

2005 0.7 37 22 13 1.3

2004 1.5 49 49 19 1.0

2005 1.3 39 70 16 1.0

2004 0.3 6 9 26 0.2

2005 0.3 9 15 32 0.3

2004 0.9 39 25 7 0.3

2005 0.8 22 15 5 0.2

2004 0.7 36 52 32 1.4

2005 0.7 39 102 33 1.3

2004 0.3 15 14 23 0.9

2005 0.2 10 9 17 0.6

2004 4.2 167 167 118 4.5

2005 4.0 157 233 117 4.7

04/03 103 109 60 92 96

05/04 95 94 139 99 103

2004 39.4 1456 2442 580 38.4

2005 29.8 1304 2397 563 43.8

04/03 130 117 82 114 121

05/04 76 90 98 97 114

2004 10.7 11.5 6.8 20.3 11.7

2005 13.4 9.7 9.7 20.8 10.7

二本木川

小河川合計

湯江川

湯田川

田島川

有明川

田川原川

対前年比 （%）

ＣＯＤ

土井川

千鳥川

仁反田川

河川合計

年度 流量小河川・小水路 ＳＳ Ｔ－ Ｎ Ｔ－ Ｐ

ＣＯＤ ＳＳ Ｔ－ Ｎ Ｔ－ Ｐ

小江川

深海川

本明川

主要河川 流量年度

境川

山田川

小河川/全河川

(%)

14河川合計

対前年比 （%）

対前年比 （%）

項目別地点別負荷割合(3)

年度、 年度の干拓調整池流入 河川2004 2005 14

の項目別負荷割合は図１－ １，図１－ ２のとおりである。

例年、 河川のなかで本明川の流入負荷割合が14

最も高い。

図１－ １ 年度 項目別負荷量割合2004

図１－ ２ 年度 項目別負荷量割合2005

年度は多良岳山系の境川，小江川，深海川2004

の流量が多かったため、相対的に本明川の負荷流

量割合は と低くなった。本明川の項目別負荷割45%

COD63%, SS79%, T-N53%, T-P68%,合をにみると、

であった。Cl80%

年度の本明川の総流量は前年度と同じであ2005

ったが、全体的に他の河川の流量が少なかったため、

前年度とは逆に負荷流量割合は と高くなった。60%

COD72%,SS84%,T-N59%,本明川の負荷割合は

となり、すべての項目について前年度T-P79%,Cl82%

より本明川の負荷割合が高くなった。
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２．水質現況調査

調整池の水質保全目標値(1)

水質保全計画では調整池の環境基準の類型指定

まで、水質保全目標値を表２のように設定している。

表２ 調整池水質保全目標値

塩化物イオン(2)

調整池内の塩化物イオンの月変化を図２に示す。

潮受け堤防の締切後、急激に淡水化が進み、

年 月以降は、 以下程度で推移して1998 1 1000mg/l

いる。 年 月 日から 月 日までは短期2002 4 24 5 20

6 P1開門調査により調整池へ海水が導入され、 月は

を除く地点で 以上の濃度となったが、 月3000mg/l 8

以降は再び減少した。

年度以降、季節変動しながらも 以下2003 800mg/l

で推移し、 月の渇水期は本明川の影響を強く受け2

る 地点では、他の調整池内地点より低めながら塩P1

化物イオン濃度の上昇がみられる。

図２ 塩化物イオンの月変化

ＳＳ(3)

調整池内の の月変化を図３に示す。SS

短期開門調査の海水導入による底泥の巻上げの

影響で、 年 月は の上昇がみられた。2002 6 SS

調整池の 増加の主な要因は風による底泥の巻SS

上げであり、気象条件での変動が大きい。

経年的には 年度以降、 月の が高くなる2002 5 SS

St.8傾向があり、地点別では本明川の影響の大きい

及び が低めに推移する状況が続いている。P1

項　目 水質保全目標値

COD 5mg/l 以下

T-N 1mg/ml 以下

T-P 0.1mg/l 以下

塩素量 170mg/l 以下
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図３ の月変化SS

(4) COD

調整池内の の月変化を図４に示す。COD

年度の短期開門調査後、溶存態 はゆ2002 COD

るやかな上昇がみられはじめ、 は上昇傾向にCOD

ある。際立った 上昇時は の増加と一致し、COD SS

COD COD懸濁態 が関係しており、底泥の巻上げが

上昇に関与している。

年度までは、また、年度毎の のピークはCOD 2000

植物プランクトンの増殖は冬期にみられる傾向が

あり、 もこの時期に上昇していたが、2001COD

年度以降は春～ 秋期にかけて植物プランクトンの

もこの時期が高くなりだ増殖がみられはじめ、COD

し、湖沼の特徴が現れはじめたと考えられる。

図４ の月変化COD

(5) T-N

調整池内の の月変化を図５に示す。T-N

は 年の調査開始期から横這いで推移しT-N 1997

ており、降雨による本明川の影響の大きい 地点でP1

は、やや高めに推移している。

調整池の懸濁態 は 年度までは季節変T-N 2002

動も少なくゆるやかな上昇であったが、 年度以2003

降は季節変動の大きさが目立ち、溶存態 が相T-N
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反した動きをみせ始めた。これは風等による底泥の

巻上げ以外にも植物プランクトンの増殖の影響も理

由として考えられる。

図５ の月変化T-N

(6) T-P

調整池内の の月変化を図５に示す。T-P

は 年度調査以降、ほぼ横這いで推移しT-P 1999

ている。 を除く調整池平均濃度は 年P1 2004,2005

度はそれぞれ であった。0.198mg/l, 0.229mg/l

年 月は、 を除く調整池内において、懸2005 5 P1

濁態リンの上昇により、 を押し上げる結果となっT-P

た。その後は例年並に落ち着いた。

図６ の月変化T-P

(7) aｸﾛﾛﾌｨﾙ

調整池内のクロロフィルａの月変化を図７に示す。

短期開門調査終了後、 地点を除く調整池内でP1

は 年 月、 地点では 年 月から季節2003 5 P1 2004 2

変動はあるものの増加し、植物プランクトンの旺盛な

増殖が認められる。

また、調整池では 年度までは、植物プランク2000

トンの増殖は冬期にみられる傾向があり、 もこCOD

の時期に上昇していた。 年度以降は春～ 秋期2001

にかけて植物プランクトンの増殖がみられるようになり、
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のピークの時期も推移している。COD

図７ クロロフィルａ

３．底質調査

調整池内の底質調査結果を図８～ １２に示す。

底質調査のなかで、有機物量の指標である強熱減

量は 年以降 ～ の範囲で推移しており、1998 5 10%

年度以降、強熱減量の地点間差は小さくなり、2003

排水門近くの 及び は他地点より低い傾向St.1 St.3

が見られる。

また、 は 年 月以降、全地点ともCOD 2003 8

を常に超過するようになり、 年 月の10mg/g 2004 8

P2 29.8mg/g 10で と突出した結果以外は、おおむね

～ の範囲で推移しており、今後の継続監視20mg/g

が必要である。

は 年頃に増加傾向にあったが、その後T-N 1998

St.1 St.3は横這いで推移しており、全体として 及び

は他地点より低めで推移する傾向にある。

T-P 2004 8は当初から横這いで推移しており、 年

月の は と他地点より高い値を示したが、P2 0.93mg/g

年 月は と他地点より低い値となった。2006 2 0.59mg/g

硫化物については、 年頃まで上昇傾向を示2000

した後、 年度以降は 程度で推移して2001 0.1mg/g

いたが、 年度は上昇しており、今後の継続監視2005

が必要である。

図８ 強熱減量の変化
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図９ 底質 の変化COD

図１０ 底質 の変化T-N

図１１ 底質 の変化T-P

図１２ 底質硫化物の変化

４．まとめ

１．流入負荷量調査

年度もこれまでと同様、本明川の流量2004,2005

が最も多く、全ての項目において最も負荷量が高い。

調整池の水質改善を図るには、本明川流域の水質
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改善対策が引き続き重要と考えられる。

２．水質現況調査及び底質調査

潮受け堤防締め切り後、調整池の塩化物イオン濃

度は低下し、淡水化が進行しているが、 年度以2003

降のＰ１を除く調整池の塩化物イオン濃度は、 ～200

の範囲で推移し、濃度低下の鈍化傾向が伺800mg/l

える。

また、 年度のＰ１を除く調整池の平均水2004,2005

COD:9.4mg/l,8.1mg/l T-N:1.40mg/l,1.21mg/l質は、

であり、いずれの年も水質T-P:0.198mg/l,0.229mg/l

保全目標値を達成していなかった。

これまでの調査結果から、調整池の 、 、COD T-N

を押し上げる要因は風等により巻き上げられた底T-P

質や増殖した植物プランクトンなどの懸濁態成分によ

るものが大きい。

水質改善対策としては、流入負荷削減対策と併用

し、生物や植物を利用した浄化手法の導入があり、

底質の巻き上げ防止対策としては 年 月に潜2006 3

堤工事が完成し、その効果が期待されている。

参 考 文 献

吉原 直樹，他：諫早湾干拓調整池水質等調査1)

2003 49 84 88(2003)結果（ 年度）， ， ～
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諫早湾干拓調整池の植物プランクトン及び底生生物調査結果（200５年度）

石 崎 修 造

Phytoplankton and Benthos of The Detention Pond Originated

from Isahaya-bay Land Reclamation

Syuzo ISHIZAKI

Key word ; Isahaya Bay , Detention Pond , Phytoplankton , Benthos

諫早湾 調整池 植物プランクトン 底生生物, , ,

は じ め に

諌早湾は平成9年4月に淡水化を目的として締め

切られ、9年が経過している。この間の環境の変

化について調査を継続しているがここでは平成17

年度の生物相について報告する。

調 査 方 法

(1)調査地点

図1に示す７地点で調査を行ったが、植物プラ

、 、 、ンクトンについては P2及びS6 S7は表層のみ

S1～ S3及びS5は表層、底層の2層について調査を

行った。

図１ 調査地点

(2)サンプリング方法

ｱ)植物プランクトン

バンドン採水器を用いて採水し、グルタルアル

デヒドで固定し、検鏡用サンプルとした。なお、

動物プランクトンについても同定し、個体数を算

定した。

ｲ)底生生物

エックマンバージ採泥器を用い、1地点につき3

、 。ケ所で採泥し 3検体を合わせて1サンプルとした

●

●

●

S 5

S 6

S 7
諫早湾

境

川

深

海

川

本

明

川

仁反田川

山

田

川

有明川

泥は1mmメッシュの網かごを用いて現場で篩い、

メッシュ上に残ったものを検鏡用サンプルとし

た。

(3)調査頻度（平成17年度）

、 、 、 。プランクトン：5月 8月 11月 2月の年間4回

底生生物 ：8月及び2月の年間 2回。

調 査 結 果

(1) 植物プランクトン調査

平成9年4月以降8年間の各地点の植物プランク

トン出現種類数及び総個体数の変化を図２、図３

に示す。

図２ 種類数の変化

図３ 個体数の変化
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出現種数については 年度以降各地点とも2004

種程度で推移し、大きな変化は認められなかっ5

た。

個体数については 月に赤潮状態に近いレベル5

にまで増加しており、優占種は珪藻類の

であった。本種は比較的小型Skeletonema potamos

12であるので極端な着色は認められないが 平成、

年度以降の優占種はほとんどこの種が原因となっ

ている。

アオコの原因となる藍藻類については、これまで

はあまりみられなかったが、本年 月に各地点で8

２～ ３種類出現し、 や のOscillatoria Phormidium

2000 2500 8個体数は ～ 個体に達していた。昨年

月も同様な現象がみられ、夏期の高水温時に藍藻

類の繁茂が懸念されるところである。

なお、調査個表は表 ～ 表 に示す。1-1 1-4

2)底生生物調査(

平成17年度の調査結果を表2-1～ 2-2に、またこ

れまでの種類数の変化を図4,5に示すが、依然と

、 、して各地点とも貧弱で 2～ 3 種類しかみられず

イトミミズやドロクダムシ等が優占種となってい

る状況は昨年度と同様である。また、夏期の中央

部（St.1～ 3）は無生物に近い状態である。

  表1-1  プランクトン調査結果 　　調査年月日：平成17年5月10日

    採集方法：バンドン採水器(２l)

     単位：細胞/ml

　　　　　　　　　　                     調　査　地　点    P2   S1-S   S1-B   S2-S   S2-B   S3-S   S3-B   S5-S   S5-B S6-S S7-S

                        　　　　　        種　　　　名

有色植物門　　  珪藻綱　 Cyclotera  sp. 250 100 50 100 150 100 150 50 100 50

Skeletonema potamos . 20,150 17,350 15,650 33,700 27,300 20,900 20,400 9150 17250 12250 12900

                                   Nitzschia longissima 50 50 100 50

                                   Nitzschia sp. 1 50 300 50 50

                                   Navicula sp. 50 50 100 100

Melosira sp. 50 50

Synedra  ulna 50 50

Amphiprora  sp. 450 350 150 850 1,100 400 750 200 100 350 200

緑藻植物門　　　　緑藻綱 Scenedesmus  sp. 50 100

Closterium sp. 50

Chlamydomonas sp. 50

ミドリムシ植物門 Phacus sp. 50

                                          出現種数 4 6 3 4 4 4 4 7 5 6 6

                                        出現細胞数 20,900 17,900 15,900 34,650 28,550 21,500 21,350 10,000 17,500 12,900 13,350

空欄は検出せず。

表1-2  植物プランクトン調査結果 　　調査年月日：平成17年8月9日

     採集方法：バンドン採水器(２l)

     単位：細胞/ml

　　　　　                       調       査       地       点    P2   S1-S   S1-B   S2-S   S2-B   S3-S   S3-B   S5-S   S5-B   S6-S   S7-S

                                    種                 名

藍藻植物門　　　　ラン藻綱Phormidium tenue 750 500 500 750 600 750 800 750 600 550

Oscillatoria sp. 1,550 2,650 2,250 2,450 2,050 1,450 1,500 1750 1500 1500 1250

有色植物門　　 　 珪藻綱　Cyclotera  sp. 300 250

Skeletonema potamos 1,000 2,400 1,250 1,450 1,600 1,750 1,000 1450 1450 1500 1050

Melossira distance

                                   Nitzschia longissima 150 400 300 650 400 550 350 300 300

                                   Nitzschia sp. 150 500

Synedra ulna 100

                                   Navicula sp. 150 150 300

Nitzchia paunduriformis 350 1,000 800 700 300 400 750 400 550

　　　　　　　　　　　緑藻類 Ankistrodesmus sp. 300 150 250

Scenedesmus sp. 150 200

Eudorina sp.

                                          出現種数 7 5 4 6 5 5 7 7 5 6 6

                                        出現細胞数 3,800 7,200 4,300 6,000 5,150 4,900 4,400 5,150 4,750 4,500 3,800

空欄は検出せず。

表1-3  植物プランクトン調査結果 　　調査年月日：平成17年11月 8 日

     採集方法：バンドン採水器(２l)

     単位：細胞/ml

　　　　　                       調       査       地       点    P2   S1-S   S1-B   S2-S   S2-B   S3-S   S3-B S5-S S5-B S6-S S7-S

                                    種                 名

有色植物門　　 　 珪藻綱　Cyclotera  sterligea. 150 100 50 150 50 100 100 50 150

Skeletonema potamos 500 2,600 4,350 2,450 1,800 3,300 2,400 1900 1600 1050 2650

Skeletonema costatum

                                   Nitzschia sp. 50 50

Nitzschia holsatica 100 50

Nitzschia longissima 100 50 50 50

Synedra acus 50

                                   Navicula sp. 50 50 50 50 50

Amphiprora sp. 900 1,800 1,150 650 550 150 350 500 200 300

Ankistrodesmus sp. 100 100 200 100 50 100 50 150 50

緑藻植物門　　　　緑藻綱 Scenedesmus sp. 50 100

Schroederia sp . 50

                                          出現種数 4 4 7 6 5 5 3 5 6 5 6

                                        出現細胞数 1,550 4,600 5,900 3,450 2,650 3,600 2,550 2,450 2,450 1,450 3,300

空欄は検出せず。
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表 底生生物の密度（平成１７年８月 ９日） （ 個体数／ｍ ）2-1 ２

Ｐ２ Ｓ１ Ｓ２ Ｓ３ Ｓ５ Ｓ６ Ｓ７

16 15ウミナナフシ

節足動物

44 30セスジユスリカ

89 355環形動物 イトミミズ

0 16 0 0 89 59 385計

表 底生生物の密度（平成１８年２月１４日） （ 個体数／ｍ ）2-2 ２

Ｐ２ Ｓ１ Ｓ２ Ｓ３ Ｓ５ Ｓ６ Ｓ７

178 266 118 296 80 44 15節足動物 ドロクダムシ

74セスジユスリカ

30 15ウミナナフシ

30 15 178 44 133環形動物 イトミミズ

178 296 148 311 282 103 148計

図４　　種類数の変化
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図５　　個体数の変化
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表1-4  植物プランクトン調査結果 　　調査年月日：平成18年2月 14日

     採集方法：バンドン採水器(２l)

     単位：細胞/ml

　　　　　          調      査      地      点       P2   S1-S   S1-B   S2-S   S2-B   S3-S   S3-B   S5-S   S5-B   S6-S   S7-S

                種                名

有色植物門　　 　 珪藻綱　Skeletonema potamos 150 350 150 550 350 300 200 350 100 250 550

Skeletonema costatum

Melossira distance

Nitzschia longissima . 100 50 100 100 50 150

                                   Nitzschia sp. 50 50 50 150 50

                                   Navicula sp. 50

緑色植物門　　　　緑藻綱　Closterium diance 750 400 550 550 350 750 1,100 1050 700 750 950

Ankistrodesmus sp. 100 100 200 100 50 150 100 100 100 200

Chlamydomonas  sp. 100

                                          出現種数 4 5 4 4 3 4 4 4 3 5 4

                                        出現細胞数 1,100 950 950 1,300 750 1,250 1,550 1,550 900 1,300 1,750

空欄は検出せず。
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養殖カキを用いた内湾環境修復の研究 その５）(

浜辺 聖・本多 雅幸・赤澤 貴光

Inner Bay Environmental Restoration by Oyster Culture(No.5)
Masashi HAMABE,Masayuki HONDA,and Takamitsu AKAZAWA

Key Words：Katagami-Bay，DO,T-N，T-P,Oyster

キーワード：形上湾，溶存酸素 総窒素，総リン，カキ,

は じ め に

大村湾をはじめとする閉鎖性海域の環境保全に

ついては、陸域でのＮ・Ｐ除去、海域での藻場や

干潟再生等の各種調査研究が行われている。

当所では海洋開発研究機構（旧海洋科学技術セ

ンター）との共同研究事業として、曝気をカキ養

殖に用い、カキによるＮ・Ｐ吸着の実証試験を形

上湾で平成１３年度からの５カ年事業である。

○平成１３，１４年度

・形上湾の環境事前調査及び背景調査

・水槽（メソコスム）による予備実験

○平成１４～ １７年度

・養殖カキイカダによる本実験

（年１回の３カ年実施）

・水質浄化効果判定のための環境調査

・事業化に向けてのコスト試算

また、海洋開発研究機構との役割分担で、環境

調査を当所が実施することとしており、ここでは

平成１３年度～ １ 年度に実施した現況の形上湾7

調査結果について報告する。の環境

調 査 地 点 及 び 調 査 項 目 等

１．調査地点

湾内に の調査地点を設定。 年度からは17 16

実験イカダ及び対照養殖いかだ ヶ所の 地点2 3

を追加した （図 ）。 1

２．調査回数及び調査項目

①毎月調査

， ， 、・ 実験イカダ 対照① 対照②の表層St.1,8,9,

中層（ ｍ）及び底層（底上１ｍ）2.0

、 、 、 、 、・ 水温､透明度 溶存酸素pH COD TOC

総窒素、総リン、 － 、 － 、NH N NO N４ ２

NO N PO P３ ４－ 、 －

ｸﾛﾛﾌｨﾙ－ ａ等

②四季調査（ 月）5,8,11,2

・全 地点で項目は毎月調査項目に同じ17

③底質調査（ 月）5,8,11,2

・ 実験イカダ，対照①，対照②の６地点St1,8,9,

・底質…総窒素､総リン、硫化物、強熱減量

図１．調査地点
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水 質 調 査 結 果

１．水温

実験イカダを設置した湾北部でイカダに最も近

St.1 St.8い と湾を代表する地点として設定した

の月別変化を図２３に示した。表層と底層の水,

温差は カ年とも７、８月に大きく４℃から５℃4

の差があった。 ９月以降は表層底層の差がなく

なり、全層同じ程度の水温となっている。また、

５月頃から再び差が見られ始めており、既に水温

躍層の形成がうかがえる。 と を比べるとSt.1 St.8

水深が浅い が水温差が小さかった。St.1

４カ年ともほぼ同じ傾向であった。

２．透明度

透明度の での月別変化を図 に示したSt1,8 4

、 、が 平成１３年度に比べ１４年度の方がやや低く

１５年度は７月に赤潮に近い状態が確認され低く

なっているが全体的には１４年度より高くなって

いた。１６、１７年度もほぼ同様であり、やや上

昇傾向が認めれた。

地点的にはやや湾央部が高いが大きな差はみら

れない。

３．溶存酸素

と での溶存酸素の月別変化を図５６St.1 St.8 ,

図２　St.1 水温
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図４　透明度
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図３　St.8 水温
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に示したが、両地点とも表層と中層はほぼ同じ程

度であったが、底層の溶存酸素は５月頃から低く

なり始め、８月、９月に最小となり、１０月以降

になると一挙に高くなっている。平成１７年度の

底層の溶存酸素は前年度と比べると貧酸素の状況

、 。がやや弱く 底層でも の溶存酸素であった4mg/l

また、湾央部の では５月頃から差が出ておSt.8

り水温躍層の形成と同じ傾向であった。

４．総窒素

と での総窒素の月別変化を図７８に示St.1 St.8 ,

した。 年度は で１月に大きなピークがあ17 St.1

ったが、これは降雨による陸域からの流入による

ものと推察される。

形上湾においては、成層時に生じる底層の濃度

図５　St.1 溶存酸素
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図６　St.8 溶存酸素
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図７　St.1 総窒素
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図８　St.8 総窒素
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上昇も確認できず、逆に表層の総窒素が高いこと

が多く、特に でその傾向が強く、平成１７St.1

年度も同様に底層より表層の濃度が高く、これは

窒素がすでに植物プランクトン等に取り込まれた

ものと思われる。底質からの溶出形態であるアン

モニア態窒素は底層部で夏場に微量検出されてい

るが、他の月はほとんど検出されていない。

５．総リン

と での総リンの月別変化を図９ にSt.1 St.8 ,10

示したが、平成１３年度は春から夏場にかけて底

層部が高く、底泥からの溶出が確認できたが、平

成１４年度は、その傾向は見られず、１５年度は

窒素と同様特に７月に で表層に、 は底層St.1 St.8

に大きなピークがあり、底質からの溶出と生産に

よるピークであると思われる。１６年度は変動が

大きく７月８月には底泥から溶出によるピークが

確認できたが、秋以降も底層が高い月があった。

また、１７年度は全層高めであり、変動も大き

かった。

６ 実験イカダの水質

平成１６年度から測定を開始した実験イカダの

水質と同一期間の の水質は下記のとおりでSt.1

あり、大きな差は見られなかった。

表１ 実験イカダ、 の水質調査結果St.1

底 質 調 査 結 果

５年間の調査結果から形上湾の底質は湾奥部の

方がやや有機汚濁が進んでいることが分かった。

また、底質は季節的には冬場に若干低くなる傾向

図９　St.1 総りん
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図１０　St.8 総りん
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表層 中層 底層 表層 中層 底層

水温 19.5 19.1 18.1 19.8 19.3 18.7

溶存酸素 8.3 8.0 7.0 8.2 7.8 7.1

総窒素 0.24 0.18 0.19 0.24 0.17 0.19

総りん 0.022 0.019 0.024 0.026 0.019 0.023

St.1 実験イカダ

が見られるが、水質ほど大きい季節変動は見られ

なかった。

今回は、１６年度から実施した実験イカダ、対

照①、対照②と の調査結果 年４回の２ヶ年St.1 (

平均）を表２に示した。なお、対照①は水深が１

０ｍ程度で、底泥も砂混じりの底質であり、対照

②は水深５ｍで継続的に養殖が行われている地点

である。

調査結果からは、養殖いかだの底質は近接の

と比べ窒素、リン及び強熱減量はほぼ同じ値St.1

であったが、硫化物濃度は平均値で約２倍程度と

なっていた。

表２．底質調査結果

図 に硫化物の月別変化を示したが、これで11

見ると曝気を行ってる８月は同程度であるが、曝

気を止めている時期は実験イカダが高く、これは

牡蛎の擬糞等が蓄積し、有機物の分解により底質

中が嫌気状態になっているものと思われる。

ま と め

本研究は、海洋開発研究機構（旧海洋科学技術

センター）との共同研究事業として実施した事業

である。役割分担としては、環境調査を当所が行

い、海洋開発研究機構が養殖実験（３回実施）等

を行った。

当所の結果からは、水質に悪影響はなく、実験

イカダの水質も安定していたが、底質の硫化物に

大きな影響が出ており、これが擬糞の蓄積による

ものであった場合、この対策としては曝気期間の

平均 最小 最大

St.1 14.4 14.0 15.3

実験筏 15.0 13.9 15.5

対照① 8.3 7.0 9.5

対照② 12.6 11.8 14.2

St.1 3.6 3.2 3.8

実験筏 3.8 2.6 4.2

対照① 1.7 1.0 2.1

対照② 3.1 1.6 4.3

St.1 0.54 0.50 0.56

実験筏 0.60 0.55 0.64

対照① 0.46 0.38 0.60

対照② 0.56 0.44 0.66

St.1 0.25 0.16 0.49

実験筏 0.47 0.32 0.65

対照① 0.17 0.03 0.24

対照② 0.62 0.19 1.17

硫化物

強熱減量

窒　　　素

リ　　ン

図１１　硫化物
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延長や養殖個数の減など底質悪化を防ぐことが環

境修復のための今後の検討課題である。
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LC/MS/MSを用いたマダイ中のクロラムフェニコール分析事例 

   

西川 徹 ・ 馬場 強三 ・ 村上 正文 

 

Analysis of Chloramphenicol Using Liquid Chromatograghy / Tandem  

Mass Spectrometry in Sea Bream. 

Toru NISHIKAWA, Tsuyomi BABA, Masafumi MURAKAMI 

 

Key words: Sea Bream, chloramphenicol, liquid chromatograghy/tandem mass spectrometry (LC/MS/MS) 

キーワード： マダイ、クロラムフェニコール、高速液体クロマトグラフ－ タンデム質量分析 

 

は じ め に                  

クロラムフェニコールはグラム陽性菌、グラム陰性菌、

リケッチア属、トラコーマクラミジア等に対して幅広い抗

菌スペクトルを有することから、感染症等に非常に有用

である。しかし同時にクロラムフェニコールは骨髄増殖細

胞抑制作用や再生不良性貧血、Gray Syndromeなどの重

篤な副作用を引き起こす恐れがあり

1)

、2006 年に施行さ

れる残留農薬等のポジティブリスト制度の暫定基準案に

おいても「不検出」となっている。 

今年、長崎県内で養殖されたマダイが韓国へ輸出さ

れた際、輸入時の検査によりクロラムフェニコールが検

出され、積戻し措置が講じられた事例があった。そこで、

同養殖業者から国内向けに出荷されるマダイについて

安全性を確認するために、LC/MS/MS による高感度な

分析法を検討し、マダイ 6 検体について検査を行なった

ので報告する。 

 

調 査 方 法 

１ 試料及び試薬 

分析法の検討には県内産のマダイを用いた。また、ク

ロラムフェニコールの標準品は関東化学（株）製を使用し

た。クロラムフェニコール標準溶液は標準品10mgを正確

に精秤し、メタノールで溶解させて50ml とした。この標準

原液を適宜移動相で希釈して検量線作成に使用した。 

Sep-Pak Plus Silica （690mg）：Waters 社製、あらかじ

め、アセトン 5ml、ヘキサン 10ml でコンディショニングを

行い、使用した。 

メタノールやアセトニトリル、蒸留水は関東化学（株）製

の高速液体クロマトグラフ用を使用し、アセトン及びヘキ

サンは関東化学(株)の残留農薬用（5000 倍濃縮）を用い

た。 

その他の試薬は特級品を用いた。 

  

２ 分析装置 

（１） 高速液体クロマトグラフ 

島津製作所製LC-VPシステム 

（２） 質量分析装置 

Applide Biosystems社製API2000 

 

３ 分析条件 

（１） 高速液体クロマトグラフ 

分析カラム：東ソー(株)社製 TSK-gel Super ODS

（2.0mm i.d.×100mm、粒子径2μm） 

カラム温度：室温 

移動相はA液に5mM酢酸アンモニウム含有0.1%ギ酸

水、B液にアセトニトリルを用い、次の条件でグラジエント

分析を行なった。 

 

グラジエント条件 

Time(min)    A液        B液 

0             95             5 

1          95             5 

 6              5             95 

10             5             95 

10.1           95             5 

   15           95             5 

 

流速：0.2 ml / min 

試料注入量：10μl 

  

（２） 質量分析装置 
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イオン化法：ＥＳＩ negative 

イオンスプレー電圧：－ 3.5kV 

イオンソース温度：500℃ 

Declustering Potential：－ 16V 

Collision energy：－ 44V 

Monitor ion： Q1 ; 320.9  

 Q3 ; 121.1 

 

4 分析方法 

 前処理法については通知法

2)

に準じた。 

（１） 抽出 

試料 10g を 100ｍｌ遠沈管に入れ、アセトニトリル 50ml

及び無水硫酸ナトリウム 20g を加えてホモジナイズを行

い、3,000rpm、5分間遠心分離した。上清を200ml分液ロ

ートに移し、アセトニトリル飽和ヘキサン 50ml を加えて 5

分間振とうして、アセトニトリル層を 200ml ナスフラスコに

移した。さきに遠心分離した残留物にアセトニトリル 50ml

を加え、ホモジナイズし、3,000rpm、5 分間遠心分離を行

なった。分離後、さきに分離したアセトニトリル飽和ヘキ

サンの入った分液ロートに上清を移し、5 分間振とうした。

アセトニトリル層を先のアセトニトリル層と同じナスフラス

コに合わせ入れ、n-プロパノール 10ml を加えてロータリ

ーエバポレーターによりで減圧乾固した（40℃）。残留物

にアセトン-ヘキサン（5:95）10mlを加えて溶解し、抽出液

とした。 

（２） 精製 

 抽出液をコンディショニングした Sep-Pak Plus Silica

（690mg）へ負荷し、次いで 5%アセトン-ヘキサン 10ml で

洗浄した。洗浄後、60%アセトン-ヘキサン 10ml で溶出し、

溶出液を N
２

パージで乾固させ、移動相 10ml に溶解し、

0.2μmフィルターでろ過して試験溶液とした。 

（３） 検量線 

 上記方法によって調整されたマダイのブランク溶液に、

マダイ1gあたり0.5ng､1.0ng､5.0ng､10ngに相当する量の

クロラムフェニコールを添加し、得られた標準液から作成

した検量線により定量を行った。 

 

５ 回収試験 

 県内産のマダイに最終試験溶液濃度が 10ng/g になる

ように添加して行なった。 

 

結 果 と 考 察 

１ 分析条件の検討 

① 液体クロマトグラフ条件の検討 

 移動相については通知法では 10ｍＭギ酸アンモニウ

ム：メタノール(3:1)となっているが、ギ酸、酢酸、ギ酸アン

モニウム、酢酸アンモニウムなどの揮発性酸(塩)につい

て検討したところ、5mM 酢酸アンモニウム溶液に 0.1%に

なるようにギ酸を添加した溶液で最もクロラムフェニコー

ルのイオン化が促進された。また有機溶媒はカラム圧等

を考慮してアセトニトリルを用いた。分析時間は10分とし

たが、機器を安定させる為にＡ液の割合を 95％にして 5

分間安定化した。 

② 質量分析計の条件の検討 

 通知法

2)

ではＡＰＰＩ法（大気圧光イオン化法）での分析

が例示されているが、汎用されているＥＳＩによるMRM法

の条件を検討したところ、クロラムフェニコールはネガテ

ィブイオン化の方が高感度であった。イオン源の条件に

ついてはフローインジェクション法（FIA）により最適な条

件を決定した。 

 次にインフュージョンポンプを用いたMRM法によりクロ

ラムフェニコールのプリカーサーイオン(Q1)を検討したと

ころ、m/z 320.9 が最も強度が高かったので、m/z 320.9

をプリカーサーイオンとした。また、このプリカーサーイ

オンのプロダクトイオン(Q3)を測定したところ、m/z;121.1

のフラグメントイオンが最も強度が高かったのでプロダク

トイオンはm/z 121.1 とした。 

 

２ 前処理法の検討 

 前処理は通知法

2)

に準じ、アセトニトリルによる抽出、ヘ

キサンによる脱脂を行い、Sep-Pak Plus Silica（690mg）

で精製を行った。マダイ溶液中に含まれるクロラムフェニ

コールの Sep-Pak Plus Silica（690mg）での溶出条件に

ついて検討を行なったところ、10%アセトンヘキサン１０ml

ではクロラムフェニコールが溶出したが、5％アセトン-ヘ

キサン10mlでは溶出はみられなかった。また、60%アセト

ン-ヘキサン 10ml で完全に溶出したため、5％アセトン-

ヘキサン10mlで洗浄、60％アセトン-ヘキサン10mlで溶

出とした。本精製法により、妨害ピークの無い良好なクロ

マトグラムが得られた。 

  

３ 検量線 

 マダイのブランク溶液に、マダイ1gあたり0.5ng､1.0ng､

5.0ng､10ng に相当する量のクロラムフェニコールを添

加し、得られた標準液から作成した検量線を作成したとこ

ろ、良好な検量線を得た（r2=0.9995）。 

  また、検出下限値は 0.15 ng/g(S/N=3)であり、APPI

による通知法と同程度であった。 

 

４ 回収試験 
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 Fig1 にマダイのブランク試料にクロラムフェニコール標

準溶液を添加したクロマトグラムを示す。特にマダイ試料

からは妨害ピークはみられなかったが、試料由来のマト

リックス成分によるイオン化促進がみられたため、マダイ

のブランク試料にクロラムフェニコールを添加して作成し

た検量線を用いて回収率の算出を行なったところ、回収

率71.3%、変動係数9.5%であった。Codexで定められてい

る食品中の動物用医薬品の濃度が1～ 10 ng/gの場合は

回収率60～ 120％、変動係数30%以下とされているが

3)

、

今回の結果はそのCodex基準を満たすものであり、再現

性も確認されたため、クロラムフェニコールの分析法とし

て有用であると考えられる。 

 

 

 

Fig1：マダイのブランク溶液にクロラムフェニコールを

5ng/gになるように添加した時のクロマトグラム 

 

５．クロラムフェニコールの残留実態調査 

 本試験法を用いて、マダイ6検体について残留実態調

査を行なったところ、クロラムフェニコールは検出されな

かった。 

 

ま と め 

現行の通知法

2)

では、畜水産食品のクロラムフェニコ

ールの検査対象食品は豚肉（肝を除く）、鶏肉、ウナギ、

エビと定められているが、今回の検討した結果、前処理

法においてはマダイにおいても有用であると考えられ

る。 

また、通知法ではAPPIによるイオン化法が例示されて

いたが、ESI（－ ）によるイオン化法においても高感度の

定量が可能であった。 
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Failure Syndromes. Clinical Medicine &Research, 3(2), 

102～ 108 ,(2005) 

２） 厚生労働省医薬局食品安全部監視安全課長通知

「クロラムフェニコールの分析法について」平成 17

年1月12日、食安監発第0112002号 

３） Codex Guideline for the Establishment of a Regulatory 

Program for Control of Veterinary Drug Residues in 

Foods. 38～ 46, (1993) 

1 2 3 4 5 6 7 8

Ti i

0

0

0

0

0

0

0

0

0

( time) 

0 

400 

200 



長崎県衛生公害研究所報 51，（２００5） 資料 

 78

 



長崎県衛生公害研究所報 51, （2005） 資料 

 78

長崎県の河川における内分泌かく乱化学物質調査 

（2003～ 2005年度） 
 

古賀浩光・本村秀章・馬場強三 

 

Survey of Environmental Endocrine Disruptors in River Water 

in Nagasaki Prefecture(2003～ 2005) 
Hiromitsu KOGA, Hideaki MOTOMURA, and Tsuyomi BABA 

 

Key words：environmental endocrine disruptors, river water 

キーワード：内分泌かく乱化学物質, 河川水 

 

は じ め に 

本県では、内分泌かく乱化学物質について、平成

12～ 14年度の 3カ年で県内の主要な河川と海域の水

および底質、地下水について概況調査を行った

1)2)3)
。

その調査結果及び、発生源の有無・利水状況を勘案

し、その中から 10河川を選定して河川水の定期モニタ

リングを平成 15～ 17年度(2003～ 2005年度)の 3年間

に実施したので結果を報告する。 

 

調 査 方 法 

１ 調査地点、調査時期 

図１に示す１０河川の河川水について、豊水期（6～

7月）と渇水期（11～ 12月）の年 2回調査した。 

図１ 調査地点 

 

２ 調査対象物質、測定方法 

調査対象物質、測定方法を表１に示す。 

測定方法については、フタル酸エステル類と、

アルキルフェノール類、ビスフェノールA、クロロフ

ェノール類については、環境庁水質保全局水質

管理課編「外因性内分泌かく乱化学物質調査暫

定マニュアル」に基づくが、一部改良を加えた。 

有機スズ化合物については、環境庁環境保健

部環境安全課編「平成 9年度化学物質分析法開

発調査報告書」の方法で測定を行った。 

 

３ 装置および測定条件 

(1) フタル酸エステル類 

GC/MS装置 ： HP5890(GC) /JEOL AX-505 

キャピラリーカラム ： 

SUPELCO SPB-5(30m×0.25mm×0.25μm) 

Oven ： 50℃(2min)-20℃/min-180℃(0min) 

-5℃/min-280℃(3min) 

(2) アルキルフェノール類、クロロフェノール類、ビス

フェノール A 

GC/MS装置 ： HP6890（GC）/HP5972A（MS） 

キャピラリーカラム ： 

J&W DB-5MS(30m×0.25mm×0.25μm) 

Oven ： 60℃(1min)-10℃/min-280℃(5min)  

Flow ： Constant flow 1.3ml/min 

(3) 有機スズ化合物 

GC/MS装置 ： HP5890(GC) /JEOL AX-505 

キャピラリーカラム ： 

SUPELCO SPB-5(30m×0.25mm×0.25μm) 

Oven ： 60℃(1min)-20℃/min-130℃(0min) 

-10℃/min-210℃(0min)  

-5℃/min-300℃(5min)



長崎県衛生公害研究所報 51, （2005） 資料 

 79

表１ 調査物質と測定方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調 査 結 果 

調査結果を表３に示す。 

１ 河川別ののべ検出物質数 

河川別ののべ検出物質数は西大川が最も多く 9、長

与川と境川が各 2、その他の河川は検出しなかった。

（図２） 

検出した物質としては、フタル酸ジ-2-エチルヘ

キシル、4-t-オクチルフェノール、ノニルフェノール、

ビスフェノール Aの４物質を検出した。 

図２ 河川別検出物質数 

 

２ 調査物質別の検出数 

調査物質別ののべ検出数はビスフェノールＡが 9、

ノニルフェノールが 2、フタル酸ジ-2-エチルヘキシルと

4-t-オクチルフェノールが各 1、その他の物質は検出し

なかった。（図３） 

図３ 調査物質別検出数 
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調査物質

未検出数

検出数

調　査　物　質

分析グループ 細　　　目

ﾌﾀﾙ酸ｼﾞｴﾁﾙ

ﾌﾀﾙ酸ｼﾞ-n-ﾌﾟﾛﾋﾟﾙ

ﾌﾀﾙ酸ｼﾞ-n-ﾌﾞﾁﾙ

ﾌﾀﾙ酸ｼﾞ-n-ﾍﾟﾝﾁﾙ

ﾌﾀﾙ酸ｼﾞ-n-ﾍｷｼﾙ

ﾌﾀﾙ酸ﾍﾞﾝｼﾞﾙ-n-ﾌﾞﾁﾙ

ｱｼﾞﾋﾟﾝ酸ｼﾞ-2-ｴﾁﾙﾍｷｼﾙ

ﾌﾀﾙ酸ｼﾞｼｸﾛﾍｷｼﾙ

ﾌﾀﾙ酸ｼﾞ-2-ｴﾁﾙﾍｷｼﾙ

2,4-ｼﾞｸﾛﾛﾌｪﾉｰﾙ

ﾍﾟﾝﾀｸﾛﾛﾌｪﾉｰﾙ

4-n-ｵｸﾁﾙﾌｪﾉｰﾙ

4-t-ｵｸﾁﾙﾌｪﾉｰﾙ

ﾉﾆﾙﾌｪﾉｰﾙ

ﾋﾞｽﾌｪﾉｰﾙA

有機ｽｽﾞ化合物 ﾄﾘﾌﾞﾁﾙｽｽﾞ

ﾄﾘﾌｪﾆﾙｽｽﾞ

酢酸緩衝液でpH調整後、ﾃﾄﾗｴﾁﾙﾎｳ

酸ﾅﾄﾘｳﾑを加えて誘導体化を行い、ﾍ

ｷｻﾝで抽出しﾌﾛﾘｼﾞﾙPR(未活性)でｸ

ﾘｰﾝｱｯﾌﾟしGC/MSで測定。

ｱﾙｷﾙﾌｪﾉｰﾙ類・

ﾋﾞｽﾌｪﾉｰﾙA・ｸﾛ

ﾛﾌｪﾉｰﾙ類

ﾌﾀﾙ酸ｴｽﾃﾙ類

測定方法の概要

SPCメスフラスコを使用して、ヘキサン

で抽出後、GC/MSで測定。

塩酸酸性下でｼﾞｸﾛﾛﾒﾀﾝ抽出後、ｼﾞｴ

ﾁﾙ硫酸によるｴﾁﾙ化、ｱﾙｶﾘ分解を

行った。その後、ﾍｷｻﾝで抽出、ﾌﾛﾘｼﾞ

ﾙPR(未活性)でｸﾘｰﾝｱｯﾌﾟを行い

GC/MSで測定。
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３ 季節別ののべ検出数 

豊水期はのべ 5物質、渇水期はのべ 8物質を検出

した。（図４） 

物質別では、ビスフェノールＡは豊水期 4 検体、渇

水期 5 検体、ノニルフェノールは豊水期 1 検体、渇水

期 1検体で検出し、両物質とも大きな差はなかった。 

一方、4-t-オクチルフェノールとフタル酸ジ-2-エチル

ヘキシルは渇水期各 1 検体から検出し、豊水期の検

体からは検出しなかった。 

図４ 季節別ののべ検出数 

 

考 察 

１ 河川別ののべ検出物質数 

調査物質を検出した河川は 3 河川で、西大川の検

出数が最も多かった。西大川は河川流量が少ないた

め、流入水の影響を受けやすいと考えられる。 

 

図５ 検出濃度（ビスフェノール A） 

 

２ 季節別ののべ検出数 

検出数は、豊水期より渇水期が多い。渇水期でも豊

水期でも検出された西大川のビスフェノール A（渇水

期 3、豊水期 3）を除いて考えると、のべ検出数は豊水

期 2、渇水期 5 となり、差が明確になる。 

一般に渇水期は河川の流量が減少するため化学

物質の濃度が高い傾向があると考えられる。 

 

３ 検出濃度 

環境省では、魚類に対する内分泌かく乱作用が確

認された物質について、「魚類に対する予測無影響濃

度」を設定している。今回調査した物質では、ノニルフ

ェノール、4-オクチルフェノール、ビスフェノール A に

設定されているが、検出した濃度は「魚類に対する予

測無影響濃度」以下であった。（図５、図６） 

ビスフェノール A については、長与川と境川は検出

限界付近の低濃度であったが、西大川は濃度変動が

大きく、最大 1.4μg/Lの濃度を検出した。 

西大川は流量が少ないため、ビスフェノール Aの負

荷量と流量の変動に伴い、検出濃度の変動が生じて

いると考えられる。 

ノニルフェノール、4-オクチルフェノールについては、

いずれも西大川で検出したが、検出限界付近の低濃

度であった。「魚類に対する予測無影響濃度」との比

較では、ノニルフェノールについては最大でも 1/5 程

度、4-オクチルフェノールについては1/100程度であっ

た。 

図６ 検出濃度（4-オクチルフェノール、 

ノニルフェノール） 
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４ 全国調査との最大検出濃度・検出率の比較 

本調査における最大検出濃度と検出率を、環境省

が平成 14年度と平成 15年度に実施した「内分泌かく

乱化学物質における環境実態調査」

4)5)

と比較した。

（表２） 

なお、本調査とは検出下限が異なるので、本調査の

検出下限に合わせて検出率を再集計した。 

その結果、最大検出濃度・検出率とも本調査が低か

った。 

 

表２ 調査結果まとめ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ま と め 

今回、長崎県内の10河川を対象とし、内分泌かく乱

化学物質の疑いがあるとされている数種の物質につ

いて濃度の調査を行った。 

検出した物質はビスフェノールAが最も多く、検出し

た河川も 3 河川で、特に西大川は 6 回の調査すべて

で検出した。 

検出した濃度については、環境省が設定した「魚類

に対する予測無影響濃度」を越えた河川はなかったが、

河川によっては濃度の変動が大きいことから、今後も

各河川の濃度変動を調査する必要があると思われる。 

 

参 考 文 献 

1) 若松大輔,他：環境ホルモン実態調査結果(2000 年

度) ,長崎県衛生公害研究所報,46,63～ 65(2000) 

2) 平成 13 年度内分泌攪乱化学物質実態調査結果,
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内分泌かく乱化学物質における環境実態調査結

果（水環境）」 

5) 環境省環境管理局水環境部企画課「平成 15年度 

内分泌かく乱化学物質における環境実態調査結

果（水環境）」 

 

最大検出

濃度

検出率(%)
最大検出

濃度

検出率(%)

ﾌﾀﾙ酸ｼﾞ‐2-ｴﾁﾙﾍｷｼﾙ 1.1 1.7 9.1 18.7

4-t-ｵｸﾁﾙ ﾌｪﾉｰﾙ 0.01 1.7 0.92 44.6

ﾉﾆﾙ ﾌｪﾉｰﾙ 0.11 3.3 8.4 37.3

ﾋﾞｽﾌｪﾉｰﾙ A 1.4 15.0 19 52.4

平成14～ 15年度環境

省実態調査4)5)

今回の調査結果

調査対象物質
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表３ 測定結果 
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検出限界 0.5 0.5 1 0.5 0.5 0.5 0.5 0.5 1 0.01 0.01 0.05 0.025 0.01 0.02 0.003 0.001

長与川 H15.6 <0.5 <0.5 <1 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <1 <0.01 <0.01 <0.05 <0.025 <0.01 <0.02 － －

長与川 H15.12 <0.5 <0.5 <1 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <1 <0.01 <0.01 <0.05 0.03 <0.01 <0.02 － －

長与川 H16.6 <0.5 <0.5 <1 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <1 <0.01 <0.01 <0.05 <0.025 <0.01 <0.02 <0.003 <0.001

長与川 H16.12 <0.5 <0.5 <1 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <1 <0.01 <0.01 <0.05 <0.025 <0.01 <0.02 － －

長与川 H17.7 － － － － － － － － <1 <0.01 <0.01 <0.05 0.03 <0.01 － － －

長与川 H17.12 － － － － － － － － <1 <0.01 <0.01 <0.05 <0.025 <0.01 － － －

西海川 H15.6 <0.5 <0.5 <1 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <1 <0.01 <0.01 <0.05 <0.025 <0.01 <0.02 － －

西海川 H15.12 <0.5 <0.5 <1 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <1 <0.01 <0.01 <0.05 <0.025 <0.01 <0.02 － －

西海川 H16.6 <0.5 <0.5 <1 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <1 <0.01 <0.01 <0.05 <0.025 <0.01 <0.02 <0.003 <0.001

西海川 H16.12 <0.5 <0.5 <1 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <1 <0.01 <0.01 <0.05 <0.025 <0.01 <0.02 － －

西海川 H17.7 － － － － － － － － <1 <0.01 <0.01 <0.05 <0.025 <0.01 － － －

西海川 H17.12 － － － － － － － － <1 <0.01 <0.01 <0.05 <0.025 <0.01 － － －

川棚川 H15.6 <0.5 <0.5 <1 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <1 <0.01 <0.01 <0.05 <0.025 <0.01 <0.02 － －

川棚川 H15.12 <0.5 <0.5 <1 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <1 <0.01 <0.01 <0.05 <0.025 <0.01 <0.02 － －

川棚川 H16.6 <0.5 <0.5 <1 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <1 <0.01 <0.01 <0.05 <0.025 <0.01 <0.02 <0.003 <0.001

川棚川 H16.12 <0.5 <0.5 <1 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <1 <0.01 <0.01 <0.05 <0.025 <0.01 <0.02 － －

川棚川 H17.7 － － － － － － － － <1 <0.01 <0.01 <0.05 <0.025 <0.01 － － －

川棚川 H17.12 － － － － － － － － <1 <0.01 <0.01 <0.05 <0.025 <0.01 － － －

彼杵川 H15.6 <0.5 <0.5 <1 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <1 <0.01 <0.01 <0.05 <0.025 <0.01 <0.02 － －

彼杵川 H15.12 <0.5 <0.5 <1 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <1 <0.01 <0.01 <0.05 <0.025 <0.01 <0.02 － －

彼杵川 H16.6 <0.5 <0.5 <1 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <1 <0.01 <0.01 <0.05 <0.025 <0.01 <0.02 <0.003 <0.001

彼杵川 H16.12 <0.5 <0.5 <1 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <1 <0.01 <0.01 <0.05 <0.025 <0.01 <0.02 － －

彼杵川 H17.7 － － － － － － － － <1 <0.01 <0.01 <0.05 <0.025 <0.01 － － －

彼杵川 H17.12 － － － － － － － － <1 <0.01 <0.01 <0.05 <0.025 <0.01 － － －

郡川 H15.6 <0.5 <0.5 <1 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <1 <0.01 <0.01 <0.05 <0.025 <0.01 <0.02 － －

郡川 H15.12 <0.5 <0.5 <1 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <1 <0.01 <0.01 <0.05 <0.025 <0.01 <0.02 － －

郡川 H16.6 <0.5 <0.5 <1 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <1 <0.01 <0.01 <0.05 <0.025 <0.01 <0.02 <0.003 <0.001

郡川 H16.12 <0.5 <0.5 <1 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <1 <0.01 <0.01 <0.05 <0.025 <0.01 <0.02 － －

郡川 H17.7 － － － － － － － － <1 <0.01 <0.01 <0.05 <0.025 <0.01 － － －

郡川 H17.12 － － － － － － － － <1 <0.01 <0.01 <0.05 <0.025 <0.01 － － －

本明川 H15.6 <0.5 <0.5 <1 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <1 <0.01 <0.01 <0.05 <0.025 <0.01 <0.02 － －

本明川 H15.12 <0.5 <0.5 <1 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <1 <0.01 <0.01 <0.05 <0.025 <0.01 <0.02 － －

本明川 H16.6 <0.5 <0.5 <1 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <1 <0.01 <0.01 <0.05 <0.025 <0.01 <0.02 <0.003 <0.001

本明川 H16.12 <0.5 <0.5 <1 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <1 <0.01 <0.01 <0.05 <0.025 <0.01 <0.02 － －

本明川 H17.7 － － － － － － － － <1 <0.01 <0.01 <0.05 <0.025 <0.01 － － －

本明川 H17.12 － － － － － － － － <1 <0.01 <0.01 <0.05 <0.025 <0.01 － － －

西大川 H15.6 <0.5 <0.5 <1 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <1 <0.01 <0.01 0.06 0.07 <0.01 <0.02 － －

西大川 H15.12 <0.5 <0.5 <1 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <1 <0.01 <0.01 0.11 0.80 <0.01 <0.02 － －

西大川 H16.6 <0.5 <0.5 <1 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <1 <0.01 <0.01 <0.05 0.03 <0.01 <0.02 <0.003 <0.001

西大川 H16.12 <0.5 <0.5 <1 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <1 <0.01 0.01 <0.05 1.2 <0.01 <0.02 － －

西大川 H17.7 － － － － － － － － <1 <0.01 <0.01 <0.05 1.4 <0.01 － － －

西大川 H17.12 － － － － － － － － <1 <0.01 <0.01 <0.05 0.46 <0.01 － － －

境川 H15.6 <0.5 <0.5 <1 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <1 <0.01 <0.01 <0.05 <0.025 <0.01 <0.02 － －

境川 H15.12 <0.5 <0.5 <1 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 1.1 <0.01 <0.01 <0.05 0.03 <0.01 <0.02 － －

境川 H16.6 <0.5 <0.5 <1 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <1 <0.01 <0.01 <0.05 <0.025 <0.01 <0.02 <0.003 <0.001

境川 H16.12 <0.5 <0.5 <1 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <1 <0.01 <0.01 <0.05 <0.025 <0.01 <0.02 － －

境川 H17.7 － － － － － － － － <1 <0.01 <0.01 <0.05 <0.025 <0.01 － － －

境川 H17.12 － － － － － － － － <1 <0.01 <0.01 <0.05 <0.025 <0.01 － － －

志佐川 H15.6 <0.5 <0.5 <1 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <1 <0.01 <0.01 <0.05 <0.025 <0.01 <0.02 － －

志佐川 H15.12 <0.5 <0.5 <1 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <1 <0.01 <0.01 <0.05 <0.025 <0.01 <0.02 － －

志佐川 H16.6 <0.5 <0.5 <1 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <1 <0.01 <0.01 <0.05 <0.025 <0.01 <0.02 <0.003 <0.001

志佐川 H16.12 <0.5 <0.5 <1 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <1 <0.01 <0.01 <0.05 <0.025 <0.01 <0.02 － －

志佐川 H17.7 － － － － － － － － <1 <0.01 <0.01 <0.05 <0.025 <0.01 － － －

志佐川 H17.12 － － － － － － － － <1 <0.01 <0.01 <0.05 <0.025 <0.01 － － －

佐々川 H15.6 <0.5 <0.5 <1 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <1 <0.01 <0.01 <0.05 <0.025 <0.01 <0.02 － －

佐々川 H15.12 <0.5 <0.5 <1 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <1 <0.01 <0.01 <0.05 <0.025 <0.01 <0.02 － －

佐々川 H16.6 <0.5 <0.5 <1 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <1 <0.01 <0.01 <0.05 <0.025 <0.01 <0.02 <0.003 <0.001

佐々川 H16.12 <0.5 <0.5 <1 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <0.5 <1 <0.01 <0.01 <0.05 <0.025 <0.01 <0.02 － －

佐々川 H17.7 － － － － － － － － <1 <0.01 <0.01 <0.05 <0.025 <0.01 － － －

佐々川 H17.12 － － － － － － － － <1 <0.01 <0.01 <0.05 <0.025 <0.01 － － －
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長崎県の事業場排水における内分泌かく乱化学物質調査 

（2003～ 2005年度） 
 

古賀浩光・本村秀章・馬場強三 

 

Survey of Environmental Endocrine Disruptors in Effluent of Establishments 

in Nagasaki Prefecture(2003～ 2005) 
Hiromitsu KOGA, Hideaki MOTOMURA and Tsuyomi BABA 

 

Key words：environmental endocrine disruptors, effluent of establishments 

キーワード：内分泌かく乱化学物質, 事業場排水 

 

は じ め に 

本県では、内分泌かく乱化学物質について、平成

12～ 14年度の 3カ年で県内の主要な河川と海域の水

および底質、地下水について概況調査を行った

1)2)3)
。

今回、平成 15～ 17 年度(2003～ 2005 年度)に内分泌

かく乱化学物質の排出源を調査するため、水質汚濁

防止法に基づく特定施設の排出水を調査したので結

果を報告する。 

 

調 査 方 法 

１ 調査方法 

県内の水質汚濁防止法に基づく特定施設から各年

度約１０施設を選定し、排出水を調査した。なお、特定

施設名称については、表 1のとおり省略した。 

表１ 特定施設名称 

 

２ 調査対象物質、測定方法 

調査対象物質はノニルフェノール、4-オクチルフェノ

ールの 2物質である。 

測定方法は、参考文献

4)5)
をもとに以下のとおりとし

た。検水に塩化ナトリウムとリン酸添加後、水蒸気蒸留

を行う。留出液を n-ヘキサン・ジクロロメタン 1:1 で抽

出・濃縮、エチル化(硫酸ジエチル)後、n-ヘキサン抽

出する。抽出液を未活性フロリジルでクリーンアップ後、

GC/MS（SIM）で測定した。 

 

３ 装置および測定条件 

GC/MS装置 ： HP6890（GC）/HP5972A（MS） 

キャピラリーカラム ： 

J&W DB-5MS(30m×0.25mm×0.25μm) 

Oven ： 60℃(1min)-10℃/min-280℃(5min)  

調 査 結 果 

業種別検査数を表２、測定結果を表３、全業種の検

出数及び検出率を表４、業種ごとの検出数及び検出

率を表５～ ７に示す。 

１ 業種別検査数（表２） 

検査した業種では、洗濯業が最も多く 14、車両洗浄

施設が 8、表面処理施設が 5であった。 

 

２ 検出した物質について（表４） 

物質別の検出率はノニルフェノールが最も高く

48.1%、次いで 4-t-オクチルフェノールの 18.5%、4-n-

オクチルフェノールは検出しなかった。 

 

３ 業種別の検出率（図１） 

ノニルフェノールについては車両洗浄施設と表面処

理施設がそれぞれ約 60%で高く、洗濯業が 35.7%で

比較的低かった。 

4-t-オクチルフェノールについては車両洗浄施設が

最も高く 37.5%、次いで表面処理施設の 20%、洗濯業

の 7.1%が最も低かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 業種別検出率 

 

番号 特定施設名称 省略名

65 酸またはアルカリによる表面処理施設 表面処理施設

67 洗濯業 洗濯業

71 自動式車両洗浄施設 車両洗浄施設
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年度 町村名 業種 ﾉﾆﾙﾌｪﾉｰﾙ

4-n-ｵｸﾁﾙ

ﾌｪﾉｰﾙ

4-t-ｵｸﾁﾙ

ﾌｪﾉｰﾙ

15 大島町 洗濯業 <0.3 <0.04 <0.04

15 時津町 表面処理 9.2 <0.04 1.2

15 時津町 車両洗浄 1.2 <0.04 0.49

15 東彼杵町 洗濯業 <0.3 <0.04 <0.04

15 諫早市 車両洗浄 0.36 <0.04 0.14

15 諫早市 表面処理 <0.3 <0.04 <0.04

15 島原市 洗濯業 <0.3 <0.04 <0.04

15 有明町 表面処理 <0.3 <0.04 <0.04

15 松浦市 洗濯業 3.0 <0.04 0.10

15 松浦市 洗濯業 <0.3 <0.04 <0.04

16 時津町 車両洗浄 <0.3 <0.04 <0.04

16 高来町 洗濯業 <0.3 <0.04 <0.04

16 諫早市 表面処理 1.3 <0.04 <0.04

16 島原市 洗濯業 <0.3 <0.04 <0.04

16 小浜町 洗濯業 0.71 <0.04 <0.04

16 島原市 洗濯業 1.9 <0.04 <0.04

16 五島市 洗濯業 <0.3 <0.04 <0.04

16 新上五島市 車両洗浄 1.5 <0.04 <0.04

17 西彼町 車両洗浄 0.60 <0.04 0.09

17 大村市 表面処理 2.1 <0.04 <0.04

17 諫早市 車両洗浄 <0.3 <0.04 <0.04

17 雲仙市 洗濯業 <0.3 <0.04 <0.04

17 雲仙市 車両洗浄 <0.3 <0.04 <0.04

17 壱岐市郷ノ浦町 洗濯業 1.7 <0.04 <0.04

17 対馬市厳原町 洗濯業 <0.3 <0.04 <0.04

17 対馬市厳原町 車両洗浄 0.56 <0.04 <0.04

17 諫早市高来町 洗濯業 3.8 <0.04 <0.04

表２ 業種別検査数 

 

 

 

 

 

表３ 測定結果  単位：μg/L 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  表４ 検出数及び検出率・検出濃度範囲(全業種) 表５ 検出数及び検出率・検出濃度範囲(表面処理) 

     濃度単位：μg/L      濃度単位：μg/L 

 

  表６ 検出数及び検出率・検出濃度範囲(洗濯業) 表７ 検出数及び検出率・検出濃度範囲(車両洗浄) 

     濃度単位：μg/L      濃度単位：μg/L 

 

平成15年度 平成16年度 平成17年度 合計

表面処理 3 1 1 5

洗濯業 5 5 4 14

車両洗浄 2 2 4 8

合　計 10 8 9 27

ﾉﾆﾙﾌｪﾉｰﾙ

4-n-ｵｸﾁﾙ

ﾌｪﾉｰﾙ

4-t-ｵｸﾁﾙ

ﾌｪﾉｰﾙ

検査数 27 27 27

検出数 13 0 5

検出率(%) 48.1 0 18.5

最大検出濃度 9.2 － 1.2

最小検出濃度 0.36 － 0.09

ﾉﾆﾙﾌｪﾉｰﾙ

4-n-ｵｸﾁﾙ

ﾌｪﾉｰﾙ

4-t-ｵｸﾁﾙ

ﾌｪﾉｰﾙ

検査数 14 14 14

検出数 5 0 1

検出率(%) 35.7 0 7.1

最大検出濃度 3.8 － 0.10

最小検出濃度 0.71 － 0.10

ﾉﾆﾙﾌｪﾉｰﾙ

4-n-ｵｸﾁﾙ

ﾌｪﾉｰﾙ

4-t-ｵｸﾁﾙ

ﾌｪﾉｰﾙ

検査数 8 8 8

検出数 5 0 3

検出率(%) 62.5 0 37.5

最大検出濃度 1.5 － 0.49

最小検出濃度 0.36 － 0.09

ﾉﾆﾙﾌｪﾉｰﾙ

4-n-ｵｸﾁﾙ

ﾌｪﾉｰﾙ

4-t-ｵｸﾁﾙ

ﾌｪﾉｰﾙ

検査数 5 5 5

検出数 3 0 1

検出率(%) 60.0 0 20.0

最大検出濃度 9.2 － 1.2

最小検出濃度 1.3 － 1.2
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４ 検出濃度範囲（図２、図３） 

環境省では、魚類に対する内分泌かく乱作用が確

認されたノニルフェノールなど 4物質について「魚類に

対する予測無影響濃度」を設定している。図２、図３に

は、比較の参考に同濃度を示した。 

ノニルフェノールについては、洗濯業および表面処

理施設の検出濃度が、車両洗浄施設に比較し高い傾

向があった。最大検出濃度 9.2μg/Lを検出した業種

は、表面処理施設であった。 

4-t-オクチルフェノールについては、表面処理施設

および車両洗浄施設の検出濃度が、洗濯業に比較し

高い傾向があった。最大検出濃度 1.2μg/Lを検出し

たのはノニルフェノールと同じ表面処理施設であっ

た。 

 

考 察 

１ 業種における検出物質、検出率 

ノニルフェノールについては、表面処理施設、車両

洗浄施設の検出率が、洗濯業に比較し高い傾向があ

った。業種ごとに使用する業務用洗剤の種類、成分に

差があるものと考えられる。 

 

２ 業種における検出濃度範囲 

表面処理施設については、検出率・検出濃度とも施

設ごとの差が大きく、検出されない施設もあるが、高い

濃度で検出される施設もあった。理由は不明である。 

 洗濯業については、ノニルフェノールの検出率は約

36%と他業種に比較し低いが、検出されれば濃度は

比較的高く、施設で使用される業務用洗剤の影響が

大きいと思われる。 

車両洗浄施設は、ノニルフェノール、4-t-オクチルフ

ェノールとも高い検出率であるが、検出濃度は比較的

低い傾向があった。車両洗浄機では洗浄水の水量に

比べ、洗剤の量が少ないと考えられる。 

 

ま と め 

今回、内分泌かく乱化学物質の排出源である業種

を調査するため、長崎県内の水質汚濁防止法に基づ

く特定施設の排出水を対象とし、ノニルフェノールと 4-

オクチルフェノールの濃度調査を行った。 

施設によっては、これらの物質を高い濃度で検出し

たが、まだ検査数が少ないため、業種ごとの傾向を見

るにはまだ不十分である。 

今後は検査数を増やすと共に、これまで検査してい

ない業種についても検査してみる必要があると考えら

れる。また、排水が排出されている公共用水域の影響

調査も必要と考えられる。 
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図２ ノニルフェノールの検出濃度範囲             図３ 4-t-オクチルフェノールの検出濃度範囲
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農産物中䈱残留農薬調査㩿 ᐕ度㪀2005

本村 秀章 䊶 馬場 強ਃ 䊶 村਄ 正文

㩿 㪀Pesticide Residues in Agricultural Products 2005

Hideaki MOTOMURA, Tsuyomi BABA and Masafumi MURAKAMI

pesticide residues, agricultural productsKey words ：

䉨䊷ワ䊷䊄：残留農薬 農産物,

䈲 じ め に

ᐔ成 ᐕ度䈮実施した農産物中䈱残留農薬調17

査䈮䈧い䈩報告す䉎䇯䈭䈍，今回䈲᦭機窒素系農

薬 種䈮䈧い䈩分析法䈱検討䉕行い，内 種類24 21

䉕新た䈮検査対象項目䈫した䇯

調 査 方 法

䋱 試料

17 5 11 60ᐔ成 ᐕ ᦬～ ᦬䈮当所䈮搬入䈘䉏た

農産物䈮䈧い䈩調査䉕行䈦た䇯内訳䈲表䋱䈮示す䈫

䈍䉍䈪あ䉎䇯

䈭䈍，䈰䈑，䈮䉌䈲電子䊧ン䉳䈪前処理した䉅䈱

䉕用いた䇯

䋲 検査対象農薬

㩿 㪀 䍔䍼䍛䍖䍹䍭䍢䍖䍼䍵䍪㩿 㪀䈮䉋䉎一斉分析法対象農1 GC

薬

表䋲䈮示す᦭機䊥ン系農薬㩿 種㪀，᦭機窒素系45

農薬㩿 種㪀，᦭機塩素系農薬㩿 種㪀及び表䋳䈮示41 34

す新た䈮検査項目䈫した᦭機窒素系農薬㩿 種㪀䈱21

合計 種䈫した䇯141

㩿 㪀 そ䈱他䈱農薬2

䍖䍹䍹䍞䍹䍤䍷，䍕ｬ䍪䍽䍞䍻，䍔䍪䍽䍞䍬䍎䍷，䍏䍜䍪ｪ䍎䍢

䋳 試薬等

標準品䈲市販䈱農薬標準品䉕用い，᦭機溶媒等

䈱試薬䈲残留農薬分析用又䈲特級䉕用いた䇯

䋴 装置及び測定条件

㪀～ 㪀

前報䈮䉋䉎䇯

1 3

䋵 ᦭機窒素系農薬 種䈱回収実験24

表䋳䈮示す 種䈱農薬䈫䊏䊥䊜䉺䊆䊦，䉳䊐䊦䊐21

䉢䊆䉦ン及び䉲䊜䊃䊥ン䈱合計 種䈱農薬䈮䈧い24

䈩， 䈮䉋䉎一斉分析法 䈪，䈳䉏いし䉊及び䊃䊙GC 1㪀

䊃䉕用いた添加回収実験䈫，一斉分析法䈮䈍け䉎条

件䈪䈱， 㩿 㪀䈱溶出実験䉕行䈦た䇯ENVI-Carb 250mg

䋶 分析方法

㪀～ 㪀

前報䈮䉋䉎䇯

1 3

表䋱 検査対象農産物

㩿 ᦬㪀5
国内産：䈳䉏いし䉊㩿 㪀，いち䈗㩿 㪀，びわ㩿 㪀，䈰䈑㩿 㪀，䊃䊙䊃㩿 㪀2 2 2 2 2
輸入品：しし䈫う㩿 㪀，䊌䊒䊥䉦㩿 㪀，䊋䊅䊅㩿 㪀2 1 1
㩿 ᦬㪀7
国内産：䈰䈑㩿 㪀，䈐䉈う䉍㩿 㪀，䊃䊙䊃㩿 㪀，䊧䉺䉴㩿 㪀，ぶ䈬う㩿 㪀2 3 2 2 2
輸入品：䊑䊨ッコ䊥䊷㩿 㪀，絹䈘䉇㩿 㪀，䉴䊅ック䉣ン䊄䉡㩿 㪀1 1 1
㩿 ᦬㪀9
国内産：䈰䈑㩿 㪀，䈭し㩿 㪀，ぶ䈬う㩿 㪀，䉂䈎䉖㩿 㪀，䉝䉴䊌䊤䉧䉴㩿 㪀，䈐䉈う䉍㩿 㪀1 3 3 2 2 2
輸入品：䉥䊤ン䉻豆㩿 㪀，䉴䊅ック䉣ン䊄䉡㩿 㪀1 2
㩿 ᦬㪀11
国内産：ほう䉏䉖草㩿 㪀，䊑䊨ッコ䊥䊷㩿 㪀，䈮䉌㩿 㪀，䈲䈒䈘い㩿 㪀，ዊ松菜㩿 㪀，䉍䉖䈗㩿 㪀3 2 3 4 2 2

㩿 㪀内䈲検体数䉕示す*
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表䋲 検査対象農薬

᦭機䊥ン系農薬㩿 種㪀45

, , ,IBP, , , , , ,䍚䍼䍖䍹䍷䍬䍼䍛 䍚䍼䍰䍢䍒䍎䍢 䍞䍼䍐䍏䍚䍼䍧䍻 䍖䍹䍷䍩䍽䍶䍬䍛䍰䍟䍷 䍪ｪ䍤䍢䍹䍟䍓䍻 䍖䍹䍷䍩䍽䍶䍬䍛 䍪ｪ䍻䍢䍒䍎䍢 䍰䍟䍞䍼䍟䍓䍻

, , ,EPN, , , , , , , ,䍪䍽䍹䍟䍓䍬䍛 䍐䍝䍕䍙䍟䍓䍻 䍒䍟䍓䍻 䍬䍙䍹䍻 䍰䍞䍖䍶䍬䍛 䍒䍢䍪䍽䍹䍬䍛 䍙䍶䍟䍓䍻 䍡䍷䍪䍼䍬䍛 䍒䍢䍶䍯䍬䍛 䍬䍷䍱䍟䍓䍻

, , , , , , , , ,䍩䍽䍶䍮䍬䍛䍰䍟䍷 䍭䍵䍝䍻 䍚䍼䍰䍟䍷䍩䍼䍻䍬䍛 䍕䍣䍷䍬䍛 䍪䍽䍹䍨䍽䍬䍛 䍡䍢䍵䍖䍹䍹䍩䍼䍻䍬䍛 䍪䍼䍞䍮䍬䍛 䍪䍽䍹䍪ｪ䍧䍬䍛 䍢䍶䍏䍝䍼䍬䍛

, , , , , , , ,䍒䍡䍼䍆䍪ｪ䍻䍬䍛 䍩䍽䍶䍞䍼䍪ｪ䍻䍟䍓䍻 䍣䍸䍍䍢䍼 䍚䍏䍧䍬䍛 䍚䍼䍖䍹䍪ｪ䍻䍟䍓䍻 䍪ｪ䍻䍟䍓䍻 䍖䍹䍷䍪ｪ䍻䍩䍼䍻䍬䍛 䍪ｪ䍻䍛䍷䍬䍟䍓䍻

䍚䍏䍧䍪ｪ䍻䍬䍛 䍬䍸䍎䍢 䍚䍼䍓䍕䍙䍟䍓䍻 䍬䍧䍬䍛 䍪䍼䍹䍱䍬䍛 䍪䍼䍹䍱䍬䍛䍰䍟䍷 䍩䍽䍵䍝䍼䍬䍛 䍖䍎䍭䍬䍛, , , , , , ,

᦭機窒素系農薬㩿 種㪀41

, , , , , , , ,䍐䍝䍪䍽䍹䍔䍷䍪䍼 䍪ｪ䍧䍪䍼䍔䍷䍪䍼 䍖䍹䍹䍪䍽䍹䍪䍅䍯 䍩䍽䍹䍕䍹䍻 䍒䍛䍪䍽䍹䍔䍷䍪䍼 䍫䍽䍻䍡䍼䍆䍰䍞䍶䍻 䍪䍽䍸䍟䍵䍖䍹䍎䍷 䍸䍣䍚䍷

, , , , , , , ,䍪ｪ䍻䍪䍽䍹䍨䍽䍢䍶䍻 䍩䍽䍶䍞䍼䍫䍼䍻 䍩䍼䍻䍖䍹䍝䍼䍶䍻 䍚䍼䍒䍢䍪ｪ䍻䍔䍷䍪䍼 䍢䍶䍏䍚䍼䍰䍬䍻 䍢䍶䍏䍚䍼䍰䍧䍎䍷 䍪䍷䍢䍵䍤䍷 䍮䍖䍹䍪䍼䍞䍤䍷

, , , , , , , , ,䍰䍪䍽䍹䍤䍷 䍰䍪ｪ䍣䍜䍍䍢 䍩䍼䍡䍷䍞䍧䍎䍷 䍫䍼䍻䍞䍼䍐䍓䍔䍷䍪䍼 䍰䍟䍓䍔䍷䍪䍼 䍪䍽䍹䍩䍽䍘䍣䍝䍼䍎䍷 䍕䍚䍶䍔䍷䍪䍼 䍢䍶䍪䍷䍵䍶䍻 䍚䍭䍚䍼䍻

, , , , , , , ,䍏䍵䍖䍹䍎䍷 䍨䍽䍖䍹䍪䍼䍢䍵䍝䍼䍎䍷 䍪䍷䍚䍵䍝䍼䍎䍷 䍡䍤䍷䍖䍹䍎䍷 䍡䍪䍼䍪ｪ䍻䍩䍽䍵䍢䍼 䍪䍽䍹䍬䍽䍕䍙䍎 䍪䍽䍹䍰䍢䍶䍻 䍰䍢䍵䍖䍹䍎䍷

䍚䍼䍰䍞䍰䍢䍶䍻 䍚䍼䍰䍩䍽䍫䍽䍸䍎䍢 䍪䍼䍪䍽䍹䍪ｪ䍚䍼䍻 䍓䍕䍙䍚䍼䍕䍚䍷 䍪ｪ䍣䍶䍱䍷，䍢䍷䍖䍹䍬䍛䍰䍟䍷，䍪䍆䍪䍽䍹䍤䍷，䍏䍚䍼䍻䍬䍛䍰䍟䍷, , , ,

᦭機塩素系農薬㩿 種㪀34

, , , , , , , , ,䍚䍼䍖䍹䍵䍻 䍪䍼䍹䍱䍪䍼䍟䍢䍼 䍖䍹䍰䍢䍕䍚䍤䍷 䍛䍑ｪ䍍䍪䍽 䍚䍼䍖䍹䍪䍷䍏䍤䍢䍼 䍖䍹䍷䍪ｪ䍻䍝䍻 䍩䍼䍪ｪ䍧䍍䍖䍛 䍚䍪䍷䍢䍶䍻 䍪䍷䍚䍢䍶䍦䍎䍢

, , , , , , , , ,䍪䍷䍨䍼䍶䍦䍎䍢 䍪ｪ䍻䍨䍼䍸䍸䍎䍢 䍡䍪䍷䍢䍶䍻 䍪䍽䍹䍩䍽䍙䍼䍮䍢䍼 䍚䍼䍘䍬䍎䍷 䍩䍼䍣䍨䍽䍖䍶䍷 䍖䍹䍷䍫䍼䍻䍚䍼䍸䍎䍢 䍚䍨䍹䍢䍶䍻 䍫䍽䍷䍰䍢䍶䍻

, , , , , , , ,䍚䍫䍽䍷䍰䍢䍶䍻 䍡䍼䍷䍞䍰䍢䍶䍻 䍕䍻䍢䍜䍼䍻 䍒䍻䍢䍼䍛䍪䍅䍻 䍪䍽䍹䍚䍮䍢䍼䍻 䍖䍹䍷䍪䍽䍹䍩䍽䍸䍎䍢 䍪䍼䍹䍱䍪䍽䍹䍩䍽䍸䍎䍢 䍡䍢䍵䍚䍼䍬䍻

䍨䍷䍪ｪ䍻䍪䍽䍹䍍䍖䍛 䍪䍷䍓䍹䍐䍮䍢䍼 䍖䍹䍹䍪ｪ䍦䍢䍎䍷 䍬䍷䍫䍽䍍䍢 䍒䍻䍢䍼䍶䍻 䍩䍼䍪ｪ䍻䍢䍶䍻 䍒䍛䍪ｪ䍻䍨䍼䍸䍸䍎䍢 䍢䍵䍹䍰䍢䍶䍻, , , , , , ,

表䋳 検査対象農薬

, , , , , , , ,䍪䍼䍟䍸䍎䍢 䍚䍼䍰䍡䍣䍮䍢䍼 䍫䍽䍻䍘䍣䍝䍼䍎䍷 䍪䍶䍚䍼䍓䍕䍝䍤䍷 䍖䍸䍝䍕䍚䍯䍰䍟䍷 䍖䍹䍷䍪ｪ䍣䍩䍽䍷 䍩䍽䍵䍪䍷䍪ｪ䍻䍒䍟䍷 䍩䍽䍶䍪䍼䍟䍔䍷䍪䍼

, , , , P, , , ,䍪䍵䍰䍢䍩䍽䍷 䍩䍽䍵䍖䍹䍬䍛 䍔䍪ｪ䍻䍛䍢䍹䍎䍷 䍚䍼䍖䍹䍚䍰䍍䍢 䍑䍤䍘䍣䍝䍼䍎䍷 䍪ｪ䍧䍕䍙䍤䍷 䍩䍽䍶䍮䍧䍨䍼䍍䍖䍰䍟䍷 䍏䍤䍹䍬䍛

䍚䍨䍹䍬䍍䍪䍽䍪䍼䍟䍷 䍱䍶䍦䍎䍢 䍚䍏䍣䍚䍼䍻 䍚䍪䍽䍹䍘䍣䍝䍼䍎䍷 䍩䍽䍶䍪䍽䍹䍕䍚䍪ｪ䍻, , , ,

実 験 結 果 及 び 考 察

䋱 ᦭機窒素系農薬 種䈱回収実験24

表䋳䈮示す農薬䈲，添加回収実験䈮䈍い䈩回収

率䈏 ～ 䈱範࿐䈪あ䈦た䇯䊏䊥䊜䉺䊆䊦及び70 120%

䉳 䊐 䊦 䊐 䉢 䊆 䉦 ン 䈲 回 収 䈘 䉏 䈭 䈎 䈦 た 䈏 ，

䈪䈱溶出実験䈪䉅回収䈘䉏䈩い䈭い䈱ENVI-Carb

䈪，䈖䈱 農薬䈲 䈪溶出䈘䉏䈮䈒い䉅䈱2 ENVI-Carb

䈫思わ䉏䉎䇯䉁た，䉲䊜䊃䊥ン䈲䈳䉏いし䉊䈪䈲回収

率䈏 ％䈫良好䈪あ䈦た䈏，䊃䊙䊃䈪䈲検出䈘䉏䈭87

䈎䈦た䇯そ䈖䈪， 䈫 䉕連結䈘せたENVI-Carb JR-PSA

䉦䊤䊛䈪精製䉕行い，精製操作行以降䉕࿑䋱䈮示す

方法䈪添加回収実験䉕行䈦た䈫䈖䉐，回収率䈲䈳

䉏いし䉊䈪 ，䊃䊙䊃䈪 䈫良好䈭結果䈪あ䈦83% 81%

た䇯䈖䈱結果䈎䉌，䉲䊜䊃䊥ン䈏䊃䊙䊃䈪検出䈘䉏䈭䈎

䈦た䈱䈲，䉲䊜䊃䊥ン䈱分析法䈫し䈩䈲精製䈏不十分

䈪あ䈦たた䉄䈫思わ䉏䉎䇯以਄䈮䉋䉍，表䋳䈮示す農

薬䉕本法䈮䉋䉎検査対象農薬䈫した䇯

䋲 調査結果

調査結果䉕表䋴䈮示した䇯

㩿 㪀 ᦭機䊥ン系農薬1

䉍䉖䈗䈎䉌ク䊨䊦䊏䊥䊖䉴䈏 検出䈘䉏た䇯0.06ppm

㩿 㪀 㩿 㪀ENVI-Carb 250mg +JR-PSA 500mg

䍏䍜䍢䍻 䍫䍕䍙䍻㩿 㪀 䈪洗浄:n- 1:1 10mL

抽出液 負荷1mL

䍏䍜䍢䍻 䍫䍕䍙䍻㩿 㪀 䈪溶出後:n- 1:1 5mL

㩿 㪀䉕外すENVI-Carb 250mg

㩿 㪀JR-PSA 500mg

䍏䍜䍢䍻 䍫䍕䍙䍻㩿 㪀 䈪溶出:n- 1:1 15mL

℃以ਅ䈪減圧濃縮40

最後䈲 䍨䍽䍎䍚䍼䈪 以ਅ䉁䈪濃縮N2 1mL

䍏䍜䍢䍻䈪 䈮䍰䍛䍏䍍䍪䍽1mL

FTD-GC

図䋱 精製方法

䉁た，䉝セ䊐䉢䊷䊃䈲水溶性䈏高䈒， 䈮䉋䉎一斉GC

分析法䈱添加回収実験䈮䈍い䈩検出䈘䉏䈭䈎䈦た

た䉄検査対象䈫し䈩い䈭い䈏，ぶ䈬う，䈐䉈う䉍及び䊃

䊙䊃䈱 種䈱農産物䈮䈍い䈩，若ᐓ䈱検出䈏認䉄3
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表䋴 農産物中䈱残留農薬調査結果

䉌䉏，高い濃度䈪䈱検出䈏疑わ䉏た䈱䈪，䉝セ䊐䉢

䊷䊃䈱個別分析法 䈮䉋䉍検査䉕行䈦た䇯そ䈱結

3 ）

果， ～ 検出䈘䉏た䈏，基準値以ਅ䈪あ0.55 2.2ppm

䈦た䇯

㩿 㪀 ᦭機窒素系農薬2

種類䈱農産物䈎䉌䉥䉨サ䉳䉨䉲䊦䈏， ～2 0.02

検出䈘䉏た䇯䉁た䇮 種類䈱農産物䈎䉌䊏䊥0.11ppm 1

䉻䊔ン䈏 ，ク䊧ソ䉨䉲䊛䊜䉼䊦䈏 ，0.07ppm 0.32ppm

䊐䊦䉳䉥䉨ソ䊆䊦䈏 ，䊐䉢ン䊒䊨䊌䊃䊥ン䈏0.23ppm

～ 検出䈘䉏た䇯0.14 0.21ppm

㩿 㪀 ᦭機塩素系農薬3

種類䈱農産物䈎䉌ク䊨䊨䉺䊨䊆䊦䈏 ～5 0.02

検出䈘䉏た䇯䉁た， 種類䈱農産物䈎䉌䉲0.39ppm 2

䊕䊦䊜䊃䊥ン䈏 ～ ， 種類䈱農産物䈎0.18 0.92ppm 1

䉌䊕䊦䊜䊃䊥ン䈏 ～ ，䊒䊨䉲䊚䊄ン䈏0.18 0.22ppm

，䉨ャ䊒䉺ン䈏 検出䈘䉏た䇯0.05ppm 0.13ppm

以਄， 農産物䈱内 農産物䈪農薬䈏検出䈘60 18

䉏検出率䈲 䈪あ䈦た䇯食品衛生法䈱基準値䉕30%

超え䈩検出䈘䉏た農薬䈲䈭䈎䈦た䇯䈭䈍，ほう䉏䉖

草及び䈮䉌䈎䉌ク䊨䊨䉺䊨䊆䊦䈏検出䈘䉏た䈏，当該

農産物䈮対し䈩ク䊨䊨䉺䊆䊦䈲適用䈏䈭䈒，生産者

䈮対し䈩，農林部䈱方䈪指ዉ等䈏䈭䈘䉏た䇯

農薬䈪䈲ク䊨䊨䉺䊨䊆䊦䈏 種類䈱農産物䈎䉌検5

出䈘䉏䇮他䈱農薬䈮比べ検出率䈏高䈎䈦た䇯䉁た，

農産物䈪䈲䇮䈰䈑，䊃䊙䊃，䈐䉈う䉍，䈮䉌及び䉍䉖䈗

2 2䈮䈍い䈩， 検体以਄䈎䉌農薬䈏検出䈘䉏，䈰䈑

検体，ぶ䈬う，ほう䉏䉖草及び䉍䉖䈗各䋱検体䈱合計

検体䈎䉌 種類以਄䈱農薬䈏検出䈘䉏た䇯5 2

ま と め

ᐔ成 ᐕ度䈮実施した農産物中䈱残留農薬調17

査䈮䈍い䈩， 農産物䈎䉌 種類䈱農薬䈏検出18 12

䈘䉏た䈏，食品衛生法䈱基準値䉕超え䈩検出䈘䉏

た農薬䈲䈭䈎䈦た䇯

ᐔ成 ᐕ ᦬ 日䈎䉌䊘䉳テ䉞䊑䊥䉴䊃制䈏施18 5 29

行䈘䉏䉎䇯䈖䈱た䉄，今後更䈮，分析法䈱効率化等

䈱検討䉕進䉄䈩，食䈱安全䊶安心䉕確保し䈩い䈒必

要䈏あ䉎䈫思わ䉏䉎䇯
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県衛生公害研究所報 ～ ，㩿 㪀, , 18 23 200450

㪀 本村秀章 他：農産物中䈱ク䊨䊨䉺䊨䊆䊦，䉨ャ2 ,

䊒䉺ン，䉦䊒䉺䊖䊷䊦，䉳ク䊨䊐䊦䉝䊆䊄及び䊖

䊦䊕ッ䊃䈱分析法䈱検討，長崎県衛生公害研

究所報 ～ ，㩿 㪀, , 24 28 200450

㪀 本村秀章 他：農産物中䈱䉝セ䊐䉢䊷䊃，䊜䉺䊚䊄3 ,

䊖䉴，䉳ク䊨䊦䊗䉴及び䊃䊥ク䊨䊦䊖ン䈱分析法

䈱検討，長崎県衛生公害研究所報 ～, ,8850

，㩿 㪀92 2004

長崎県衛生公害研究所報 ，㩿 㪀 資料51 2005

農産物名 産地 検体数 検出数 検出農薬名 検出値(ppm) 検出農薬名 検出値(ppm)

䈰䈑 国内産 5 4 䉥䉨サ䉳䉨䉲䊦 0.10, 0.11 䊕䊦䊜䊃䊥ン 0.18, 0.22

䉲䊕䊦䊜䊃䊥ン 0.18, 0.29

䊃䊙䊃 国内産 4 3 䊒䊨䉲䊚䊄ン 0.05 䊏䊥䉻䊔ン 0.07

䉝セ䊐䉢䊷䊃 0.58

䊋䊅䊅 輸入品 1 1 ク䊨䊨䉺䊨䊆䊦 0.02

䈐䉈う䉍 国内産 3 2 䉥䉨サ䉳䉨䉲䊦 0.02 䉝セ䊐䉢䊷䊃 2.2

ぶ䈬う 国内産 5 1 ク䊧ソ䉨䉲䊛䊜䉼䊦 0.32 䉝セ䊐䉢䊷䊃 0.55

䉴䊅ック䉣ン䊄䉡 輸入品 3 1 ク䊨䊨䉺䊨䊆䊦 0.03

ほう䉏䉖草 国内産 3 1 䉲䊕䊦䊜䊃䊥ン 0.92 ク䊨䊨䉺䊨䊆䊦 0.04

䈮䉌 国内産 3 2 ク䊨䊨䉺䊨䊆䊦 0.39 䊐䊦䉳䉥䉨䉲䊆䊦 0.23

䈲䈒䈘い 国内産 2 1 ク䊨䊨䉺䊨䊆䊦 0.03

䉍䉖䈗 国内産 2 2 ク䊨䊦䊏䊥䊖䉴 0.06 䊐䉢ン䊒䊨䊌䊃䊥ン 0.14, 0.21

䉨ャ䊒䉺ン 0.13
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食品残留農薬一日摂ข㊂実態調査

本村 秀章 䊶 馬場 強ਃ 䊶 村਄ 正文

Daily Intake investigation of Pesticeide Residues in Foods

Hideaki MOTOMURA, Tsuyomi BABA and Masafumi MURAKAMI

daily intake, pestiside residuesKey words ：

䉨䊷ワ䊷䊄：一日摂ข㊂ 残留農薬,

は じ め に

食品䈱安全性を確保す䉎䈢䉄，日常䈱食事を੺

し䈩䈬䈱程度䈱農薬を摂ขし䈩い䉎䈎を把握す䉎䈢

䉄䈮調査を行䈦䈢䇯䈭䈍 本調査䈲，厚生労働省䈱,

委⸤事業䈪あ䉍，長崎県䈱担当分をま䈫䉄䈢䉅䈱䈪

あ䉎䇯

調 査 方 法

䋱 試料

ᐔ成 ᐕ ᦬～ ᦬䈮長崎市内䈱小売店䈪17 11 12

種類䈱食品を購入し䈢䇯食品䈲国民栄養調査166

䈱食品分類㸇～㸐㸉䈮分類し䈩，調理を要す䉎䉅

䈱䈲調理をし䈢後，食品群䈗䈫䈮均一䈮混合し，そ

䉏を分析試料䈫し䈢䇯ま䈢，当所䈱水道水を㸐㸊群

䈫し䈩用い䈢䇯

䋲 検査対象農薬

次䈮示す 種類䈱農薬を対象䈫し䈢䇯38

䍏䍙䍼䍘䍣䍝䍼䍎䍷 䍏䍸䍛䍶䍻 䍐䍝䍪䍽䍹䍔䍷䍪䍼 䍒䍡䍼䍆䍪ｪ䍻䍬䍛 䍒䍢䍶䍯䍬, , , ,

䍛 䍓䍕䍚䍪䍷䍓䍷䍪ｪ䍻 䍔䍷䍪䍽䍹䍨䍽䍮䍢䍼 䍕䍣䍷䍬䍛 䍖䍹䍭䍝䍼䍻 䍖䍹䍷, , , , ,

䍫䍼䍻䍚䍼䍸䍎䍢 䍚䍼䍓䍪ｪ䍧䍵䍻 䍚䍼䍖䍹䍬䍍䍪䍽䍰䍟䍷 䍚䍼䍪ｪ䍤䍷䍏䍮䍻 䍚䍰, , , ,

䍢䍶䍻 䍝䍼䍕䍙䍮䍢䍼 䍟䍪䍷䍙䍼䍮䍢䍼 䍡䍪䍼䍪ｪ䍻䍩䍽䍵䍢䍼 䍢䍶䍏䍝䍼䍬䍛 䍢䍶䍚䍼䍪, , , , ,

䍅䍻 䍢䍷䍖䍹䍬䍛䍰䍟䍷 䍧䍷䍪䍵䍝䍼䍻 䍩䍽䍘䍶䍣䍪ｪ䍻 䍩䍽䍵䍖䍹䍬䍛 䍩䍽䍶䍞䍼, , , , ,

䍪ｪ䍻䍟䍓䍻 䍩䍽䍶䍮䍧䍨䍼䍖䍰䍟䍷 䍪䍅䍯䍪䍎䍷 䍪ｪ䍻䍏䍮䍢䍼䍻 䍪ｪ䍻䍪䍼䍘, , , ,

䍣䍝䍼䍎䍷 䍪䍼䍩䍽䍶䍰䍎䍢 䍪䍷䍕䍻䍘䍣䍝䍼䍎䍷 䍪䍷䍮䍖䍹䍵䍍䍖䍫䍽䍻䍟䍷 䍪䍽, , , ,

䍸䍟䍵䍖䍹䍎䍷 䍪䍽䍹䍨䍽䍷䍕䍼䍍䍢 䍪䍽䍹䍫䍽䍞䍻䍬䍛 䍫䍕䍙䍚䍼䍧䍻 䍫䍼䍻䍪䍷, , , ,

䍵䍶䍻 䍰䍢䍕䍚䍖䍹䍎䍷 䍰䍪䍽䍹䍤䍷, ,

䋳 試薬等

標準品䈲市販䈱農薬標準品を用い，᦭機溶媒等

䈱試薬䈲残留農薬分析用又䈲特級試薬を用い䈢䇯

䊚䊆䉦䊤䊛 㩿 㪀:ENVI-Carb/LCNH2 6mL 500mg/500mg

㩿 社製㪀 社SUPELCO Varian,Bond Elut C18 6mL 1g㩿 㪀㩿

㪀 㩿 社製㪀製 ,Sep-pak Plus Florisil Waters

䋴 測定条件

測定条件䈲表䋱䈱䈫䈍䉍行䈦䈢䇯

䋵 分析方法

GC/MS厚生労働省䈏示し䈢䇸作物中䈱残留農薬

GC/MS一斉分析法䇹又䈲䇸畜水産物中䈱残留農薬

一斉分析法䇹を参考䈮 法～䌅法䋨࿑䋱～䋵䋩䈮䉋䉍A

行䈦䈢䇯䈭䈍，検査対象農薬中䉦䊦䊒䊨䊌䊚䊄䈲，

੹回䈱 䈱測定条件䈪䈲䊏䊷䉪形状䈏悪く，GC/MS

䊁䊷䊥ン䉫す䉎䈱䈪 測定䈱対象外䈫し䈢䈏，GC/MS

測定䋨䉦䊤䊛：長䈘 䈱 使用䋩䈪GC-ECD 15m DB-17

䈲分析น能䈪あ䈦䈢䈱䈪，䉦䊦䊒䊨䊌 䊚 䊄䈲

測定す䉎䈖䈫䈫し，他䈱 種類䈱農薬䈲GC-ECD 37

䈪測定し䈢䇯ま䈢，各食品群䈱分析方法䈲，GC/MS

次䈮示す䈫䈍䉍䈪あ䉎䇯

䌁法：㸌群，㸍群，㸎群，㸏群

䌂法：㸇群，㸈群，㸉群，㸋群，㸐㸈群，㸐㸉群

䌃法：㸐群，㸐㸇群

䌄法：㸊群

䌅法：㸐㸊群

実 験 結 果 及 び 考 察

䋱 䈎䈱各農薬䈱溶出状況ENVI-Carb/LCNH2

混合標準溶液を 䈮負荷し，䊃ENVI-Carb/LCNH2

䊦䉣ン：䉝䉶䊃䊆䊃䊥䊦䋨䋱：䋳䋩 䈪溶出実験を行20mL

䈦䈢䈫䈖䉐䇮䉳䊐䉢䊆䊦䉝䊚ン，䊔ン䊐䊦䊤䊥ン及び䊐

䉢ン䉝䊚䊄ン䈱回収率䈏 บ䈪あ䈦䈢䇯ห時䈮行60%

䈦䈢，濃縮操作䈮䉋䉎損失䈱実験䈮䈍い䈩，䉳䊐䉢

䊆䊦䉝䊚ン，䊔ン䊐䊦䊤䊥ン䍻䈲濃縮時損失しやすい

傾向䈪あ䈦䈢䈱䈪，䈖䈱 農薬䈱回収率䈏低䉄䈪2

あ䈦䈢原因䈫し䈩，濃縮時䈱損失䉅一因䈫考え䉌䉏

䉎䇯䈭䈍，そ䈱他䈱農薬䈲良好䈮回収䈘䉏䈢䇯

ま䈢，溶出㊂を 䈪回収率実験を行䈦䈢䈫䈖10mL

長崎県衛生公害研究所報 ，㩿 㪀 資料51 2005



90

表䋱 測定条件

GC/MS䊶

䍔䍵䍯： 䋨内径 䇮長䈘 䇮膜厚 䋩DB-5MS 0.25mm 30m 0.25 mμ

䍔䍵䍯温度： ℃㩿 㪀 ℃ ℃ ℃ ℃㩿 㪀50 1min -25 /min-125 -10 /min-300 10.5min

注入口温度： ℃ 䍐䍻䍞䍎䍪ｪ䍐䍛温度： ℃250 300

䍕ｬ䍶䍏䍔䍼䍛：䍫䍶䍑䍯 䍕ｬ䍶䍏䍔䍼䍛流㊂： 䋨制御䍱䍎䍢䍼 圧力䋩80kpa :

2 L注入方式：䍛䍪䍽䍶䍍䍢䍸䍛 注入㊂： μ

GC-ECD䊶

䍔䍵䍯： 䋨内径 䇮長䈘 䇮膜厚 䋩DB-17 0.32mm 15m 0.25 mμ

䍔䍵䍯： 䋨内径 䇮長䈘 䇮膜厚 䋩DB-5 0.32mm 15m 0.25 mμ

㸍群䈲 䈪䇮そ䈱他䈱群䈲 䈪測定し䈢䇯DB-5 DB-17

䍔䍵䍯温度： ℃㩿 㪀 ℃ ℃㩿 㪀50 1min -20 /min-250 10.5min

注入口温度： ℃ 検出器温度： ℃200 300

䍕ｬ䍶䍏䍔䍼䍛：䍫䍶䍑䍯 䍕ｬ䍶䍏䍔䍼䍛流㊂： 䋨制御䍱䍎䍢䍼 圧力䋩80kpa :

1 L注入方式：䍛䍪䍽䍶䍍䍢䍸䍛 注入㊂： μ

GC-FPD䊶

䍔䍵䍯： 䋨内径 䇮長䈘 䇮膜厚 䋩DB-5 0.32mm 30m 0.25 mμ

䍔䍵䍯温度： ℃㩿 㪀 ℃ ℃㩿 㪀 ℃ ℃ ℃㩿 㪀100 2min -20 /min-190 10min -3 /min-220 -280 5min

注入口温度： ℃ 検出器温度： ℃250 285

䍕ｬ䍶䍏䍔䍼䍛：䍫䍶䍑䍯 䍕ｬ䍶䍏䍔䍼䍛流㊂： 䋨制御䍱䍎䍢䍼 圧力䋩80kpa :

2 L注入方式：䍛䍪䍽䍶䍍䍢䍸䍛 注入㊂： μ

GPC䊶

䍔䍵䍯： 㩿内径 䇮長䈘 㪀 㩿内径 䇮長䈘 㪀CLNpak EV-G 20mm 100mm +CLNpak EV-2000 20mm 300mm

1:4 5mL/min移動相：䍏䍜䍢䍻：䍚䍖䍹䍫䍕䍙䍻㩿 㪀 流速：

40 4mL䍔䍵䍯温度： ℃ 注入㊂：

䉐，溶出㊂䈏 䈱時䈫ห等䈱結果䈪あ䈦䈢䈱20mL

䈪， 䈮䉋䉎溶出㊂を 䈫しENVI-Carb/LCNH2 10mL

䈢䇯

䋲 䈎䉌䈱各農薬䈱溶出状況GPC

䇸畜水産物中䈱残留農薬 一斉分析法䇹䈱GC/MS

分ข範࿐䈱条件䈪あ䉎䈪あ䉎䉝䉪䊥䊅䊃䊥ン䈱保持時

間䈎䉌䊃䊥䉲䉪䊤䉹䊷䊦䈱溶出䈏終了す䉎ま䈪䈫し䈢

場合，分ข範࿐䈲 ～ 䈪あ䈦䈢䈏58mL 160mL

੹回䈱対象農薬䈱場合䈲， ～ 䈪良61mL 120mL

GPC 61mL好䈮回収䈘䉏䈢䈱䈪， 䈪䈱分ข範࿐を

～ 䈫し䈢䇯120mL

䋳 添加回収実験結果

各食品群䈪䈱添加回収実験結果を表 䈮示し2

䈢䇯䈭䈍䇮添加濃度䈲 䈫し，添加 分後0.2 g/g 30μ

分析を開始し䈢䇯ま䈢，㊁菜䈱群㩿㸍群䋩，肉䈱群㩿㸐

n=3 n=1㸇群㪀及び水䈱群㩿㸐㸊群㪀䈲 䈪，他䈱群䈲

䈪行䈦䈢䇯

測定䈮䉋䉎，㸏群䈱䊃䊦䉪䊨䊖䉴䊜䉼䊦䈱GC/MS

回収率䈲 ％䈪あ䈦䈢䇯そ䈱時䈱 溶32 Matrix STD/

媒 䈱比䈲 䈪あ䈦䈢䈱䈪，測定時䉟䉥ンSTD 0.43

化䈏阻害䈘䉏䈢䉅䈱䈫思わ䉏䈢䇯䊃䊦䉪䊨䊖䉴䊜䉼䊦

䈲 䈪䉅測定น能䈪あ䉎䈱䈪 䈪測FPD-GC FPD-GC

定し䈢䇯そ䈱結果，回収率䈲 ％䈪あ䈦䈢䇯ま82.2

䈢，測定感度䈲， 䈏約 倍良䈎䈦䈢䈱䈪，GC/MS 2

試験液を濃縮し䈩検出限界を 䈫ห等䈫し，GC/MS

䈪測定し䈢䈫䈖䉐検出䈘䉏䈭䈎䈦䈢䇯FPD-GC

㸍群䈮䈍け䉎䉦䊦䊒䊨䊌䊚䊄䈲夾雑物䈱䊏䊷䉪䈫

㊀䈭䉍測定䈪䈐䈭䈎䈦䈢䇯そ䈖䈪， 䈮䈍け䉎分離GC

䉦䊤䊛を 䈮変更し䈩測定し䈢䈫䈖䉐，䉦䊦䊒䊨DB-5

䊌䊚䊄䈱䊏䊷䉪䈫夾雑物䈱䊏䊷䉪䈲分離し測定น能

䈪あ䈦䈢䇯

㸊群䈲当初， 法䈮䉋䉍分析を行䈦䈢䈏，全般的C

䈮回収率䈏低䉄䈪，回収率䈏 ％บ䈱農薬䉅あ䈦30

䈢䇯㸊群䈲油脂類䈪あ䉎䈢䉄脂溶性䈱高い農薬䈪

䈲，分配率䈱問題䈪䉝䉶䊃䊆䊃䊥䊦䈪䈲回収率䈏低

䈎䈦䈢䉅䈱䈫思わ䉏䈢䇯そ䈖䈪， 法䈮䉋䉎䉝䉶䊃ンD

䊓䉨䉰ン䈪抽出を行䈦䈢䈫䈖䉐䇮回収率䈏良好䈫/n-

䈭䈦䈢䇯䈢䈣し䇮逆䈮水溶性䈱高い䊓䉨䉰䉳ノン䈪

䈲， 法䈪䈲回収率䈏低い䈢䉄， 法䈮䉋䉎方法D C

䈮䉋䉍行䈦䈢䇯

㸐㸊群䈱水䈱分析䈪䈲，精製水䈱添加回収実験

䈪䈲良好䈭結果䈪あ䈦䈢䈏，水道水䈪䈲，一部農
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薬䈪回収䈏全く䈭い䈎，回収率䈏低い農薬䈏あ䈦

䈢䇯原因䈫し䈩，残留塩素䈱影響䈏考え䉌䉏䈢䈱

䈪，水道水䈮䉝䉴コ䊦䊎ン酸を添加し䈩，残留塩素

䈏䈭い䈖䈫を確認し䈢水道水䈪添加回収実験を行䈦

䈢䈫䈖䉐良好䈭結果䈫䈭䈦䈢䇯そ䈱䈢䉄，水道水䈮䉝

䉴コ䊦䊎ン酸を添加し䈩，残留塩素䈏䈭い䈖䈫を確

認し䈢水道水䈪検査を行䈦䈢䇯

䉳䊐䉢䊆䉝䊚ン䈱回収率䈲 ～ ％䇮䊔ン59.4 88.1

䊐䊦䊤䊥ン䈱回収率䈲 ～ ％䈫䇮 ％前後60.3 96.5 60

䈱回収率䉅見ฃけ䉌䉏䉎䈏䇮䈖䉏䈲䇮䋱䈪⸥述し䈢䈫

䈍䉍，濃縮時䈱損失等䈮䉋䉎䉅䈫思わ䉏䉎䇯そ䈱他

䈱農薬䈱回収率䈲，一部 ％を超え䈩い䉎䉅䈱䉅120

あ䉎䈏，概䈰 ～ ％䈱回収率䈪良好䈭結果䈪70 120

あ䈦䈢䇯

以਄䈮䉋䉍，検査を行䈦䈢䈫䈖䉐，検出䈘䉏䈢農薬

5ppb 10ppb䈲䈭䈎䈦䈢䇯䈭䈍，検出ਅ限値䈲 又䈲

䋨㸐㸊群䈪 又䈲 䋩䈪あ䈦䈢䇯0.05ppb 0.1ppb

ま と め

種類䈱食品䈫水道水を検体䈫し， 種類䈱166 38

農薬䈱一日摂ข㊂調査を行䈦䈢䈫䈖䉐，検出䈘䉏䈢

農薬䈲䈭く，੹回䈱長崎県分䈱調査結果䈮䈧䈩い

䈲，安全性䈱面䈪，特䈮問題䈲䈭い䈫思わ䉏䈢䇯

㩿 㪀表䋲 添加回収実験結果 %

農薬ฬ 㸇 㸈 㸉 㸊 㸋 㸌 㸍 㸎 㸏 㸐 㸐㸇 㸐㸈 㸐㸉 㸐㸊

䉝䉱コ䊅䉹䊷䊦 89.9 107.6 110.9 81.9 103.9 118.9 94.3 114.7 107.7 121.8 92.8 102.7 115.7 97.9

䉝䊧䉴䊥ン 86.5 93.7 103.1 109.0 80.3 82.4 91.3 108.8 105.9 91.4 87.8 89.9 112.8 93.1

䉟䉸䊒䊨䉦䊦䊑 69.7 86.9 98.7 77.7 80.0 86.4 75.3 91.4 84.3 86.3 81.0 74.6 88.7 100.7

䉣䊂䉞䊐䉢ン䊖䉴 89.0 118.7 123.6 109.7 97.5 114.9 93.1 118.6 117.6 96.9 91.0 112.0 116.8 99.5

䉣䊃䊥䊛䊖䉴 78.2 96.7 99.9 89.2 87.4 89.7 77.0 116.1 87.1 73.3 76.9 76.4 103.5 98.3

䉥䉨䉲䊐䊦䉥䊦䊐䉢ン 86.4 94.9 100.1 86.3 84.7 91.3 82.5 106.1 107.0 71.6 77.7 81.3 99.0 95.0

䉦䊦䊒䊨䊌䊚䊄 83.3 73.3 73.3 85.4 90.4 76.7 85.4 70.3 85.6 73.3 83.9 72.6 75.1 81.4

䉨䊅䊦䊖䉴 84.7 97.1 105.9 99.3 88.8 105.9 84.3 111.7 111.2 86.3 82.6 87.4 105.2 97.2

䉪䊨䊙䉹ン 77.2 102.1 99.5 93.1 88.9 93.7 78.3 106.0 83.8 87.4 88.3 79.1 104.5 107.6

䉪䊨䊦䊔ン䉳䊧䊷䊃 84.2 107.5 120.0 110.5 94.3 110.0 90.8 113.2 102.8 94.7 88.7 91.7 112.2 98.8

䉳䉥䊐䉢ノ䊤ン 87.3 105.0 107.6 109.8 98.3 108.8 88.5 99.0 105.0 98.4 88.9 97.8 111.7 94.1

䉳䉪䊨䊖ッ䊒䊜䉼䊦 83.7 110.6 106.6 106.2 96.5 107.4 90.0 104.1 110.4 91.0 93.8 93.3 118.1 100.7

䉳䊐䉢䊆䊦䉝䊚ン 59.9 75.5 81.5 86.3 68.0 77.9 67.7 83.9 75.5 67.0 59.4 68.3 79.0 88.1

䉲䊜䊃䊥ン 83.1 100.4 107.1 80.9 91.7 98.6 80.0 118.3 112.0 93.5 85.0 91.3 109.6 100.5

䉹䉨䉰䊚䊄 83.2 91.0 101.6 117.5 93.9 111.2 97.3 81.6 102.7 97.2 94.7 89.9 100.2 92.4

䉼䊐䊦䉱䊚䊄 87.8 100.8 104.3 113.7 99.0 107.4 83.8 118.0 101.7 88.7 88.2 91.1 125.9 97.1

䊁䊑䊐䉢ン䊏䊤䊄 81.6 111.6 103.5 108.3 95.9 118.2 89.6 96.7 94.2 92.0 86.5 100.5 115.9 94.0

䊃䊥䉝䉹䊖䉴 94.1 106.8 116.7 95.4 106.4 95.0 89.6 107.1 98.5 110.0 87.6 107.1 118.3 93.2

䊃䊥䉳䊐䉜ン 74.3 90.6 97.9 100.3 76.6 95.9 76.4 118.5 93.7 77.9 73.7 81.5 97.9 93.5

䊃䊦䉪䊨䊖䉴䊜䉼䊦 77.0 93.6 98.9 93.1 81.6 92.2 76.6 112.0 82.2 77.2 73.8 80.8 96.9 94.6

ノ䊦䊐䊦䊤䉹ン 85.1 119.6 115.1 75.8 109.9 111.2 91.6 111.5 100.0 115.4 100.5 102.6 139.2 91.6

䊏コ䊥䊅䊐䉢ン 81.1 102.6 106.3 113.8 82.3 116.3 85.3 89.9 87.0 91.7 86.7 94.2 116.1 92.7

䊏䊤䉪䊨䊖䉴 91.5 138.4 132.1 137.5 101.5 134.4 93.9 114.5 115.4 123.2 93.1 139.8 137.1 96.7

䊏䊥䉻䊐䉢ン䉼䉥ン 90.0 108.8 116.1 98.4 103.3 107.6 86.3 111.0 104.2 105.2 88.0 109.3 116.3 90.8

䊏䊥䊚ノ䊋ッ䉪䊜䉼䊦 84.0 106.6 107.6 98.9 93.1 112.8 92.3 107.8 99.8 102.0 89.2 97.0 116.6 95.0

䊐䉜䊛䊐䊷䊦 84.7 108.4 110.7 75.1 95.8 102.6 88.0 114.1 96.4 92.4 86.7 97.6 110.5 98.3

䊐䉢ン䉝䊚䊄ン 84.6 112.2 111.7 85.6 98.4 109.0 85.2 110.1 98.4 78.6 80.6 98.4 115.0 89.3

䊐䉢ン䊑コ䊅䉹䊷䊦 83.3 111.8 107.8 115.4 96.9 130.0 84.3 113.7 92.5 126.4 97.6 122.7 119.3 88.7

䊑䊏䊥䊜䊷䊃 81.9 107.3 105.1 115.4 99.4 108.7 95.3 116.7 102.7 101.5 90.5 96.8 125.7 90.2

䊐䊦䉨ンコ䊅䉹䊷䊦 84.7 101.2 105.1 97.9 99.4 123.2 83.7 105.9 89.1 92.1 87.6 103.3 114.4 93.2

䊐䊦䊚䉪䊨䊤ッ䉪䊕ン䉼䊦 90.4 113.1 104.2 112.9 95.1 105.7 97.9 102.3 90.5 92.3 88.0 105.0 109.6 96.0

䊒䊧䉼䊤䉪䊨䊷䊦 87.7 103.1 103.5 112.0 95.4 113.8 92.0 120.6 104.8 102.6 91.3 96.6 123.8 97.7

䊒䊨䊌䊦䉩ッ䊃 91.5 113.5 116.8 111.0 98.6 105.5 90.2 101.0 107.9 87.3 84.8 105.2 115.3 94.4

䊒䊨䊕䉺ン䊖䉴 78.5 108.6 104.5 104.9 87.5 94.3 77.2 119.9 85.6 87.1 85.1 82.2 104.6 86.3

䊓䉨䉰䉳ノン 89.1 122.0 126.1 100.4 112.2 117.2 92.1 117.4 119.7 142.6 101.6 113.8 142.0 79.8

䊔ン䊐䊦䊤䊥ン 64.3 79.8 80.3 71.3 67.9 78.7 66.8 96.5 60.9 60.3 62.4 65.9 90.2 92.4

䊜䊃䉨䉲䉪䊨䊷䊦 84.4 107.8 106.4 114.7 88.7 107.9 83.7 105.5 103.5 108.1 88.2 88.4 103.0 100.2

䊜䊒䊨䊆䊦 91.3 112.0 114.8 105.3 108.0 112.5 91.5 107.8 108.2 100.7 91.3 99.5 118.6 97.3
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10g試料

4 1 50mL, 20mL䉝䉶䊃䊆䊃䊥䊦：水䋨 ： 䋩

䊖䊝䉳䊅䉟䉵

遠心分離

䉝䉶䊃䊆䊃䊥䊦：水䋨 ： 䋩䈪 䈮定容4 1 100mL

਄⸥抽出液 ｍ を分ข20 L

添加NaCl 10g

䊥ン酸緩衝液㩿 㪀 添加0.5mol/L pH7.0 20mL

振䈫う䋨 䋩10min

䉝䉶䊃䊆䊃䊥䊦層を分ข

無水硫酸䊅䊃䊥䉡䊛を加え䈩脱水

䉐過

℃以ਅ䈪減圧濃縮䋨最後䈲 䉧䉴䈪乾固䋩40 N2

残留物を䊃䊦䉣ン䊶䉝䉶䊃䊆䊃䊥䊦䋨 ： 䋩 䈮溶解1 3 2mL

， 䋨 䋩ENVI-Carb/LCNH2 6mL 500mg/500mg

䊃䊦䉣ン䊶䉝䉶䊃䊆䊃䊥䊦䋨 ： 䋩 䈪䍘䍻䍡䍼䍆䍚䍌䍤䍻䍖䍼1 3 10mL

抽出液を負荷

䊃䊦䉣ン䊶䉝䉶䊃䊆䊃䊥䊦䋨 ： 䋩 䈪溶出1 3 10mL

濃縮

℃以ਅ䈪 以ਅ䈮減圧濃縮40 1mL

䉝䉶䊃ン を加え䇮再度䇮 以ਅ䈮減圧濃縮10mL 1mL

䉝䉶䊃ン を加え䇮濃縮䇮窒素䉧䉴䈪乾固5mL

䉝䉶䊃ン䈪溶解し䈩 䈫す䉎2mL

測定 を分ขし窒素䉧䉴䈪乾固GC/MS 0.5mL

䍔䍷䍪䍽䍹䍨䍽䍮䍢䍼以外䈱 農薬䋩䋨 37

䊓䉨䉰ン 䈮溶解n- 1mL

Sep-pak Plus Florisil

䉝䉶䊃ン，䉣䊷䊁䊦各 䇮 䊓䉨䉰ン 䈪䍘䍻䍡䍼䍆䍚䍌䍤䍻䍖䍼5mL n- 10mL

਄⸥液負荷

䉣䊷䊁䊦䊶 䊓䉨䉰ン䋨 ： 䋩 䈪洗浄n- 1 9 10mL

䉣䊷䊁䊦䊶 䊓䉨䉰ン䋨 ： 䋩 䈪溶出n- 1 1 10mL

濃縮䇮窒素䍔䍼䍛䈪乾固

䊓䉨䉰ン䈪溶解し䈩 䈫す䉎n- 0.5mL

測定GC-ECD

㩿䍔䍷䍪䍽䍹䍨䍽䍮䍢䍼㪀

䋩図䋱 分析方法（㪘法
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10g試料

4 1 50mL, 20mL䉝䉶䊃䊆䊃䊥䊦：水䋨 ： 䋩

䊖䊝䉳䊅䉟䉵

遠心分離

䉝䉶䊃䊆䊃䊥䊦：水䋨 ： 䋩䈪 䈮定容4 1 100mL

਄⸥抽出液 ｍ を分ข20 L
添加NaCl 10g
䊥ン酸緩衝液㩿 㪀 添加0.5mol/L pH7.0 20mL

振䈫う䋨 䋩10min

䉝䉶䊃䊆䊃䊥䊦層を分ข

Bond Elut C18
䉝䉶䊃䊆䊃䊥䊦 䈪コン䊂䉞䉲ョ䊆ン䉫10mL
抽出液を負荷

䉝䉶䊃䊆䊃䊥䊦 䈪溶出2mL

全溶出液を分ข

無水硫酸䊅䊃䊥䉡䊛を加え䈩脱水

䉐過

℃以ਅ䈪減圧濃縮䋨最後䈲 䉧䉴䈪乾固䋩40 N2

残留物を䊃䊦䉣ン䊶䉝䉶䊃䊆䊃䊥䊦䋨 ： 䋩 䈮溶解1 3 2mL

， 䋨 䋩ENVI-Carb/LCNH2 6mL 500mg/500mg
䊃䊦䉣ン䊶䉝䉶䊃䊆䊃䊥䊦䋨 ： 䋩 䈪䍘䍻䍡䍼䍆䍚䍌䍤䍻䍖䍼1 3 10mL
抽出液を負荷

䊃䊦䉣ン䊶䉝䉶䊃䊆䊃䊥䊦䋨 ： 䋩 䈪溶出1 3 10mL

濃縮

℃以ਅ䈪 以ਅ䈮減圧濃縮40 1mL
䉝䉶䊃ン を加え䇮再度䇮 以ਅ䈮減圧濃縮10mL 1mL
䉝䉶䊃ン を加え䇮濃縮䇮窒素䉧䉴䈪乾固5mL

䉝䉶䊃ン䈪溶解し䈩 䈫す䉎2mL

測定 を分ขし窒素䉧䉴䈪乾固GC/MS 0.5mL
䍔䍷䍪䍽䍹䍨䍽䍮䍢䍼以外䈱 農薬䋩䋨 37

䊓䉨䉰ン 䈮溶解n- 1mL

Sep-pak Plus Florisil
䉝䉶䊃ン，䉣䊷䊁䊦各 䇮 䊓䉨䉰ン 䈪䍘䍻䍡䍼䍆䍚䍌䍤䍻䍖䍼5mL n- 10mL
਄⸥液負荷

䉣䊷䊁䊦䊶 䊓䉨䉰ン䋨 ： 䋩 䈪洗浄n- 1 9 10mL
䉣䊷䊁䊦䊶 䊓䉨䉰ン䋨 ： 䋩 䈪溶出n- 1 1 10mL
濃縮䇮窒素䍔䍼䍛䈪乾固

䊓䉨䉰ン䈪溶解し䈩 䈫す䉎n- 0.5mL

測定GC-ECD
㩿䍔䍷䍪䍽䍹䍨䍽䍮䍢䍼㪀

䋩図䋲 分析方法（㪙法
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10g試料

4 1 50mL, 20mL䉝䉶䊃䊆䊃䊥䊦：水䋨 ： 䋩

䊖䊝䉳䊅䉟䉵

遠心分離

䉝䉶䊃䊆䊃䊥䊦：水䋨 ： 䋩䈪 䈮定容4 1 100mL

਄⸥抽出液 ｍ を分ข20 L
添加NaCl 10g
䊥ン酸緩衝液㩿 㪀 添加0.5mol/L pH7.0 20mL

振䈫う䋨 䋩10min

䉝䉶䊃䊆䊃䊥䊦層を分ข

℃以ਅ䈪減圧濃縮䋨最後䈲 䉧䉴䈪乾固䋩40 N2

残留物を䉝䉶䊃ン：䉲䉪䊨䊓䉨䉰ン䋨 ： 䋩 䈮溶解1 4 8mL
遠心分離

GPC
抽出液 中 を注入8mL 4mL

61mL~120mL分ข範࿐：

℃以ਅ䈪減圧濃縮䋨最後䈲 䉧䉴䈪乾固䋩40 N2

残留物を䊃䊦䉣ン䊶䉝䉶䊃䊆䊃䊥䊦䋨 ： 䋩 䈮溶解1 3 2mL

， 䋨 䋩ENVI-Carb/LCNH2 6mL 500mg/500mg
䊃䊦䉣ン䊶䉝䉶䊃䊆䊃䊥䊦䋨 ： 䋩 䈪䍘䍻䍡䍼䍆䍚䍌䍤䍻䍖䍼1 3 10mL
抽出液を負荷

䊃䊦䉣ン䊶䉝䉶䊃䊆䊃䊥䊦䋨 ： 䋩 䈪溶出1 3 10mL

濃縮

℃以ਅ䈪 以ਅ䈮減圧濃縮40 1mL
䉝䉶䊃ン を加え䇮再度䇮 以ਅ䈮減圧濃縮10mL 1mL
䉝䉶䊃ン を加え䇮濃縮䇮窒素䉧䉴䈪乾固5mL

䉝䉶䊃ン䈪溶解し䈩 䈫す䉎1mL

測定 を分ขし窒素䉧䉴䈪乾固GC/MS 0.5mL
䍔䍷䍪䍽䍹䍨䍽䍮䍢䍼以外䈱 農薬䋩䋨 37

䊓䉨䉰ン 䈮溶解n- 1mL

Sep-pak Plus Florisil
䉝䉶䊃ン，䉣䊷䊁䊦各 䇮 䊓䉨䉰ン 䈪䍘䍻䍡䍼䍆䍚䍌䍤䍻䍖䍼5mL n- 10mL
਄⸥液負荷

䉣䊷䊁䊦䊶 䊓䉨䉰ン䋨 ： 䋩 䈪洗浄n- 1 9 10mL
䉣䊷䊁䊦䊶 䊓䉨䉰ン䋨 ： 䋩 䈪溶出n- 1 1 10mL
濃縮䇮窒素䍔䍼䍛䈪乾固

䊓䉨䉰ン䈪溶解し䈩 䈫す䉎n- 0.5mL

測定GC-ECD
㩿䍔䍷䍪䍽䍹䍨䍽䍮䍢䍼㪀

䋩図䋳 分析方法（㪚法
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5g試料

水 を加え䈩䊖䊝䉳䊅䉟䉵20mL
n- 1:2 100mL 2 n- 50mL䉝䉶䊃ン： 䊓䉨䉰ン䋨 䋩 回目䈲 䊓䉨䉰ン

䊖䊝䉳䊅䉟䉵

遠心分離

᦭機層を分ข

無水硫酸䊅䊃䊥䉡䊛を加え䈩脱水

䉐過

℃以ਅ䈪減圧濃縮䋨最後䈲 䉧䉴䈪乾固䋩40 N2

残留物を䉝䉶䊃ン：䉲䉪䊨䊓䉨䉰ン䋨 ： 䋩 䈮溶解1 4 8mL
遠心分離

GPC
抽出液 中 を注入8mL 4mL

61mL~120mL分ข範࿐：

℃以ਅ䈪減圧濃縮䋨最後䈲 䉧䉴䈪乾固䋩40 N2

残留物を䊃䊦䉣ン䊶䉝䉶䊃䊆䊃䊥䊦䋨 ： 䋩 䈮溶解1 3 40mL

GPC
抽出液 中 を注入40mL 4mL

61mL~120mL分ข範࿐：

℃以ਅ䈪減圧濃縮䋨最後䈲 䉧䉴䈪乾固䋩40 N2

残留物を䊃䊦䉣ン䊶䉝䉶䊃䊆䊃䊥䊦䋨 ： 䋩 䈮溶解1 3 2mL

， 䋨 䋩ENVI-Carb/LCNH2 6mL 500mg/500mg
䊃䊦䉣ン䊶䉝䉶䊃䊆䊃䊥䊦䋨 ： 䋩 䈪䍘䍻䍡䍼䍆䍚䍌䍤䍻䍖䍼1 3 10mL
抽出液を負荷

䊃䊦䉣ン䊶䉝䉶䊃䊆䊃䊥䊦䋨 ： 䋩 䈪溶出1 3 10mL

濃縮

℃以ਅ䈪 以ਅ䈮減圧濃縮40 1mL
䉝䉶䊃ン を加え䇮再度䇮 以ਅ䈮減圧濃縮10mL 1mL
䉝䉶䊃ン を加え䇮濃縮䇮窒素䉧䉴䈪乾固5mL

䉝䉶䊃ン䈪溶解し䈩 䈫す䉎0.5mL

測定 を分ขし窒素䉧䉴䈪乾固GC/MS 0.2mL
䍔䍷䍪䍽䍹䍨䍽䍮䍢䍼以外䈱 農薬䋩䋨 37

䊓䉨䉰ン 䈮溶解n- 1mL

Sep-pak Plus Florisil
䉝䉶䊃ン，䉣䊷䊁䊦各 䇮 䊓䉨䉰ン 䈪䍘䍻䍡䍼䍆䍚䍌䍤䍻䍖䍼5mL n- 10mL
਄⸥液負荷

䉣䊷䊁䊦䊶 䊓䉨䉰ン䋨 ： 䋩 䈪洗浄n- 1 9 10mL
䉣䊷䊁䊦䊶 䊓䉨䉰ン䋨 ： 䋩 䈪溶出n- 1 1 10mL
濃縮䇮窒素䍔䍼䍛䈪乾固

䊓䉨䉰ン䈪溶解し䈩 䈫す䉎n- 0.2mL

測定GC-ECD
㩿䍔䍷䍪䍽䍹䍨䍽䍮䍢䍼㪀

䋩図䋴 分析方法（㪛法
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200g試料

残留塩素䈏䈭く䈭䉎ま䈪䉝䉴コ䊦䊎ン酸を添加

20 n- 50mL 2％酢酸䉣䉼䊦䊶 䊓䉨䉰ン ×

振䈫う䋨 䋩5min

᦭機層を分ข

無水硫酸䊅䊃䊥䉡䊛を加え䈩脱水

䉐過

℃以ਅ䈪減圧濃縮䋨最後䈲 䉧䉴䈪乾固䋩40 N2

䉝䉶䊃ン䈪溶解し䈩 䈫す䉎2mL

測定 を分ขし窒素䉧䉴䈪乾固GC/MS 0.5mL

䍔䍷䍪䍽䍹䍨䍽䍮䍢䍼以外䈱 農薬䋩䋨 37

䊓䉨䉰ン 䈮溶解n- 1mL

Sep-pak Plus Florisil

䉝䉶䊃ン，䉣䊷䊁䊦各 䇮 䊓䉨䉰ン 䈪䍘䍻䍡䍼䍆䍚䍌䍤䍻䍖䍼5mL n- 10mL

਄⸥液負荷

䉣䊷䊁䊦䊶 䊓䉨䉰ン䋨 ： 䋩 䈪洗浄n- 1 9 10mL

䉣䊷䊁䊦䊶 䊓䉨䉰ン䋨 ： 䋩 䈪溶出n- 1 1 10mL

濃縮䇮窒素䍔䍼䍛䈪乾固

䊓䉨䉰ン䈪溶解し䈩 䈫す䉎n- 0.5mL

測定GC-ECD

㩿䍔䍷䍪䍽䍹䍨䍽䍮䍢䍼㪀

䋩図䋵 分析方法（Ｅ法
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長崎県における日本脳炎の疫学調査（2005 年度） 

 

吉川 亮・中村 まき子・平野 学・原 健志 

 

Epidemic of Japanese Encephalitis in Nagasaki Prefecture（2005） 

 

Akira YOSHIKAWA，Makiko NAKAMURA，Manabu HIRANO and Kenshi HARA 

 

Key  words ： Japanese Eｎcephalitis, Arbovirus, Swine Infection, HI Antibody Positive Rate 

キーワード ： 日本脳炎、アルボウイルス、豚感染、ＨＩ抗体陽性率 

 

は じ め に  

 日本脳炎ウイルスは、Flavivirus 属に属し、コガタアカ

イエカが媒介するアルボウイルスである。その生態環は、

蚊→豚（時にトリ）→蚊のサイクルを形成しており、ヒトは

日本脳炎ウイルス感染の終末宿主である。従って、ウイ

ルス増殖動物としての豚の感染状況が、ヒトの感染状況

に関与していると考えられる。 

現在、日本脳炎の流行地は、東アジア、東南アジア、

南アジアからオーストラリアにまで拡大し、年間数百万人

の日本脳炎患者が発生している。症状は、定型的な脳

炎で、1～ ２日で 40℃以上の高熱となる。頭痛、嘔吐、頚

部硬直などの髄膜刺激症状が現れ、次いで意識障害、

筋強剛、けいれん等の脳症状が現れる。 

近年、本邦での日本脳炎確認患者は、1965 年以前と

比べ激減しているが、その患者発生の強力な抑制因子

としては、ヒトに対するワクチン接種による免疫賦与、コ

ガタアカイエカの減少、豚飼育環境の変化の３点がその

大きな役割を担っていると考えられる。

１）

 

 本県では、厚生労働省の定めた感染症流行予測調

査実施要領に基づいて、毎年、豚の感染源調査を実

施している。また、本年も昨年同様、豚の血清から日本

脳炎ウイルス分離を併行して実施したので、その概要

について報告する。 

 

調 査 方 法   

1. 感染源調査 

 ①調査時期及び回数 

  ７月初旬～ ９月中旬の各旬１回ずつ計8回 

 ②調査客体及び検体 

  調査客体は、県央地区の生後５～ ６ヶ月の肥育豚

160頭、検体は調査客体の血清とした。 

  

③調査事項 

  感染症流行予測調査事業検査術式により 

・日本脳炎赤血球凝集抑制（HI）抗体の測定 

・2-ME（Ｍercaptoethnol）感受性抗体の測定 

④採血場所 

 佐世保市と畜場 

2. 日本脳炎ウイルスの分離 

 ①検査材料 

  HI抗体測定に用いた豚血清160頭分 

②検査手順 

豚 血 清 

↓ 

3,000r.p.mで 20分間遠心、上清を採取 

↓ 

24穴プレ－ トに培養したVero（9013株）細胞を滅

菌 PBS（－ ）で 2 回洗浄後、細胞培養液（2％FBS

加Eagle’s MEM）を 1穴に900μlずつ分注。 

↓ 

豚血清の上清100μlをプレート 2穴に接種。 

36℃、７日間炭酸ガス培養器で培養。 

（１代目） 

↓ 

細胞変性効果（CPE）を７日間観察。 

↓ 

７日間観察して明らかな CPE が確認されない場

合、細胞・細胞培養液を回収（ハーベスト）して、

3,000r.p.mで 20分間遠心後、上清を採取して、１

代目と同じ操作を行う。（2代目へ） 

なお、CPE が確認された場合、赤血球凝集（HA）

試験及びRT-PCRによる確認を行った。 
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  表 1 平成 17年度豚ＨＩ抗体陽性率調査結果 

ＨＩ抗体価 （倍） 採血 

月日 

採血 

頭数 ＜10 10 20 40 80 160 320 ≧640 

ＨＩ抗体陽 

性率（％） 

2-ＭＥ抗体

陽性率（％）

7/12 20 18 1  1     10 100 

7/19 20 12 2 5 1     40 100 

7/26 20 15  3 2     25 100 

8/9 20 5 1 2   1  11 75 83 

8/17 20 1 1    1  17 95 67 

8/23 20      1 4 15 100 100 

9/7 20      3 9 8 100 25 

9/13 20 6   2 1 2 4 5 70 7 

図１　HI抗体価陽性率及び2-ME感受性抗体陽性率の推移

0%

20%

40%

60%

80%

100%

7/12 7/19 7/26 8/9 8/17 8/23 9/7 9/13

採血月日

％

HI抗体陽性率（％）

2-ME抗体陽性率（％）

3. 日本脳炎ウイルス遺伝子検査（RT-PCR法） 

①RNAの抽出 

 RNA 抽出キット（QIAamp Viral RNA  Mini 

Kit :QIAGEN）でRNA抽出後、DNase処理及び

cDNA作製は、ノロウイルスの検査法に準じた。 

②使用Primer(5’to3’)  Product:142ｂｐ 

JE－ NS3－ 1S： 

AGAGCGGGGAAAAAGGTCAT 

JE－ NS3－ 4R： 

TTTCACGCTCTTTCTACAGT 

③反応条件 

92℃ 2分 

92℃ 1分 

53℃ 1分     35サイクル 

72℃ 1分 

72℃ 5分 

4℃  ∞（保存） 

  ④電気泳動 

  PCR product は、3％アガロースゲルで電気泳動

後、エチジウムブロマイド染色を行い、142ｂｐの位

置にバンドが確認されたものを陽性とした。 

調 査 結 果 及 び 考 察   

1．感染源調査結果 

 豚 HI 抗体検査結果を表１に、HI 抗体陽性率及び

2-ME感受性抗体陽性率の推移を図１に示した。 

7月12日に採血した豚20のうち2頭がHI抗体陽性

（陽性率10％）、そのうちHI抗体価40倍以上1頭のう

ち1頭から豚感染開始の指標となる2-ME感受性抗体

陽性（陽性率100％）が確認された。 

ウイルス保有蚊が生後 4～ ６ヶ月の免疫のない豚を

吸血すると豚は感染し、2～ 3日の潜伏期を経て約3日

間持続するウイルス血症を起こす。このウイルス血症時

に吸血した蚊がウイルスに感染し、10～ 13 日の潜伏期

を経てウイルスを媒介するようになる

２）

。このことから今

回の調査結果では、日本脳炎ウイルスを保有した蚊が

7月初旬頃には活動を既に開始しており、9月中旬頃ま

で豚を吸血しながらウイルスを媒介し感染を広めたこと

が推察される。 

また、ウイルス保有蚊の活動開始時期は例年どおり

３）

であったと推察される。 
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図２    （DNA  fragments by  RT-PCR ） 

 

 

 

 

 

         

 

 

 

 

 

２．日本脳炎ウイルス分離結果 

HI抗体測定に用いた豚160頭の血清について日本

脳炎ウイルスの分離を行ったところ、7月26日に採血し

た豚3頭、8月9日に採血した豚2頭、8月17日に採

血した豚1頭の計6頭からウイルスが分離された。 

ウイルスの発育状態を示すCPEは、1代目から確認

されたが、十分なウイルス量を得るため盲継代を行っ

た後、十分な CPE が観察されたところで細胞・細胞培

養液を回収した。 

CPEが確認された検体については、日本脳炎ウイル

スを確認するため 0.33％ガチョウ血球を用いた HA 試

験を行うとともに RT-PCR 法による遺伝子検査も行っ

た。 

HA試験では、HA価は 2倍程度と低かったが、6頭

の豚血清から分離したウイルスでいずれも凝集反応を

示した。 

また、遺伝子検査については図２に示すとおり、6 頭

の豚血清から分離したウイルスの遺伝子は、日本脳炎

ウイルスの標準株である JaGAr＃01 株の遺伝子と同じ

142ｂｐの目的とする位置にバンドが認められた。 

従って、CPE と HA 試験で凝集反応が確認でき、か

つRT-PCRも陽性であった3頭の豚血清から分離され

たウイルスについては、日本脳炎ウイルスと判定した。 

 

 

 

ま と め 

１．7月12日に採血した豚2頭から豚HI抗体が、その

うちの 1 頭から豚感染開始の指標となる 2-ME 感受

性抗体陽性（陽性率100％）が最初に確認された。 

２．HI 抗体測定に用いた豚 160 頭の血清からウイルス

分離を行ったところ7月26日、8月9日及び8月17

日に採血した豚（計 6頭）から日本脳炎ウイルスが分

離された。 

３．日本脳炎確認患者は、1965 年以前と比べ激減して

いるが、HI 抗体価の上昇並びに 2-ME 感受性抗体

陽性確認及び日本脳炎ウイルスが分離されたことか

ら、現在も生活環境中に日本脳炎ウイルスは保持さ

れており、県民に対する日本脳炎の注意喚起は今

後も必要である。 
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M   1   2   3   4  5  6    N  P  M 

M ： Marker  (50～ 10,000 bp)  

1 ： 豚血清から分離したウイルス（7/26採血①） 

2 ：      〃           （7/26採血②） 

3 ：      〃           （7/26採血③） 

4 ：      〃           （8/9採血①） 

5 ：      〃           （8/9採血②） 

6 ：      〃           （8/17採血） 

N ： Negative Control 

P ： Positive Control（JaGAｒ＃01株） 
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長崎県におけるインフルエンザの疫学調査（2005年度） 

 

中村 まき子・吉川 亮・平野 学・原 健志・村上 正文 

 

Epidemic of Influenza in Nagasaki Prefecture（2005） 

 

Makiko NAKAMURA，Akira YOSHIKAWA， Manabu HIRANO，Kenshi HARA 

And Masafumi MURAKAMI 

 

Key word：Influenza，Epidemic，Nagasaki Prefecture 

キーワード：インフルエンザ，流行，長崎県 

 

   は じ め に 

 インフルエンザは、インフルエンザウイルスＡ型、Ｂ型

及びＣ型のウイルスが鼻咽頭粘膜に感染増殖した結果

生じる呼吸器系感染症である。Ａ型は流行をおこしや

すく、特に世界的な大流行の原因となる。Ｂ型はＡ型と

同じく、流行を起こしやすいが、その流行の範囲は地域

的あるいはそれ以上の広範なものの場合が多い。Ｃ型

は、散発例の原因としてよく知られ、流行を起こしてもき

わめて限局的な範囲に留まることが多い。

1） 

 今年度もこれまでと同様、厚生労働省の感染症流行

予測事業に併せて、本県におけるインフルエンザ流行

予測調査の一環として、流行状況を把握する目的で疫

学調査を実施したので、その状況を報告する。 

 

  調 査 方 法 

１．流行予測感染源調査 

１）散発事例 

インフルエンザ流行予測調査の一環として、2005

年 12 月～ 2005 年 2 月の期間において長崎市内の

内科医療機関の２定点で採取されたインフルエンザ

様疾患患者の咽頭ぬぐい液及び感染症発生動向調

査事業の一環として、県内の小児科医療機関 11 定

点等から採取された咽頭ぬぐい液について、ウイル

ス分離を実施した。 

 

 

２）集団発生事例 

学校施設等におけるインフルエンザが原因と疑わ

れる集団事例のうち、県内各保健所管内の初発事例

について、有症者のうがい水を採取し、ウイルス分離

を実施した。 

２．ウイルス分離の方法 

（1） 細胞増殖用の 5%MEM培養液（培養液に牛胎児 

血清を5%に添加）にMDCK細胞を、10%MEM培養 

液（培養液に牛胎児血清を10%に添加）にCaCO2細 

胞を浮遊させ、24 穴プレートに 1ml づつ分注し、

MDCK細胞は 35℃炭酸ガス培養器で、CaCO2細胞

は 37℃炭酸ガス培養器でそれぞれ 3日間培養して、

分離用細胞の準備を行なった。 

（2） 検体の咽頭ぬぐい液及びうがい液を VOLTEXに 

て振とう混和し、3，000rpm20 分遠心後、上清をウイ

ルス分離に使用。 

（3） （1）で 3 日間培養した MDCK 細胞及び CaCO2

細胞を PBS（－ ）で 2回洗浄後、（2）で処理した検体の

上清を2穴に0.1mlづつ接種し、37℃炭酸ガス培養器

に 30分間置く。 

（4） （3）で 37℃CO2培養器に 30 分間置いた MDCK          

細胞に、細胞維持用の MEM 培養液（培養液 25ml

に対し、1mg/ml トリプシン 0.1ml、10%アルブミン

0.25ml 添加）を、CaCO2 細胞に、細胞維持用の

MEM培養液（培養液に牛胎児血清を 5%に添加）を
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それぞれ0.9ml分注し、MDCK細胞は35℃炭酸ガス

培養器で、CaCO2 細胞は 37℃炭酸ガス培養器で 7

日間培養しながら、毎日、細胞変性効果（以下、

「CPE」と略す）を顕微鏡で観察した。 

（5） CPEが認められたら、インフルエンザウイルスを疑 

い、最適の条件時にハーベストし、HA試験、HI試験 

を行なった。CPE が認められなかった検体について

は、さらに盲継代のため（1）～ （5）の操作を行い、す

べての検体についてウイルスの有無を確認するため

HA試験を行なった。 

３．分離したウイルス株の同定 

1）赤血球凝集反応（以下「HA」と略す）試験 

２．（5）でハーベストしたものを、3，000rpm20 分遠心

し、上清を抗原液とした。96 穴プレートに PBS(－ )を

0.05mlづつ分注し、抗原液 0.1ml を段階希釈してか

ら、0.75%モルモット血球浮遊液を 0.05ml滴下した後、

プレートミキサーで振とう混和を行い、６０分間室温に

置く。赤血球凝集反応から、抗原液の力価を算出し、

これを 16単位に調整した。 

2）赤血球凝集抑制（以下「ＨＩ」と略す）試験 

96穴プレートにPBS(－ )を0.025mlづつ分注し、別記に

示した国立感染症研究所（以下「感染研」と略す）より分

与された 2005/2006 シーズン用インフルエンザウイルス

同定キットの抗血清 0.05mlを段階希釈して、３．1）で 16

単位に調整した抗原液を0.025mlづつ分注し、プレート

ミキサーで振とう混和を行い、3０分間室温に置く。さら

に 0.75%モルモット血球浮遊液を 0.05ml づつ滴下し、

プレートミキサーにて振とう混和し、６０分間室温に置く。

赤血球凝集抑制反応から、インフルエンザウイルスの

血清型を決める。 

 

 

（別記） 

Ａソ連（Ｈ１Ｎ１）型（以下「Ａソ連」と略す） 

・Ａ/New Ｃaledonia/20/99 （フェレット感染血清） 

Ａ香港（Ｈ３Ｎ２）型（以下「Ａ香港」と略す） 

・Ａ/New York/55/2004 （フェレット感染血清） 

Ｂ型 

・Ｂ/Brisbane/32/2002 （羊高度免疫血清） 

・Ｂ/Shaghai/361/2002 （フェレット感染血清） 

    

 

 

 

表 1 2005/2006シーズン月別検体数及びウイルス分離状況    （ウイルス分離数／検体数） 

 12月 1月 2月 合計 

長崎市 2/5 5/36 6/24 13/65 

佐世保市  1/1  1/1 

西彼地区 0/1 0/1 1/3 1/5 

県央地区  0/10  0/10 

県南地区  13/14  13/14 

県北地区  1/1  1/1 

合計 2/6 20/63 7/27 29/96 
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図 1 県内のウイルス分離状況（2005/2006シーズン） 

 

表 2 集団発生施設における検査成績（2005/2006シーズン） 

 

結 果 及 び 考 察 

表 1 に散発事例及び集団発生事例を合わせた検査

検体数及びウイルス分離成績を、図 1 に県内のウルス

の分離状況（2005/2006シーズン）を示した。 

2005/2006 シーズンにインフルエンザウイルスが最初

に分離されたのは、2005年12月13日に長崎市内の医

療機関を受診した患者から分離された A ソ連型ウイル

スであった。本県でAソ連型ウイルスが分離されたのは

2002／03シーズン以来である。また、同月 19日に長崎

市内の別医療機関を受診した患者からA香港型ウイル

スが、さらに 2006年 2月 4日には同医療機関を受診し

た患者から B型ウイルスも分離された。 

インフルエンザ様疾患の疑いで搬入された検体は96

検体で、そのうちＡ香港型 23株、A ソ連型 3株、Ｂ型 3

株が分離された（分離率 30.2％）。 

本県における 2005/2006 シーズンの流行は、図１に

示すように 1 月にピークがあるものの、２月には検体数

も減少し、主流行は１月でほぼ終息したと推測され流行

期間は 12 月から 2 月と短かった。本県における

2005/2006 シーズンの流行はＡ香港型、A ソ連型、とＢ

型の３種類の混合型と推察された。 

表2に2005/2006シーズンの県内の学校施設等にお

ける集団発生事例の検査成績を示した。 

本県では、1月中旬から 2月初旬にかけ集団発生の

初発例が報告され、搬入された検体は 14検体で、その

うちＢ型の 1検体のみが分離された。本県の 2005/2006

シーズンでの集団発生事例におけるウイルス分離数が

1 検体のみであったことから、例年に比べ非常に分離

率の低い結果（1/14；7.14％）となった。その原因として

は、①検体採取時にはすでに、新型インフルエンザの

流行を懸念して早期の抗インフルエンザウイルス剤（タ

ミフル）の投与が行なわれている。②インフルエンザウイ

ルスの細胞に対する感受性の変化が認められることか

らウイルスの抗原変異が推察される。よって検体採取方

施設名 発生日 分離数/検体数 血清型 

東彼杵郡：石木小学校 2006/1/17 0/10 －  

長崎市：長崎精道中学校 2006/1/31 0/1 －  

西彼杵郡：青雲中学校 2006/2/9 1/3 Ｂ型 
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法などの検討時期にきていると考えられる。 

 

ま と め 

１．2005/2006 シーズン中に、インフルエンザ様疾

患の疑いで当所に搬入された検体は 96 検体で、

それらの検体からＡ香港型 23株、Ａソ連型 3株、

Ｂ型 3株が分離された。集団発生事例は 3施設（検

体）を検査し、Ｂ型が 1名から分離された。 

２．本県でのインフルエンザの流行は、ウイルスの

分離比が、Ａ香港型 79.3％、Ａソ連型 10.3%、Ｂ

型 10.3％で３種類のウイルスの混合型であった。

集団発生事例は血清型の推察は不可能であった。 

３．インフルエンザウイルスの分離率の低下に伴い、検

体採取方法などの検討時期にきていると推察され

た。 
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感染症䉰䊷䊔イ䊤ン䉴䈮䈍䈔䉎ウイ䊦䉴ಽ㔌䋨㪉㪇㪇㪌 ᐕ度䋩 
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key word 䋺 䌓䌵䌲䌶䌥ｉｌｌａ䌮䌣䌥䇮Ｖｉ䌲䌵䌳 ｉ䌳䌯ｌａ䌴ｉ䌯䌮 ａ䌮䌤 ｉ䌤䌥䌮䌴ｉ䌦ｉ䌣ａ䌴ｉ䌯䌮 

䉨䊷ワ䊷䊄䋺 䉰䊷䊔イ䊤ン䉴䇮ウイ䊦䉴ಽ㔌及びห定 

 

   は じ め に

感染症䉰䊷䊔イ䊤ン䉴䈱目的䈲䇮ක療機関䈱協力を得

䈩䇮細菌及びウイ䊦䉴等䈮䉋䉎感染症䈱患者発生状況䇮

病原体検索結果等䈮䉋䉍流行実態を早期䇮且䈧的確䈮把

握䈜䉎䈖䈫䈮䉋䉍䇮必要䈭情報を速や䈎䈮各地域䈮還元

䈜䉎䈖䈫䈮䉋䈦䈩䇮予防接種䇮衛生教育等䈱適ಾ䈭予防

処置を講䈝䉎䈖䈫䈮あ䉎䇯 

小児䈮䈍䈔䉎ウイ䊦䉴感染症䈲䇮主䈮䉣ン䊁䊨ウイ䊦䉴

䈮起因䈜䉎䉅䈱䈏多䈒䇮毎ᐕ䇮夏季を中心䈮幾䈧䈎䈱ウイ

䊦䉴䈏ห時䈮流行䈜䉎䇯䈚䈎䉅䇮そ䈱流行䈱原因䈫䈭䉎ウ

イ䊦䉴䈲ᐕ䈗䈫䈮異䈭䉎型䈏出現䈚䈩䈍䉍様々䈭流行を

引䈐起䈖䈚䇮そ䈱規模や消長䈲ウイ䊦䉴あ䉎い䈲宿主側

䈱要因䈮左右䈘䉏䈩い䉎䇯  

今ᐕ度䉅小児䈱ウイ䊦䉴感染症䈱実態究᣿を目的䈮䇮

感染症䉰䊷䊔イ䊤ン䉴䈮䈍い䈩䉣ン䊁䊨ウイ䊦䉴を中心䈫

䈚た原因ウイ䊦䉴䈱ಽ㔌を実施䈚た䈱䈪䇮そ䈱概要を報

告䈜䉎䇯 

 

   調 査 方 法 

䋱䋮定点ක療機関䈎䉌䈱検査᧚料 

長崎県感染症発生動ะ調査事業䈮䈍い䈩定点ක療機

関䈫䈲䇮政令市及び県立保健所管轄䈱 10 地域䈪指定䈘

䉏たක療機関䈱䈖䈫䈪あ䉎䇯䈖䉏䉌䈱定点ක療機関䈲䇮毎

週管轄保健所䈻指定䈘䉏た疾患䈗䈫䈮発生件数等を届

出䈩䇮各保健所䈲管内ಽを䉁䈫䉄䈩長崎県感染症情報䉶

ンタ䊷䈻報告䈜䉎䇯長崎県感染症情報䉶ンタ䊷䈪䈲䇮長

崎県䈱情報䈫䈚䈩集⚂䈚厚生労働省䈻報告䈚䈩い䉎䇯 

䈘䉌䈮䇮10 地域䈱病原体定点及びၮ幹定点䈱ක療機

関等䈪採取䈚依頼䈘䉏た検体䋨咽頭䈯䈓い液䇮髄液䇮糞

便及び眼䈯䈓い液他等䋩䈮䈧い䈩病原体検索を当所䈪

実施䈚䈩い䉎䇯今ᐕ度䈲䇮長崎市4定点䇮西彼地඙2定点䇮

県央地඙ 2 定点䇮県南地඙ 3 定点䇮佐世保市 3 定点䇮五

島地඙ 1 定点䈪採取䈚䇮検査依頼䈏あ䈦た患者 311 ฬಽ

䈱総数418 検体䈮䈧い䈩ウイ䊦䉴検索を実施䈚た䇯 

 

䋲䋮調査方法 

 患者᧚料䇮細胞ၭ養䇮ウイ䊦䉴ಽ㔌䊶ห定等䈮䈧い䈩䈲

既報

䋱䋩

䈮従䈦䈩実施䈚た䇯 䉁た䇮感染性胃腸炎䋨乳児嘔

ฯ下痢症を含䉃䋩䈱患者便䈮䈧い䈩䉅䇮既報

䋲䋩

䇸ノ䊨ウイ

䊦䉴䈱検出法䈮䈧い䈩䇹䈮従䈦䈩䇮RT-PCR法を用い䈩実

施䈚た䇯 

 

   調 査 結 果 及 び 考 察 

䋱䋮疾病別䈮䉋䉎調査結果  

表 㪈 䈮 㪌 類定点把握対象疾病別検査数䇮表 㪉 䈮疾病

別䊶血清型別ウイ䊦䉴ಽ㔌成績䇮表 㪊 䈮ウイ䊦䉴䈱血清型

別䊶月別ウイ䊦䉴ಽ㔌数を示䈜䇯 

ᐔ成㪈㪎 ᐕ度䈱依頼検査䈮䉋䉎患者数䈲 㪊㪈㪈 ฬ䈪あ䉍䇮

依頼䈘䉏た検体䈮䈧い䈩ウイ䊦䉴検査を実施䈚た䇯そ䈱

結果䈮䈧い䈩䇮依頼検査䈏多䈎䈦た疾病別䈮䈧い䈩報

告䈜䉎䇯 

䋨䋱䋩無菌性髄膜炎 

検体数䈏最䉅多䈎䈦た䈲無菌性髄膜炎䈱 㪉㪍㪉 検体䋨全

検体数䈱㪍㪉㪅㪎%䋩䈪䇮患者数䉅㪈㪍㪌ฬ䋨全患者数䈱㪌㪊㪅㪈％䋩

䈫全体䈱䈍䉋そ半数を占䉄た䇯 

表 㪉 䈱ウイ䊦䉴ಽ㔌数䈪䈲䇮䉣コ䊷ウイ䊦䉴 㪐 型䋨㪜㪄㪐䋩

䈏患者㪈㪍㪌 ฬ中㪎㪍 ฬ䋨検出率㪋㪍㪅㪈%䋩䈎䉌検出䈘䉏䇮患者

㪏㪍 ฬ中 㪎㪍 ฬ䋨㪏㪏㪅㪋％䋩䈫突出䈚た結果䈫䈭䈦た䇯そ䈱他䈲䇮

コ䉪䉰䉾䉨䊷䌂群ウイ䊦䉴䈱㪊型䈏患者㪎ฬ䇮㪈型䈍䉋び㪋

型䈏患者各㪈 ฬ䈎䉌検出䈘䉏た䇯 

䈖䉏䉌を提出䈚た病原体定点䈲䇮県南地඙䈫県ർ地඙
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䈮限䉌䉏䇮そ䈱うち⚂ 㪏㪇％䈲県南地඙䈎䉌提出䈘䉏た䉅

䈱䈪あ䈦た䇯䉁た䇮全国的䈮䉅 㪜㪄㪐 䈱報告数䈲少䈭䈒䇮限

局的䈭地域流行䈏あ䈦た䈫推測䈘䉏䉎䇯 

 

表 㪊 䈱月別ウイ䊦䉴ಽ㔌数䈪䉂䉎䈫䇮ᧄᐕ度䈱無菌性

髄膜炎䈱流行ウイ䊦䉴䈪あ䈦た 㪜㪄㪐 䈲 㪌 月を皮ಾ䉍䈮 㪈㪇

月ᧃ䈮至䉎䉁䈪検出䈘䉏た䇯 

咽頭䈯䈓い液 髄液 糞便 そ䈱他

䉿䉿䉧ム䉲病䊶䊥ケ䉾チア

急性脳症䋨ウ䉣䉴䊃䊅イ䊦脳炎及び日ᧄ脳炎を除䈒䋩
㪊 㪌 㪉 㪈 㪉

㪩㪪ウイ䊦䉴感染症

咽頭結膜熱

㪘群溶血性䊧ン䉰⃿菌咽頭炎

感染性胃腸炎䋨乳児嘔ฯ下痢症を含䉃䋩 㪋㪉 㪋㪋 㪉 㪈 㪋㪇 㪈

水痘

手足口病

伝染性⚃斑

突発性発疹 㪈 㪈 㪈

百日咳

風疹

䊓䊦パン䉩䊷䊅 㪈 㪈 㪈

麻疹䋨成人麻疹を除䈒䋩

流行性耳下腺炎

イン䊐䊦䉣ン䉱䋨高病原性鳥イン䊐䊦䉣ン䉱を除䈒䋩
㪍㪊 㪍㪊 㪍㪊

急性出血性結膜炎

流行性角結膜炎

細菌性髄膜炎

成人麻疹

無菌性髄膜炎 㪈㪍㪌 㪉㪍㪉 㪈㪐㪏 㪍㪋

そ䈱他䈱疾患 㪊㪍 㪋㪉 㪉㪇 㪈㪊 㪌 㪋

㪊㪈㪈 㪋㪈㪏 㪏㪎 㪉㪈㪋 㪈㪈㪉 㪌ว䇭䇭䇭䇭䇭䇭䇭䇭計

表䋱 䇭感染症発生動ะ調査事業䇭㪌類定点把握対象疾病別検査数

対象疾病ฬ 患者数 検体数

検䇭体䇭ฬ

検査 検体
Ｉ䌮䌦㪄㪙 䌃㪘

䉿䉿䉧ム䉲

型別

患者数 総数
香港型 ソ連型

㪙型 㪈型 㪉型 㪊型 㪋型 㪌型 㪍型 㪊型 㪐型
㪈㪍型 㪈型 㪉型 㪊型 㪋型 㪌型 㪍型 G㸇 G㸈

䊥ケ䉾チア

不᣿

急性脳炎

䋨䍑䍒ｽ䍢䊅イ䊦脳炎䊶日ᧄ脳炎を除䈒䋩

㪊 㪌 㪇

䌒䌓ウイ䊦䉴感染症

咽頭結膜熱 㪇

䍐䍻ﾌﾙ䍒䍻䍙䍼様疾患 㪍㪊 㪍㪊 㪊㪉 㪋 㪉 㪊㪏

感染性胃腸炎

䋨乳幼児嘔ฯ下痢症を含䉃䋩

㪋㪉 㪋㪋 㪈 㪈 㪈 㪈 㪈㪋 㪈㪏

水痘

成人麻疹

手足口病 㪇

突発性発疹 㪈 㪈

風疹

䊓䊦パン䉩䊷䊅 㪈 㪈

麻疹

無菌性髄膜炎 㪈㪍㪌 㪉㪍㪉 㪎㪍 㪈 㪎 㪈 㪈 㪏㪍

流行性角結膜炎

流行性耳下腺炎

そ䈱他対象外疾病 㪊㪍 㪋㪉 㪉 㪈 㪊

総䇭䇭ว䇭䇭計 㪊㪈㪈 㪋㪈㪏 㪊㪉 㪋 㪉 㪈 㪊 㪈 㪇 㪇 㪈 㪇 㪎㪍 㪇 㪈 㪇 㪎 㪈 㪇 㪇 㪇 㪈㪋 㪇 㪉 㪈㪋㪌

注䋱䋩 Ｉ䌮䌦㪄㪘ソ連型䋺䍐䍻ﾌﾙ䍒䍻䍙䍼䌁ソ連型䇭Ｉ䌮䌦㪄㪘香港型䋺䍐䍻ﾌﾙ䍒䍻䍙䍼䌁香港型䇭Ｉ䌮䌦㪄㪙型䋺䍐䍻ﾌﾙ䍒䍻䍙䍼㪙型䇭㪘㪻䋺䍏䍡䍼ﾉ䍑䍐ﾙｽ 䇭䇭䇭

㪜㪺㪿㫆䋺䍒䍘䍎䍑䍐ﾙｽ䇭㪚㪘䋺䍘䍖䍙䍍䍕䍎㪘群䍑䍐ﾙｽ䇭㪚㪙䋺䍘䍖䍙䍍䍕䍎䌂群䍑䍐ﾙｽ䇭N㫆r㫆䋺ﾉﾛ䍑䍐ﾙｽ

表䋲䇭疾病別䊶血清型別ウイ䊦䉴ಽ㔌成績

䋴類及び䋵類定点把握対象疾病ฬ

ว計

Ｉ䌮䌦㪄㪘 䌁䌤 㪜㪺㪿㫆 㪚㪙 N㫆r㫆
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䋨䋲䋩イン䊐䊦䉣ン䉱様疾患 

䋲番目䈮患者数䈱多䈎䈦た疾患䈲䇮表 㪈 䈱䈫䈍䉍イン䊐

䊦䉣ン䉱様疾患䈱患者㪍㪊ฬ䈪䇮そ䈱内ウイ䊦䉴ಽ㔌䈘䉏

た患者䈲㪊㪏ฬ䋨ಽ㔌率㪍㪇㪅㪊％䋩䈪あ䈦た䇯イン䊐䊦䉣ン䉱

㪇㪌㪆㪇㪍 䉲䊷䉵ン䈱流行期䈲䇮ᐔᐕ䉋䉍やや早䉄䈮始䉁䉍䇮

主流行期間䈲㪈月を䊏䊷䉪䈮⚂㪈ヶ月程度䈫短䈎䈦た䈏䇮

䉲䊷䉵ン前䈱 㪐 月䈮䉅検出䈘䉏䈩い䉎䈖䈫䈎䉌ᐕ間を通䈛

䈩小規模䈭流行䈏起䈐䈩い䉎䈖䈫䈏推察䈘䉏た䇯 

表㪊䈱月別ウイ䊦䉴ಽ㔌状況䈎䉌イン䊐䊦䉣ン䉱ウイ䊦

䉴䈏多䈒ಽ㔌䈘䉏た䈱䈲䋱月䈪䇮そ䈱殆䈬䈏イン䊐䊦䉣ン

䉱ウイ䊦䉴㪘㪄香港型䋨㪘香港型䋩䈪あ䉍䇮ಽ㔌数䈲㪈㪎株䈪

あ䈦た䇯そ䈱他䈲䇮イン䊐䊦䉣ン䉱㪘㪄ソ連型䋨㪘ソ連型䋩䈱

㪈 株䈏あ䈦た䇯㪉 月䈮䈲䇮㪘 香港型䈏 㪊 株䇮㪘 ソ連型䈫イン

䊐䊦䉣ン䉱㪙型䈏各㪉株ಽ㔌䈘䉏た䇯㪇㪌㪆㪇㪍䉲䊷䉵ン䈲䇮

ᧄ県䈪㪊ᐕぶ䉍䈮㪘ソ連型䈏ಽ㔌䈘䉏䇮㪘香港型を主䈫䈚

た 㪘 ソ連型䇮㪙 型䈱混ว流行䈪あ䈦た䈫推測䈘䉏た䇯 

䋨䋳䋩感染性胃腸炎䋨乳児嘔ฯ下痢症を含䉃䋩 

感染性胃腸炎䈪䈲䇮表 㪉 䈱ウイ䊦䉴ಽ㔌数䈱䈫䈍䉍ノ䊨

ウイ䊦䉴䋨G㪼㫅㫆㪾r㫆u㫇㸈䋺G㸈䋩䈏最䉅多䈒検出䈘䉏た䇯䉁た䇮

ウイ䊦䉴ಽ㔌䈪䈲ア䊂ノウイ䊦䉴 㪈～㪊 型及び 㪍 型䈱各 㪈

株䈏検出䈘䉏た䇯 

表䋳䈱月別ウイ䊦䉴ಽ㔌数䈎䉌䇮感染性胃腸炎䈱原因

ウイ䊦䉴䈫䈘䉏䉎ノ䊨ウイ䊦䉴䈲䇮冬場䈱䋱䋱月䈫翌䋱月䈮検

出䈘䉏た䈏䇮昨ᐕ度䈮比䈼䉎䈫検体数䇮検出数䈫䉅䈮減少

䈚た䇯 

 

䋴月 䋵月 䋶月 䋷月 䋸月 䋹月 㪈㪇月㪈㪈月㪈㪉月 䋱月 䋲月 䋳月 ว 計

ア䊂ノウイ䊦䉴㪈型 㪈 㪈

ア䊂ノウイ䊦䉴㪉型 㪈 㪈 㪈 㪊

ア䊂ノウイ䊦䉴㪊型 㪈 㪈

ア䊂ノウイ䊦䉴㪋型 㪇

ア䊂ノウイ䊦䉴㪌型 㪇

ア䊂ノウイ䊦䉴㪍型 㪈 㪈

䉣コ䊷ウイ䊦䉴㪊型 㪇

䉣コ䊷ウイ䊦䉴㪍型 㪇

䉣コ䊷ウイ䊦䉴㪐型 㪈 㪉㪈 㪈㪏 㪈㪍 㪈㪊 㪎 㪎㪍

䉣コ䊷ウイ䊦䉴㪉㪌型 㪇

䉣コ䊷ウイ䊦䉴㪊㪇型 㪇

䉣ン䊁䊨ウイ䊦䉴䋷䋱型 㪇

コ䉪䉰䉾䉨䊷䌁群ウイ䊦䉴㪈㪍型 㪇

コ䉪䉰䉾䉨䊷䌂群ウイ䊦䉴㪈型 㪈 㪈

コ䉪䉰䉾䉨䊷䌂群ウイ䊦䉴㪉型 㪇

コ䉪䉰䉾䉨䊷䌂群ウイ䊦䉴㪊型 㪈 㪊 㪊 㪎

コ䉪䉰䉾䉨䊷䌂群ウイ䊦䉴㪋型 㪈 㪈

コ䉪䉰䉾䉨䊷䌂群ウイ䊦䉴㪌型 㪇

コ䉪䉰䉾䉨䊷䌂群ウイ䊦䉴㪍型 㪇

ムン䊒䉴ウイ䊦䉴 㪇

ノ䊨ウイ䊦䉴䋨G㸇䋩 㪇

ノ䊨ウイ䊦䉴䋨G㸈䋩 㪋 㪈㪇 㪈㪋

イン䊐䊦䉣ン䉱䇭䌁ソ連型 㪈 㪈 㪉 㪋

イン䊐䊦䉣ン䉱䇭䌁香港型 㪎 㪋 㪈 㪈㪎 㪊 㪊㪉

イン䊐䊦䉣ン䉱䇭䌂型 㪉 㪉

パ䊤イン䊐䊦䉣ン䉱䋨㪩㪫㪄P㪚㪩) 㪇

㪘群䊨タウイ䊦䉴䋳型䋨㪩㪫㪄P㪚㪩䋩 㪇

䉿䉿䉧ム䉲䊶䊥ケ䉾チア 㪇

型別不᣿ 㪈 㪈 㪉

㪐 㪊 㪉㪋 㪉㪊 㪈㪍 㪈㪎 㪏 㪌 㪋 㪉㪏 㪎 㪈 㪈㪋㪌

表䋳䇭ウイ䊦䉴䈱血清型別䊶月別ウイ䊦䉴ಽ㔌数

ウイ䊦䉴血清型別

型

䇭

䇭

別

䇭

䇭

数

総䇭ว䇭計  

䋲䋮考 察 

今ᐕ度䈱䉰䊷䊔イ䊤ン䉴䈮䈍䈔䉎ウイ䊦䉴䈱検索結果

䈎䉌䇮県南地඙䈪大規模䈎䈧限局的䈭 㪜㪄㪐 䈱地域流行

䈏あ䈦た䈫推察䈘䉏た䇯小児ウイ䊦䉴感染症䈱起因ウイ䊦

䉴䈲䇮ᐕ毎䈮変ൻ䈚䇮様々䈭䉣ン䊁䊨ウイ䊦䉴䈏原因ウイ

䊦䉴䈫䈚䈩ಽ㔌䈘䉏䈩い䉎䈖䈫䈎䉌䇮感染症発生動ะ調査

䈮䉋䉎ウイ䊦䉴䈱流行状況を⛮⛯䈚䈩調査䊶解析䈜䉎䈖䈫

䈲䇮困㔍䈭流行予測䈱一助䈫䈭䉎䇯 

今後䉅小児ウイ䊦䉴感染症䈮対䈜䉎監視及び予防対策

䈱一環䈫䈚䈩ᧄ調査を⛮⛯䈚䇮そ䈱役割䈱一端を担䈦䈩

い䈐たい䈫考え䈩い䉎䇯 

  参 考 文 献 

㪈䋩 ᐔ野 学䇮他 䋺 長崎県衛生公害研究所所報䇮䋴䋷䇮

䋹䋵䋭䋹䋸䇮䋲䋰䋰䋱 

㪉䋩 厚生労働省通知 䋺 ᐔ成㪈㪊ᐕ㪈㪈月䇸ノ䊷ウ䉤䊷䉪用

ウイ䊦䉴䋨ＮＬＶ䋩䈱䌒䌔䋭Ｐ䌃䌒法䈮䈧い䈩䇹及びᐔ成

㪈㪌 ᐕ㪈㪈 月䇸ノ䊨ウイ䊦䉴䈱検出法䈮䈧い䈩䇹 

㪊䋩 国立感染症研究所 感染症情報䉶ンタ䊷 䋺I㪛W㪩 

㪉㪇㪇㪊䋮㪈㪈 月号掲載



                                                           長崎県衛生公害研究所報  51,  (2005)  資料  

 107

 



ء 資料̈́データͅ



長崎県衛生公害研究所報  5㪈㪃  㩿㪉㪇㪇5㪀  資料䊶デ䊷タ 

 

                                    107

䋱．長崎県における放射能調査結果䋨㪉㪇㪇5 ᐕ度䋩 

 

表䋱 定時降水試料中の全β放射能調査結果䋨ᐔ成䋱７ᐕ度䋩 

 

降水ߩ定時採取㧔定時降水㧕 

放射能濃度 (Bム/L) 採取ᐕ月日      

降水量    

(mm) 

測定数 最ૐ値 最高値 

月間降下量

(MBム/Km

2

) 

平成㧝㧣ᐕ 㧠月 1年1.0 年 ND 0.4 15 

㧡月 144.0 5 ND 0.5 50 

㧢月 54.5 4 ND ND ND 

㧣月 年09.5 7 ND 1.4 45 

㧤月 186.5 5 ND 0.4 年7 

㧥月 100.5 4 ND ND ND 

㧝㧜月 24.0 4 ND 0.4 1.9 

㧝㧝月 54.5 6 ND 1.2 4.7 

㧝㧞月 58.5 10 ND 1.2 11 

平成㧝㧤ᐕ  㧝月 59.5 6 ND 0.6 1.9 

               㧞月 127.0 7 ND 0.6 9.6 

               㧟月 94.5 12 ND 年.年 19 

ᐕ間値 1年44.0 71 ND 年.年 ND～50 

前ᐕ度߹ߩߢ過去㧟ᐕ間ߩ値 270 ND 1.8 ND～49 

          㧔注㧝㧕ND:測定値߇測定誤差ߩ㧟倍未満ޕ 

 

表䋲 牛乳中の

㪈㪊㪈

I の分析結果䋨ᐔ成䋱７ᐕ度䋩 

 

 

 

 

 

 

㧔注㧝㧕牛乳ߩ取扱区分ߪ、生産地㧔原乳㧕ߢあࠆ 

㧔注㧞㧕放射能測定ߪ、ゲルࡑニウࡓ半ዉ体検出器ࠆࠃߦγ線スࡔࡠ࠻ࠢࡍーターߢ測定ޕߚߒ 

㧔注㧟㧕ND:測定値߇測定誤差ߩ㧟倍未満ޕ 

 

 

採取場所 諫早市 

前ᐕ度߹ߢ過去 

㧟ᐕ間ߩ値 

採取ᐕ月日 H17.5.11 最ૐ値 最高値 

放射能濃度

(Bム/L) 

ND ND ND 
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表䋳 ゲルマニウム半導体検出器による核種分析測定調査結果㩿ᐔ成䋱７ᐕ度㪀 

 

      

1年7

Cモ 

前ᐕ度߹ߢ 

過去㧟ᐕ間ߩ値
           

試料名 

       

採取場所

        

採取ᐕ月 

 

検

体

数
最ૐ値 最高値 最ૐ値 最高値

 そߩ他ߩ検

出さߚࠇ人工

放射性ᩭ種 

   

単 ૏ 

大気浮遊ࠎߓ 長崎市 

17 ᐕ  4 月 

～18ᐕ年月 

4 ND ND ND ND ND mBム/m

年

 

降下物 長崎市 

17 ᐕ  4 月 

～18ᐕ年月 

12 ND ND  ND 0.056 ND MBム/ペm

2

 

陸

 

水 

 蛇口水 佐世保市 

17 ᐕ 6 月 

 

1 ND ND ND ND ND mBム/L 

ND 29 42 ND Bム/ペｿ 乾土 
         

0～5cm 佐世保市 1 

ND 540 1500 ND MBム/ペm

2

 

1.2 10 22 ND Bム/ペｿ 乾土 

  

土

  

壌 

         

 5～20cm 佐世保市 

      

17 ᐕ  7 月 

1 

88 610 1年00 ND MBム/ペm

2

 

精米 佐世保市 18 ᐕ  1 月 1 ND ND ND ND Bム/ペｿ 精米 

   大ᩮ 佐世保市 18 ᐕ  1 月 1 ND ND ND ND 
㊁

 

菜 
ン草 佐世保市 18࡟ウࡎ ᐕ  1 月 1 ND ND ND ND 

      

Bム/ペｿ 生 

牛 乳 佐世保市 18 ᐕ  1 月 1 ND ND ND ND ND Bム/L 

1 ND ND ND 0.0年9 ND 
     

日常食 長崎市 

17 ᐕ 6 月 

及び 10 月 

1 ND ND ND 0.026 ND 

      

Bム/人࡮日 

 

アサ࡝ 小長井町 17 ᐕ  5 月 1 ND ND ND ND 

ア࠳ࡑイ 長崎市 17ᐕ 11 月 1 0.9年 0.086 0.12 ND 

ᶏ

産

生

物 

ワカࡔ 島原市 18 ᐕ  2 月 1 ND ND ND ND 

Bム/ペｿ 生 

(注㧝)食品試料ߩうߜᶏ産生物ߪ生産地、牛乳㧔市販乳㧕࡮㊁菜及び精米ߪ消費地ߒߣてߩ取扱いߢあޕࠆ 

(注㧞)ND:測定値߇測定誤差ߩ㧟倍未満 

(注㧟)陸水、土壌、精米、㊁菜、牛乳ߦついてߪ、今ᐕ度ࠄ߆採取場所߇佐世保市ߦ変更ߞߥߦていޕࠆ 
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表 䋴 空 間 放 射 線 量 率 測 定 結 果 䋨ᐔ 成 䋱７ᐕ 度 䋩 

 

 ーターࡔイࡌサー (ポGy/h)  ࠻スࡐンࠣ࡝ニタࡕ

測 定 ᐕ 月 

最ૐ値 最高値 平均値 (ポGy/h) 

平成㧝㧣ᐕ 㧠月 年年 68 年4 56 

㧡月 年年 52 年4 58 

㧢月 年年 88 年4 56 

㧣月 年年 6年 年5 58 

㧤月 年年 49 年5 56 

㧥月 年年 54 年5 60 

㧝㧜月 年年 41 年5 64 

㧝㧝月 年年 58 年5 60 

㧝㧞月 年年 57 年6 60 

平成㧝㧤ᐕ  㧝月 年年 57 年5 60 

㧞月 年年 49 年5 62 

㧟月 年年 57 年5 64 

ᐕ 間 値 年年 88 年5 56～64 

㧔注㧕サーࡌイࡔーターߩ値ߪ、宇ቮ線ߩ影響 年0ポGy/h     ޕ߻含ࠍ
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表㧝 ᐕ度 産業廃棄物最終処分場調査結果㧔生活環境項目㧕2005

種 別 項 目 大腸菌群数pH BOD COD SS

(mg/l) (mg/l) (mg/l) ( /ml)個

7 4 7 7 7管 放 検体数

6.9 9.7 <0.5 94 2.5 100 <1 73 <30 340理 流 最小～最大 ～ ～ ～ ～ ～

8.1 27 21 18 190 (3)型 水 平均値 㧖

13 13 13 13 13安 ᶐ 検体数

定 透 最小～最大 ～ ～ ～ ～ ～ 㧖 検出数ߩߺߩ平均6.3 7.4 <0.5 5.8 1.1 20 <1 12 <30 650 :

型 水 平均値 㧖 検出数7.0 0.9 5.9 4.7 360 (5) () :

2005 mg/l表㧞 ᐕ度 産業廃棄物最終処分場調査結果㧔重金属等㧕 単૏：

施 検

種 別 設 体 項 目 Ｃ㨐 ＣＮ Ｐｂ Ｃ㨞 Ａ㨟 㧿㨑T-Hg

(6+)数 数

7 7 0 0 0 0 0 0 0放 検出数

管 流 検出施設数

水 基準超過施設数

理 最大値

2 2 0 0 0 0 0 0溶 検出数

型 出 検出施設数

試 基準超過施設数

験 最大値

13 13 0 0 1 0 0 0ᶐ 検出数

1安 透 検出施設数

水 基準超過施設数

0.023定 最大値

1 1 0 0 0 0 0 0溶 検出数

型 出 検出施設数

試 基準超過施設数

験 最大値

0.01 0.1 0.01 0.05 0.01 0.0005 0.01報告下限値

2005 mg/l表㧟 ᐕ度 産業廃棄物最終処分場調査結果㧔揮発性物質及び農薬等㧕 単૏：

施 検 㩎㩢ｸﾛﾛ㨾㩋㩤㩧 㩍㩎㩡ｸﾛﾛ㨾㩋㩤 㩆㩨ｸﾛﾛ㩜㩊㩧 四塩化炭 㩆㩨ｸﾛﾛ㨾 㩆㩨ｸﾛﾛ㨾 㩆㩇 㩆㩨ｸﾛ1,2- 1,1- -1,2-

種 別 設 体 項 目 㩧 素 㩊㩧 㩋㩤㩧 ﾛ㨾㩋㩤㩧

数 数

7 7 0 0 0 0 0 0 0管 放流 検出数

理 水 最大値

2 2 0 0 0 0 0 0 0型 溶出 検出数

試験 最大値

13 13 0 0 0 0 0 0 0安 ᶐ透 検出数

定 水 最大値

1 1 0 0 0 0 0 0 0型 溶出 検出数

試験 最大値

0.03 0.01 0.02 0.002 0.004 0.02 0.04報告下限値

長崎県衛生公害研究所 資料࠺࡮ータ51, (2005)
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㧔表㧟続߈㧕

施 検 㩎㩢ｸﾛﾛ 㩎 㩢 ｸ ﾛ 㩆 㩨 ｸ ﾛ ﾛ 㩗㩨㩧㩈㩨㩧 㩋㨽㩡㩛 㩆ﾏ㩆㩨㩧 㩋ｵ㩗㩨㩧㩀㩣㩖㩨1,1,1- 1,1,2- 1,3-

種 別 設 体 項 目 㨾㩊㩧 ﾛ㨾㩊㩧 㩖㩩ﾛ㩗㩩㩧

数 数

7 7 0 0 0 0 0 0 0管 放流 検出数

理 水 最大値

2 2 0 0 0 0 0 0 0型 溶出 検出数

試験 最大値

13 13 0 0 0 0 0 0 0安 ᶐ透 検出数

定 水 最大値

1 1 0 0 0 0 0 0 0型 溶出 検出数

試験 最大値

0.3 0.006 0.002 0.01 0.006 0.003 0.02報告下限値

2005 mg/l表㧠 ᐕ度 産業廃棄物最終処分場周辺地下水調査結果 単૏：

施設数 検体数 項目 Ｃ㨐 ＣＮ Ｐｂ Ｃ㨞 Ａ㨟 㧿㨑T-Hg

(6+)

21 39 0 0 0 0 0 0 1検出数

0.007最大値

0.005 0.1 0.005 0.05 0.005 0.0005 0.005報告下限値

施設数 検体数 項目 㩎㩢ｸﾛﾛ㨾㩋㩤㩧 㩍㩎㩡ｸﾛﾛ㨾㩋㩤 㩆㩨ｸﾛﾛ㩜㩊㩧 四塩化炭 㩆㩨ｸﾛﾛ㨾 㩆㩨ｸﾛﾛ㨾 㩆㩇 㩆㩨ｸﾛ1,2- 1,1- -1,2-

㩧 素 㩊㩧 㩋㩤㩧 ﾛ㨾㩋㩤㩧

21 39 0 0 0 0 0 0 0検出数

最大値

0.03 0.01 0.02 0.002 0.004 0.02 0.04報告下限値

施設数 検体数 項目 㩎㩢ｸﾛ 㩎 㩢 ｸ ﾛ 㩆 㩨 ｸ ﾛ ﾛ 㩗㩨㩧㩈㩨㩧 㩋㨽㩡㩛 㩆ﾏ㩆㩨㩧 㩋ｵ㩗㩨㩧㩀㩣㩖㩨1,1,1- 1,1,2- 1,3-

ﾛ㨾㩊㩧 ﾛ㨾㩊㩧 㩖㩩ﾛ㩗㩩㩧

21 39 0 0 0 0検出数

最大値

0.3 0.006 0.002 0.01 0.006 0.003 0.02報告下限値

㧖：㩋㨽㩡㩛 㩆ﾏ㩆㩨㩧 㩋ｵ㩗㩨㩧㩀㩣㩖㩨ߦついてߪ、放流水検出時ߺߩ測定, ,

長崎県衛生公害研究所 資料࠺࡮ータ51, (2005)
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3. 環境中ダイオキシン類測定結果

表１ 平成１７年度環境大気中ダイオキシン類分析結果

実測濃度(pg/m
3
(at20℃)) 毒性等量

PCDDs PCDFs Co-PCBs （pg-TEQ/m
3
）

春 0.47 0.83 1.1 0.023

夏 0.92 0.52 2.1 0.013

秋 1.2 0.51 1.7 0.015

冬 1.0 1.3 0.55 0.033

春 0.20 1.1 0.45 0.015

夏 0.22 0.52 1.2 0.012

秋 0.86 0.41 0.93 0.011

冬 0.83 2.1 0.53 0.047

春 0.57 0.83 0.49 0.023

夏 0.45 0.47 1.6 0.011

秋 1.6 0.61 1.0 0.019

冬 0.84 1.3 0.50 0.040

春 0.52 0.74 1.5 0.018

夏 0.75 1.4 2.7 0.037

秋 0.82 0.77 2.0 0.016

冬 7.1 21 2.1 0.52

春 0.28 1.2 0.97 0.017

夏 0.44 0.48 2.9 0.012

秋 1.6 0.69 1.6 0.021

冬 1.0 1.6 0.82 0.052

春 18 2.0 1.4 0.18

夏 0.99 0.80 3.4 0.016

秋 1.0 0.88 2.8 0.020

冬 1.0 2.4 0.88 0.058

春 0.29 1.7 1.8 0.022

夏 0.21 0.52 13 0.017

秋 1.2 0.42 3.8 0.014

冬 0.97 2.2 1.6 0.049

春 0.36 0.99 0.44 0.016

夏 0.60 0.38 1.6 0.0097

秋 0.92 0.29 0.78 0.0083

冬 0.50 1.0 0.49 0.026

春 0.088 0.40 1.2 0.0078

夏 0.17 0.091 2.7 0.0078

秋 0.17 0.24 1.6 0.0083

冬 0.21 0.91 0.48 0.019

佐世保市保健所

松浦市役所

上五島保健所

西諫早観測所

大村大気測定局

県立川棚養護学校

島原農業改良普及センター

季節測定地点名

時津小学校大気測定局

県立大崎高等学校
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表２ 平成１７年度底質中ダイオキシン類分析結果

実測濃度(pg/g(dry)) 毒性等量

PCDDs PCDFs Co-PCBs （pg-TEQ/g(dry)）

大村湾　　祝崎沖 H17.5.30 4400 180 120 6.4

有明海　　口之津港 H17.6.2 7800 220 450 9.2

佐世保湾　干尽沖 H17.11.7 3900 270 8100 12

五島海域　福江港 H17.6.9 7300 160 850 7.3

壱岐海域　郷ノ浦港 H17.4.25 3400 250 10000 13

対馬海域　厳原港 H17.7.13 3000 91 2000 4.8

長与川　　岩淵堰 H17.6.23 390 33 270 1.4

西海川　　大川橋上堰 H17.6.23 720 120 160 3.1

川棚川　　山道橋 H17.6.23 140 5.3 25 0.38

土黒川　　浜田橋 H17.6.3 340 33 22 0.95

小森川　　小森橋 H17.6.23 640 42 270 1.3

表３ 平成１７年度土壌中ダイオキシン類分析結果

実測濃度(pg/g(dry)) 毒性等量

PCDDs PCDFs Co-PCBs （pg-TEQ/g(dry)）

佐世保市　下本山町 H17.11.7 540 34 280 0.36

佐世保市　下本山町 H17.11.7 35 N.D. 0.5 0.0034

西海市　　西彼町 H17.11.4 1500 300 39 17

琴海町　　戸根郷 H17.11.21 370 0.6 2.6 0.059

諫早市　　高来町 H17.9.7 3000 31 110 0.52

愛野町　　甲 H17.10.6 4000 41 26 0.83

小浜町　　山畑 H17.10.7 48 N.D. 2.3 0.0043

小浜町　　山畑 H17.10.7 1200 26 29 0.37

国見町　　神代 H17.10.6 3200 5.3 110 0.48

鷹島町　　里免 H17.10.6 400 N.D. 1.9 0.069

鷹島町　　阿翁免 H17.9.27 27 N.D. 1.1 0.0025

大島村　　的山川内 H17.9.26 270 1.7 5.3 0.089

大島村　　前平 H17.9.26 5400 180 1900 9.4

五島市　　三井楽町 H17.6.9 2000 N.D. 2.7 0.28

五島市　　三井楽町 H17.6.9 13000 5.9 29 1.8

五島市　　下崎山 H17.6.9 890 N.D. 3.7 0.25

五島市　　下崎山 H17.6.9 1100 38 16 0.32

五島市　　奈留町 H17.6.9 230 N.D. 3.1 0.023

小値賀町　笛吹郷 H17.9.15 3200 2.6 55 0.59

宇久町　　野方郷 H17.9.15 97 N.D. 0.5 0.0097

壱岐市　　勝本町 H17.7.21 610 N.D. 1.9 0.061

壱岐市　　石田町 H17.7.21 120 N.D. 1.9 0.012

壱岐市　　石田町 H17.7.21 540 N.D. 2.3 0.091

表４ 平成１７年度地下水中ダイオキシン類分析結果

実測濃度(pg/L) 毒性等量

PCDDs PCDFs Co-PCBs （pg-TEQ/L）

川棚町　下組郷 H17.9.7 0.57 N.D. 0.40 0.069

諫早市　小長井町 H17.9.7 220 8.2 3.1 0.25

深江町　丁 H17.10.6 0.07 N.D. 0.31 0.069

布津町　丙 H17.10.7 N.D. N.D. 0.12 0.069

採取年月日

採取年月日調査地点所在地

調査地点名 採取年月日

調査地点所在地
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 4.発生源ダイオキシン類測定結果

表１ 平成１７年度煙道排ガス中ダイオキシン類分析結果

実測濃度(ng/m
3
N) 毒性等量

PCDDs PCDFs Co-PCBs （ng-TEQ/m
3
N）

西海市 一般廃棄物処理施設 H17.5.12 6.4 4.1 0.27 0.44

時津町 小型廃棄物焼却炉 H17.5.25 1.2 6.2 0.12 0.18

諫早市 産業廃棄物処理施設 H17.5.26 740 1800 190 24

諫早市 小型廃棄物焼却炉 H17.6.1 12 76 3.6 2.0

佐世保市 小型廃棄物焼却炉 H17.6.8 22 55 2.5 2.0

田平町 一般廃棄物処理施設 H17.6.9 0.57 0.63 0.12 0.0062

大村市 産業廃棄物処理施設 H17.6.10 2.4 5.6 0.48 0.22

時津町 一般廃棄物処理施設 H17.10.12 27 12 0.82 0.72

平戸市 小型廃棄物焼却炉 H17.10.13 13 15 1.4 0.79

波佐見町 小型廃棄物焼却炉 H17.10.31 3.6 20 0.88 2.1

宇久町 一般廃棄物処理施設 H17.11.10 12 7.2 0.42 0.49

大村市 アルミ合金溶融炉 H17.11.14 43 210 21 39

国見町 産業廃棄物処理施設 H17.11.18 270 530 33 15

諫早市 一般廃棄物処理施設 H17.11.25 0.12 0.31 0.036 0.0019

壱岐市 一般廃棄物処理施設 H17.11.29 1.7 0.92 0.040 0.081

表２ 平成１７年度排水中ダイオキシン類分析結果

実測濃度(pg/L) 毒性等量

PCDDs PCDFs Co-PCBs （pg-TEQ/L）

H17.11.7 4.0 1.3 23 0.0038

事業所所在地

佐世保市

採取年月日

事業所所在地 採取年月日施設種類
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５．油症検診者の血液中㧼㧯㧮、㧼㧯㧽濃度

ＰＣ㧮㧔 㧕 ＰＣ㧽㧔 )ppb ppb

検診者数 最ૐ～最高 平 均 検診者数 最ૐ～最高 平 均

1 15 3.7 0.02 1.7 0.27認 定 者 㧟㧡 < ～ 㧟㧡 < ～

1 11 3.3 0.02 0.39 0.16玉之浦町 未認定者 㧝㧟 < ～ 㧝㧟 < ～

1 15 3.6 0.02 1.7 0.26計 㧠㧤 < ～ 㧠㧤 < ～

1 7 3.1 0.02 1.9 0.49認 定 者 㧞㧟 ～ 㧞㧟 < ～

1 4 2.1 0.02 0.02 -奈留町 未認定者 㧤 ～ 㧤 < ～<

1 7 2.9 0.02 1.9 0.49計 㧟㧝 ～ 㧟㧝 < ～

1 4 2.1 0.02 1.8 0.44認 定 者 㧝㧟 < ～ 㧝㧟 < ～

1 2 1.4 0.02 0.09 0.07長崎市 未認定者 㧝㧤 < ～ 㧝㧤 < ～

1 4 1.8 0.02 1.8 0.36計 㧟㧝 < ～ 㧟㧝 < ～

1 15 3.3 0.02 1.9 0.36認 定 者 㧣㧝 < ～ 㧣㧝 < ～

1 11 2.4 0.02 0.39 0.13計 未認定者 㧟㧥 < ～ 㧟㧥 < ～

1 15 3.0 0.02 1.9 0.34計 㧝㧝㧜 < ～ 㧝㧝㧜 < ～

注 平均ߪＰＣ㧮߹ߪߚＰＣ㧽ߩ検出値ߩ平均:

長崎県衛生公害研究所報51,(2005)資料࠺࡮ータ
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㧢．食品、陶磁器ߤߥの収去検査結果 

 

(1)清涼飲料水㧔ࡒネラルウࠜーター㧕  

 ࡓウࡒ࠼素 鉛 カ ࡅ 

検出数／検査数 0 / 22 0 / 22 0 / 22 

規格基準 < 0.2 μg / g < 0.4 μg / g < 0.1 μg / g 

 

(2)陶磁器  

検査項目 深さ及び容量  基準値 検査数  検出数  

 ≧2.5 cm, <1100 mL 5.0 μg / mL 23    1㧔基準超過0㧕

 ≧2.5 cm, ≧1100 mL 2.5 μg / mL 0    0 

 

鉛 

 <2.5 cm 17 μg / cm
2

7    1㧔基準超過0㧕

 

 

㧣．畜水産食品中の合成抗菌剤ߤߥの検査結果 

(μｿ / ｿ)  

 ぶࠅ ߼ࠄ߭ いߛ߹ 㩎㩡㩖ｸ㩨 車ࠛࡆ う߉ߥ 乳 牛肉 豚肉 鶏肉 定量下限

㧔抗生物質㧕  

ｵ㩁㩆㩍㩎㩡㩅㨼ｸ㩢㩧 

ｸﾛ㩣㩍㩎㩡㩅㨼ｸ㩢㩧 

㩍㩎㩡㩅㨼ｸ㩢㩧 

㩇㩕㩩㩡ﾏ㨼㩆㩧 

㩗㩨㩧㩆㩨㩣㩗㩩ﾆ㩆㩢㩧 

㧔合成抗菌剤㧕  

㩇㩣㩖㨱㩜㩡㩆㩨㩧 

㩇㩣㩖㨱㩆㩨㩚㩆㩨㩧 

㩇㩣㩖㨱㩝ﾉ㩜㩎㩁㩆㩧 

㩇㩣㩖㨱㩆㩨㩜㩎㩁㩆㩧 

㩇㩣㩖㨱㩁ﾉ㩁㩅㩢㩧 

ｵ㩁㩉㩢㩧酸  

㩋㨻㩧㩖ｪﾆ㩄-㩣 

ｵ㩣㩜㩎㩖㩩㩢㩛 

㧔内部寄生虫剤㧕 

㩋㨻㩗㩨㩧㩊㩨㩉㩨-㩣 

㧔農薬㧕 

DDT 

㩍㩨㨲㩣㩎㩨㩢㩧 

㩗㩖㩩㩊ｸﾛ㩣 

0/10

 

 

0/10

 

 

0/10

0/10

0/10

0/10

0/10

0/10

0/10

0/9 

 

 

0/9 

 

 

0/9 

0/9 

0/9 

0/9 

0/9 

0/9 

0/9 

0/2 

 

 

 

0/5

 

 

0/5

0/2 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0/2 

0/2 

 

 

  

 

 

0/2 

0/2 

0/2 

0/2 

0/2 

0/2 

 

0/2 

0/10

0/10

0/10

0/5

0/5

 

 

0/10

 

 

 

 

 

 

 

0/10

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0/5

0/5

0/5

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0/5 

0/5 

0/5 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0/5 

0/5 

0/5 

< 0.02 

 

 

< 0.05 

< 0.001

 

< 0.02 

*< 0.02

< 0.03 

< 0.03 

< 0.03 

< 0.02 

< 0.05 

< 0.05 

 

< 0.005

 

< 0.5 

< 0.02 

< 0.02

   表内ߩ数字：検出数／検査数  

   * 乳0.005 >ߪ μg / g 
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８．健康食品中医薬品検査結果 

 

検査項目 検出数㪆検体数 備考 

䉲䊑䊃ラ䊚ン 㪇 㪆 㪈㪇 

䊐ェン䊐ルラ䊚ン 㪇 㪆 㪈㪇 

N㪄䊆䊃ロソ䊐ェン䊐ルラ䊚ン 㪇 㪆 㪈㪇 

䊙䉳ン䊄䊷ル 㪇 㪆 㪈㪇 

䉲ルデ䊅䊐ィル 㪇 㪆 㪈㪇 

バルデ䊅䊐ィル 㪇 㪆 㪈㪇 

ホンデ䊅䊐ィル 㪇 㪆 㪈㪇 

タ䉻ラ䊐ィル 㪇 㪆 㪈㪇 

錠剤    5 検体 

顆粒剤   㪊 検体 

カ䊒セル剤  㪉 検体 

 



آ 学会発表・他誌掲載論文抄録
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1．学会等発表 

演 題 学 会 ฬ 会 期 場 所 発 表 者

大陸߆らߩ移流߹たߪ成層

圏オ࠱ン߆らߩ流ࠇ込ߣߺ

光ൻ学反応 

国立環境研究所Ｃ型共ห研究 

ᐔ成㧝７ᐕ度第㧝回研究会 

平005ｄ 5ｄ平6～平ウ 京都Ꮢ ○森 淳子 
研究グ࡯࡞プ参

加自治体 

け߅イオキࠪン類分析に࠳

塩素࡝ࡐࠆあߢ妨害物質ࠆ

ൻビフࠚニ࡯ࠛ࡞テ࡞類ߩ

除去方法ߩ検討 

第干4回環境ൻ学討論会 

 

 

平005ｄ 6ｄ干5～干6

 

 

大阪Ꮢ 

 

 

○本多 隆 

植㊁康成 

馬場強三 

 

Ｔransboundary air 
pollution observed in 
Nagasaki Ｊapan 

Ａ㨏ｉ㨐 Ｒａｉｎ 平005 平005ｄ 6ｄ 干平ｃ17 コ国ࠚ࠴

プࡂ࡜Ꮢ 

○ ATSUKゾ Mゾチ同古 

Kゾ同Cシ同チゾ 

KATSUK同干古  

K湾NTAチゾ MUチANゾ

全国環境研協議会第㧠次全

国共ห調査Ḩ性沈着調査に

精度管理࡮精度保証 ࠆけ߅

についߡ㧔第㧞報㧕 

第㧝㧡回全国酸性雨対策連絡会議 平005ｄ エｄ6 ฬฎ屋Ꮢ ○森 淳子、㊁ญ

泉、押尾敏夫、

藍Ꮉ 昌秀 

全国環境研協議会

酸性雨部会 

長崎に飛来した黄砂ߩ実態 第46回大気環境学会 特別集会 平005ｄ エｄウ～エ ฬฎ屋Ꮢ ○森 淳子、横瀬

健、౎並 誠 

長崎県酸性雨調査研究協議

会ߩ現状ߣ੹後 
第 46 回大気環境学会 酸性雨分科

会 

平005ｄ エｄウ～エ ฬฎ屋Ꮢ ○森 淳子、横瀬

健、౎並 誠 

日本に߅けࠆ光ൻ学オキࠪ

挙動解᣿に関すߩント等࠳

ント濃度࠳研究(4)-オキࠪࠆ

月別出現パ࡯࠲ンߩ広域的

分Ꮣ- 

第46回大気環境学会 一般発表 平005ｄ エｄウ～エ ฬฎ屋Ꮢ ○森 淳子㧔長崎

県衛生౏害研究

所㧕、山Ꮉ和彦

㧔京都府京都府

保健環境研究

所㧕宮下七㊀、

若松伸司㧔国立

環境研究所㧕、国

立環境研究所࡮

Ｃ型共ห研究グ

 プ࡯࡞

過去 干4 ᐕ間㧔干エエ平～平005㧕

に分離さࠇたSｄ湾ポteritidis

 細菌学的疫学解析結果ߩ

ᐔ成 干ウ ᐕ度日本獣医౏衆衛生学会

㧔九Ꮊ㧕 

 

平005ｄ 干0ｄ 干 

 

鹿児島Ꮢ 

 

○山崎省吾 

 

長崎県悪臭防ᱛ指導要綱に

係ࠆ指導基準ߩ再調査結果 

九Ꮊ衛生環境技術協議会 平005ｄ干0ｄ 6～ウ 

 

福岡Ꮢ 

 

○横瀬 健、竹㊁

大志、౎並 誠

長崎県に߅けࠆイߩࠪࠪࡁ湾

型肝炎࠙イࠬ࡞感染状況調

査 

大村ḧに߅けࠆアࡑモ場に

ついߡ 

 

九Ꮊ衛生環境技術協議会 

 

 

九Ꮊ衛生環境技術協議会 

 

 

平005ｄ干0ｄ 6～ウ 

 

 

平005ｄ干0ｄ 6～ウ 

 

 

福岡Ꮢ 

 

 

福岡Ꮢ 

 

 

○吉Ꮉ 亮 

 

 

○赤澤貴光 
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諫早ḧᐓ拓調整池ߩ生物相

についߡ 

九Ꮊ衛生環境技術協議会 

      

   

平005ｄ干0ｄ 6～ウ 

 

福岡Ꮢ 

 

○石崎修造 

 

魚 ੺ 類 ߆ ら ߩ Vibriマ 

vu八ポificus 定㊂検出方法ߩ

 検討ߩ

日本食品衛生学会 

 
平005ｄ干0ｄ平干～平平

 

さいた߹

Ꮢ 

 

○山崎省吾 

 

長崎県内に߅けࠆ包括的酸

性雨調査 
大気環境学会九Ꮊ支部研究発表会 平006ｄ 干ｄ 平ウ 福岡Ꮢ 

 

○横瀬 健、森

淳子、౎並 誠

オキࠪ࠳ント濃度月別出現

パ࡯࠲ンߩ広域的分Ꮣ 

第 21 回全国環境研究所交流ࠪンࡐ

 ࡓ࠙ࠫ

平006ｄ 平ｄ 平平～平年

 

つく߫Ꮢ ○森 淳子㧔長崎

県衛生౏害研究

所㧕、山Ꮉ和彦

㧔京都府京都府

保健環境研究

所㧕宮下七㊀、

若松伸司㧔国立

環境研究所㧕、国

立環境研究所࡮

Ｃ型共ห研究グ

 プ࡯࡞

長崎県ർ部ߩ水稲被害ߣ大

気環境調査 

 

国立環境研究所ࡒニࠪンࡓ࠙ࠫࡐ 

～越境大気汚染～ 

平006ｄ 年ｄ 年 

 

つく߫Ꮢ ○森 淳子 

土谷大輔、藤山

ᱜ史、Ꮢ原泰

博、石井研至、

Ꮉ田健一、藤沢

徹㧔長崎県農林

部㧕  

大村ḧに߅けࠆアࡑモ場ߩ

生育環境についߡ 

 

第㧠㧜回日本水環境学会ᐕ会 平006ｄ 年ｄ干4 仙台Ꮢ ○赤澤貴光 

 石崎修造 
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㧞．他⹹掲載論文抄録取

■ 論文㧔࡯࡝ࠚࡈ࡟制㧕取

取

グパモ五メバc五取フ為メ取グc至d取チバ至点取平005取可五景取同点五ピメ点バ五至為点バ八取記為点フピメピ点cピ取為点取グc至d取Dピミ為モ至五至為点取

タメバ普井ピ古取記正ピc景取チピミ井パ八至c古取名井点ピ取1平-1可古取平005取

取

光メバ点モ-パ為井点dバメ止取バ至メ取ミ為八八井五至為点取為パモピメvピd取至点取Nバ普バモバk至古取名バミバ点取

取

グ光先Uズゾ取Mゾチ同

1

古取ズゾ同記シ同チゾ取ズグ光先Uズ同

1

取古取ズEN光グチゾ取MUチグNゾ

平

取

1取Nバ普バモバk至取タメピフピc五井メバ八取同点モ五至五井五ピ取フ為メ取タ井パ八至c取シピバ八五景取バ点d取E点v至メ為点公ピ点五バ八取モc至ピ点cピモ取

平取Nバ五至為点バ八取同点モ五至五井五ピ取フ為メ取E点v至メ為点公ピ点五バ八取先五井d至ピモ取

取

光景ピ取c為点cピ点五メバ五至為点取八ピvピ八取為フ取モ井八フ井メ取d至為x至dピ取至点取Nバ普バモバk至取タメピフピc五井メピ古取名バミバ点取至モ取至点取バ取メバ点普ピ取フメ為公取

景バ八フ取五為取1/4取c為公ミバメピd取w至五景取五景ピ取ピ点v至メ為点公ピ点五バ八取モ五バ点dバメdモ.取光景為井普景古取バc至d取メバ至点取w至五景取モ井八フ井メ至c取バc至d取

バc至d至五止取至モ取為パモピメvピd.取テピ取バメピ取ミバ止至点普取バ五五ピ点五至為点取五為取五景ピ取メピ八バ五至為点取パピ五wピピ点取バc至d取メバ至点取バ点d取五景ピ取モ井八フ井メ至c取

バc至d取バピメ為モ為八取d至モ五メ至パ井五至為点取至点取五景ピ取Eバモ五取グモ至バ点取モcバ八ピ.取U点dピメ取五景ピ取止ピ八八為w取モバ点d取五メバ点モミ為メ五取ピvピ点五取フメ為公取

グモ至バ点取c為点五至点ピ点五古取wピ取為ccバモ至為点バ八八止取為パモピメvピd取公為メピ取五景バ点取五w至cピ取c為点cピ点五メバ五至為点取八ピvピ八取為フ取モ井モミピ点dピd取

ミバメ五至c井八バ五ピ取 公バ五五ピメ取 c為公ミバメピd取 w至五景取 五景バ五取 為フ取 ピ点v至メ為点公ピ点五バ八取 モ五バ点dバメd.取 光為取 井点dピメモ五バ点d取 五景ピ取

五メバ点モ-パ為井点dバメ止取バ至メ取ミ為八八井五至為点取至点取Eバモ五取グモ至バ古取モ井c景取バモ取バc至d取メバ至点取バ点d取止ピ八八為w取モバ点d古取八為点普取五ピメ公取バモ取

wピ八八取バモ取モ景為メ五取五ピメ公取至点五ピ点モ至vピ取フ至ピ八d取モ井メvピ止モ取至点取名バミバ点ピモピ取モバ公ミ八至点普取モ至五ピモ取五景バ五取バメピ取八為cバ五ピd取為点モ景為メピ取

バメピバ取バ点d取フバcピd取五為取グモ至バ点取c為点五至点ピ点五モ取w景至c景取d為点’五取モ井フフピメ取フメ為公取名バミバ点ピモピ取d為公ピモ五至c取ミ為八八井五至為点取至モ取

ピバ普ピメ八止取メピム井ピモ五ピd.取グモ取cバ点取パピ取モピピ点取w至五景取パバckwバメd取五メバ致ピc五為メ止取バ点バ八止モ至モ古取五景ピ取バ至メ取公バモモ取五メバvピ八取フメ為公取

グモ至バ点取c為点五至点ピ点五取五為取M五.取U点正ピ点取フメピム井ピ点五八止取至点取w至点五ピメ古取モ為取五景ピ取景為バメフメ為モ五取為パモピメvピd取至点取w至点五ピメ取至点取M五.取

U点正ピ点取 星バパ為vピ取 モピバ取 八ピvピ八取 1年60公映取 八為cバ五ピd取 至点取 五景ピ取 モ為井五景ピバモ五取 為フ取 Nバ普バモバk至取 タメピフピc五井メピ取 景バモ取 五景ピ取

ミ為モモ至パ至八至五止取五為取至点五バkピ取五景ピ取バ至メ取ミ為八八井五バ点五モ取五メバ点モミ為メ五ピd取八為点普取メバ点普ピ.取取

テピ取モバ公ミ八ピd取年5取景為バメフメ為モ五取モバ公ミ八ピモ取フメ為公取N為vピ公パピメ取年メd古取平00平取五景メ為井普景取Mバメc景取平平点d古取平00年古取バ点d取

バ点バ八止正ピd取五景ピ取c景ピ公至cバ八取c為公ミ為モ至五至為点.取託バckwバメd取五メバ致ピc五為メ止取バ点バ八止モ至モ取wバモ取c為点d井c五ピd取w至五景取五景ピ取先井ミミ為メ五取

先止モ五ピ公取フ為メ取Evバ八井バ五至為点取為フ取光メ為ミ為モミ景ピメピ取M為点至五為メ至点普取Dバ五バ取為フ取記GEチ取星N同E先映.取年-Dバ止取至モピ点五メ為ミ至c取パバckwバメd取

五メバ致ピc五為メ止取バ点バ八止モ至モ取バ五取台50取景タバ取wバモ取cバ八c井八バ五ピd取w至五景取五景ピ取公ピ五景為d取dピvピ八為ミピd取パ止取シバ止バモ景至dバ取ピ五取バ八.取

グcc為メd至点普取五為取五景ピ取為パモピメvバ五至為点取為フ取五景ピ取U点正ピ点取公ピ五ピ為メ為八為普至cバ八取為パモピメvバ五為メ止古取五景ピ取公ピバ点取vバ八井ピ取為フ取

五景ピ取dバ至八止取公ピバ点取五ピ公ミピメバ五井メピ取wバモ取4.5℃古取バ点d取五景ピ取八為wピモ五取五ピ公ミピメバ五井メピ取wバモ取-5.年℃取フメ為公取N為vピ公パピメ取年メd古取

平00平取五景メ為井普景取Mバメc景取平平点d古取平00年.取同点取w至点五ピメ古取バ取景至普景取ミメピモモ井メピ取モ止モ五ピ公取バ点d取バ取八為w取ミメピモモ井メピ取モ止モ五ピ公取

バdvバ点cピ取バ八五ピメ点バ五ピ八止取フメ為公取wピモ五取五為取名バミバ点取w至五景取1-平取wピピk取c止c八ピ.取テピ取為パモピメvピd取景為バメフメ為モ五取w至五景取景至普景取

ピ八ピc五メ至c取c為点d井c五至v至五止取星100ロエ平0μ先/c公映取w景ピ点取モバ公ミ八ピd取井点dピメ取五景ピ取至点フ八井ピ点cピ取為フ取五景ピ取八為w-ミメピモモ井メピ取

モ止モ五ピ公取至点取w至点五ピメ.取テピ取為パモピメvピd取景為バメフメ為モ五取五景バ五取c為点五バ至点ピd取バ取八バメ普ピ取バ公為井点五取為フ取モピバ取モバ八五取ミバメ五至c八ピ古取

w景ピ点取五景ピ取バ至メ取公バモモ取バメメ至vピd取バ五取M五.取U点正ピ点取v至バ取トピ八八為w取先ピバ.取先為公ピ取景為バメフメ為モ五取c為点五バ至点ピd取景至普景取

c為点cピ点五メバ五至為点取為フ取モ井八フバ五ピ取バ点d取点至五メバ五ピ.取グcc為メd至点普取五為取パバckwバメd取五メバ致ピc五為メ止取バ点バ八止モ至モ古取五景ピ取為メ至普至点取

為フ取バ至メ取公バモモ取五景バ五取フ為メ公ピd取五景ピモピ取景為バメフメ為モ五モ取wバモ取託為景バ至取託バ止取c為バモ五取バ点d取ズ為メピバ点取ミピ点至点モ井八バ.取同五取wバモ取

モ井普普ピモ五ピd取五景バ五取モ井八フバ五ピ取バ点d取バ八モ為取点至五メバ五ピ取景バvピ取パピピ点取五メバ点モミ為メ五ピd取八為点普-メバ点普ピ.取

取

取

取

取
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全国環境研会⹹取Vゾセ.年1取N為.1古平台-年6星平006映取

取

酸性雨測定分析精度管理調査結果取

―ᐔ成 15 ᐕ度調査結果ߟߦいߡ―取

取

○森取 淳子㧔長崎県衛生౏害研究所㧕࡮㊁ญ取 泉㧔ർ海㆏環境科学研究࠮ン࡯࠲㧕取

押尾取 敏夫㧔千葉県環境研究࠮ン࡯࠲㧕࡮全国環境研協議会酸性雨調査研究部会取

取

要取 旨取

環境省ޟ酸性雨長期ࡕニ࡝࠲ンࠣ計↹ߩޠ中ߢ㧘国ߣ地方ߩ役割分担߇示さࠇ㧘地方自治体ߌ߅ߦ

ᐔ成ޕߚߞߥߣ課題߇向਄ߩ酸性雨試料分析精度ࠆ 15 ᐕ度ࠄ߆全国環境研協議会㧔全環研㧕酸性雨

調査研究部会ࠆࠃߦ第 4次調査ࠍ開始ߦࠆߔあࠅߚ㧘全環研ߪ環境省ߦ依頼ߒ国設大気環境࡮酸性雨

測定所ࠍ᦭ࠆߔ自治体ࠍ対象ߦ行わߡࠇいࠆ精度管理調査ࠍ㧘ᐔ成 14 ᐕ度ࠄ߆対象外ߩ希望自治体

੹回ᐔ成ޕߚߞߥߣߣߎࠆࠇ実施さߦ対象߽ߡいߟߦ 15 ᐕ度ߩ精度管理調査結果ߟߦいߡ㧘解析ߒ

結果㧘ᐔ成ߚ 14 ᐕ度ߦ比ߴ改善ߡߒいߩߩ߽ࠆ㧘設定値ࠄ߆大ࠆࠇߕߪߊ߈分析結果߇少ߕࠄ߆ߥ

存在ߩࠄࠇߘޕߚߒ要因ߡߒߣ検㊂線ߩ管理߇大ߥ߈要素ࠍ占߇ߣߎࠆ߼伺わࠇ㧘੹後ߩ自己管理及

߮㧘全国的ߥ分析結果ߩ߼ߣ߹ࠅߣߩ要因ߡߒߣ㊀要ߣ思わޕߚࠇ取

取

■ ญ頭発表取

取

第 46 回大気環境学会取 特೎集会取 ᐔ成 1可 ᐕ エ ᦬ 可 日ฬฎ屋Ꮢ取

取

長崎ߦ飛来ߚߒ黄砂ߩ実態取

取

○森取 淳子ޔ横瀬取 健ޔ౎並取 誠㧔長崎県衛生౏害研究所㧕取

要取 旨取

取 長崎県ޔߪᐔ成 14 ᐕ度ࠄ߆環境省委⸤੐業ޟ黄砂実態解᣿調査ࠍޠฃ⸤ޔߒ長崎Ꮢ郊外ߩ式見࠳

一方県ౝޕࠆいߡߒ実施ࠍ調査ߡߦࡓ 先タM ᐔ成ޔߣࠆߺࠄ߆環境ၮ準㆐成状況ߩ 1年 ᐕ度ᧃࠄ߆ᐔ成

14 ᐕ度ߡߌ߆ߦ߼ߓߪ出現ߚߒ大規模ߥ黄砂現象ޔߡߞࠃߦ環境ၮ準㆐成率߇一桁એਅ߹ߢૐਅߚߒ

ᐔ成߇ 15㧘16 ᐕ度ߩ長期的評価ࠆߌ߅ߦ環境ၮ準㆐成率ߪ߶߷ 100不ߦ近い値߹ߢ回復ߡߒいޕࠆ取

取 過去㧟ᐕߩ結果ޟޔߪߢ秋ߩ黄砂ޠ時ߦ 先タM ゾxޔߡߞవ立ߦࠢ࡯ࡇߩ 煙ޟޔ߿現象ࠆࠇ現߇ࠢ࡯ࡇߩ

霧ޠ時ߦ高濃度ߩ硫酸ࠛア߇࡞࠱ࡠ観測さޕߚࠇ㧟ࠞᐕޔ߽ߣ春ࠄ߆夏߳ޔ夏ࠄ߆秋߳ߩ変わࠅ目ߦ

発生ޟࠆߔ煙霧ޠ時ߦ 先タM 取ޕࠆいߡߒ超過ࠍ環境ၮ準߇

ߦ土壌粒子એ外ޔߪߦߤߥ際ࠆߔ出現߇現象ࠆࠇ߆分߇断್߆煙霧߆黄砂ޔߦうࠃߩߎ ゾx 硫酸߿

ࠛ取

アߩ࡞࠱ࡠ移流ࠍ伴ߡߞいࠆน能性߇大߈いޕ取

取 ᐔ成 1可 ᐕ度ࠄ߆環境省委⸤੐業ޟ黄砂実態解᣿調査ߢޠ㧞段ࠈ紙式ߩ粒子状物質ߩ採ขࠍ黄砂飛

来時ߺߩ実施さߡࠇいޔ߇ࠆ当所ࠅࠃߪߢ多ߩߊ科学的知見ߩ積ߺ਄߇ߍ必要ߣ考え࠭࡯ࠪޔン中㧝

日単૏ߩߢ連⛯採ขࠍ実施ߡߒいޕࠆ特ߦタM平.5ߩ濃度変動ߩ情報ߪ健康影響ߩὐࠄ߆㊀要ߣ思わޔࠇ

取ޕࠆいߡߞ行ࠍ解析ࠄ߆観ὐߩߘ

現在黄砂߆煙霧್ߩ߆断ޔߪ気象官署್ߩ断ߡߞࠃߦいޔ߇ࠆ将来ޔߪタM平.5 ߥ࠲࡯࠺常時監視ߩ

取ޕࠆ考えߣ情報発信߽必要ߩࠄ߆観ὐߩ大気環境ޔߤ

取

取

取
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第 46 回大気環境学会取 酸性雨分科会取 ᐔ成 1可 ᐕ エ ᦬ 可 日ฬฎ屋Ꮢ取

取

長崎県酸性雨調査研究協議会ߩ現状ߣ੹後取

取

○森取 淳子ޔ横瀬取 健ޔ౎並取 誠㧔長崎県衛生౏害研究所㧕取

要取 旨取

長崎県㧔推計人ญ 1古4台5古665 人㧕ޔߪ長崎Ꮢ㧔推計人ญ 444古6台5 人㧕ޔ佐世保Ꮢ㧔推計人ญ 平4台古台4可

人㧕ߩߟੑߩ政઎Ꮢࠍ擁ߡߒいࠆ㧔人ญߪい߽ࠇߕᐔ成 1可 ᐕ 5 ᦬現在㧕ޕ長崎県ߢ大気汚染調査߇

開始さߪߩߚࠇ昭和 4可 ᐕ度ߢあޔ߇ߚߞ当初ࠄ߆長崎Ꮢޔ佐世保Ꮢޔ長崎県ߩ協力体制ߦၮ߈ߠ推

進ߡߒいޕࠆ昭和 5台 ᐕ度ޔਃ者ߡߦ酸性雨調査ߦขࠅ組ߩߘޕߚߞߥߣߣߎ߻際ޔ相互ߩ情報交換

⸥ฃࠍ環境省酸性雨調査業ോߪหᐕ長崎県ߚ߹ޕߚࠇ設置さ߇ޠ長崎県酸性雨報告会ޟߢ目的ࠆ࿑ࠍ

取ޕߚߒ

取 昭和 6平 ᐕ度ޔ環境省第一次調査߇終了ߒฃ⸤ߪ終了ޔ߇ߚߒ長崎県ߪߢ県単独੐業ߒ⛯⛮ߡߒߣ

ߩ国設対馬酸性雨測定局ߡߒߣ一環ߩ環境省第ੑ次調査ࠄ߆ᐔ成元ᐕ度ޔߚ߹ޕߚߒߣߎ߻組ࠅขߡ

保቞管理業ോࠍฃ⸤ߣߎࠆߔ等ࠍ契機ޔߦ長崎Ꮢޔ佐世保Ꮢߩߣ連携ߟߦいޔ߽ߡ単ߦ情報交換ߣߦ

長崎県酸性雨調査研究ޟ加えࠍ目的ࠆߔ推進ࠍ調査研究業ോߦ౞滑ߡߞࠃߦ研鑽ߩ担当者ޔߕࠄ߹ߤ

協議会ߣޠ改称ޕߚߒએ後ޔ੖島ߩ国設局保቞管理業ോࠍฃ⸤ߩߤߥࠆߔ変ㆫࠍ経ߡいߦࠇߘޕࠆ伴

いޔ参加機関ߦ対馬ޔ੖島保健所ࠍ加え੹日ߡߞ⥋ߦいޔ߅ߥޕࠆ国設局ߩ保቞管理業ോޔߪ現地保

健所ߣ衛生౏害研究所ߢߣ業ോࠍ分担ޔࠄ߇ߥߒ施設ޔ採ข装置ߩ保቞࡮管理ߦ加えޔ採ขさߚࠇ検

体ߩ分析ޔ結果ߩขߢ߹߼ߣ߹ࠅ行ߡߞいޕࠆ取

取

第 46 回大気環境学会取 一般発表取 ᐔ成 1可 ᐕ エ ᦬ 台 日ฬฎ屋Ꮢ取

取

日ᧄࠆߌ߅ߦశൻ学ࠝࠠࠪ࠳ン࠻等ߩ挙動解᣿ߦ関ࠆߔ研究星4映取

広域的分Ꮣ-取ߩン࡯࠲ࡄ濃度᦬೎出現࠻ン࠳ࠪࠠࠝ-

取

○ 森取 淳子㧔長崎県衛生౏害研究所㧕ޔ山Ꮉ和彦㧔京都府保健環境研究所㧕取

宮ਅ七㊀ޔ⧯松伸司㧔国立環境研究所㧕他国立環境研究所㧯型共ห研究ࠣࡊ࡯࡞取

取

要取 旨取

㧝．取 取ߦ߼ߓߪ

取 ᐔ成 1年 ᐕ度ࠄ߆㧟ࠞᐕߢ実施さޔߚࠇశൻ学ࠝࠠࠪ࠳ンߦ࠻関ࠆߔ第㧝期㧯型研究ޟ西日ᧄ及߮

日ᧄ海側ࠍ中心ߚߒߣ地域ࠆߌ߅ߦశൻ学ࠝࠠࠪ࠳ン࠻濃度等ߩ経ᐕ変動ߦ関ࠆߔ研究ޠ取ߟߣ߭ߩ

߇ン࡯࠲ࡄߩ߆ߟߊいߦ᦬変ൻߩ濃度࠻ン࠳ࠪࠠࠝߚࠇ観測さߢ全国各地ޔߪࠄ藤原ޔߡߒߣ成果ߩ

あࠍߣߎࠆ᣿ߚߒߦ߆ࠄ取ޕᐔ成 16 ᐕ度ࠄ߆実施さߡࠇいࠆ第㧞期研究ޔߪߢ多ߩߊ自治体ߩ参加ࠍ

得ࠅࠃޔ広範࿐ߦわࠆߚ地域ߩ測定値ߩ整備߇実現ޔߪߢߎߎޕߚߒ各参加自治体ޔ߇国立環境研究

所ߡߦ開発さ࠲࡯࠺ߚࠇ処理ࠍࡓ࡜ࠣࡠࡊ用いߡ得ߚࠇࠄ᦬変ൻߩ地域的特徴ߟߦいߡ述ޕࠆߴ取

㧞．取 解析方法取

各参加自治体ࠇߙࠇߘ߇原則㧡地ὐࠍㆬ択ޔߒ作成࠳ࠪࠠࠝߚߒン࠻濃度ߩ᦬೎ᐔ均値㧔原則ߒߣ

ߡ 1エエ0 ᐕ度ࠄ߆ 平00平 ᐕ度ߩᐔ均㧕変ൻࠣ߅ߦࡈ࡜いޔߡ春ߩߺߩ一山型変ൻࠍ示ޟࠍߩ߽ߔ春型ޔޠ

秋߽ߦ極大値ࠍ持ੑߟ山形ߩ᦬変ൻࠍ示ޟࠍߩ߽ߔ春㧗秋型ޕߚߒߣޠさ࠳ࠪࠠࠝߦࠄン࠻濃度߇

60ミミパ એ਄ࠍ示ߔ割合ߩ᦬೎ᐔ均値ߩ変ൻ࿑߅ߦいޔߡ春ߦ引߈⛯߈㧣～㧤᦬߽連⛯ߡߒ 60ミミパ એ਄

出現割合߇ 10不એ਄ࠍ示ߔ地ὐޟࠍ夏型ߩޠ傾向߇あߣࠆ見ޔߒߥ਄⸥᦬ᐔ均濃度変ൻ࿑್ࠆࠃߦ断

取ޕߚߒ分類ߦ㧠類型ߩޠ春㧗秋型ޟޠ春㧗夏㧗秋型ޟޠ春㧗夏型ޟޠ春型ޟޔߡߖ併ߣ



長崎県衛生公害研究所所報 5㪈,㩿㪉㪇㪇5㪀 学会発表・他誌掲載論文抄録 

 124

㧟．取 結果ߣ考察取

取 夏߽⛮⛯ߡߒ環境ၮ準ࠍ超過ޟࠆߔ夏型ޠ傾向ࠍ含߻地ὐޔߪห時ߦ測定さߡࠇいࠆ窒素酸ൻ物濃

度߇高い地ὐߣ߶߷一⥌ޕߚߒ関東ޔ中部ߪߢ多ߩߊ地ὐޟ߇春㧗夏型ࠍޠ示ߦߩߚߒ対ޔߒ関西ߢ

ࠇ確⹺さߊ広ߦ中心ࠍ関西એ西ޔߪޠ春㧗秋型ޟޔߚ߹ޕߚ߼占ࠍߤࠎߣ߶߇ޠ春㧗夏㧗秋型ޟޔߪ

い海洋性気団ߥ߹含ࠍン࠱ࠝߩ高濃度ޔߪߡߒߣ要因ߔ示ࠍ谷ߒ減少߇濃度࠻ン࠳ࠪࠠࠝߦ夏場ޕߚ

ࠍ極大ޔߡߞࠃߦ要因ࠆߔ共通ߦ西日ᧄ一帯ߪߦ秋ޕࠆࠇࠄ考えߣࠆあߢ߼ߚࠆࠇわ߅߅ߡߒ቟定ߦ

示߇ߣߎߔ示唆さޕߚࠇ取

取

第 年1 回九Ꮊ衛生環境技術協議会取 ᐔ成 1可 ᐕ 10 ᦬ 6 日～可日取 福岡Ꮢ取

取

長崎県悪臭防ᱛ指ዉ要綱ߩ指ዉၮ準ߩ再調査結果取 福岡Ꮢ取

取

○横瀬取 健ޔ竹㊁取 大志ޔ౎並取 誠㧔長崎県衛生౏害研究所㧕取

取

要旨取

長崎県ࠆߌ߅ߦ臭気濃度ߩ指ዉၮ準ޔߪ昭和 5台 ᐕ当時ߩ主ߥ悪臭発生੐業場星飼料製造業ޔ畜産業

等映ࠍ対象ߦ調査ߩߘޔߡߒ調査結果ߣ他県ߩ状況等ࠍൊ案ޔߒ臭気強度 平.5 及߮ 年.0 臭ࠆߔ対応ߦ

気濃度ߩၮ準ࠍ昭和 5エ ᐕ 5 ᦬ࠅࠃ長崎県悪臭防ᱛ指ዉ要綱ߡߒߣ施行ޕߚߒᐔ成 台ᐕߪߦ悪臭防ᱛ

法߇改ᱜさޔࠇ嗅覚測定法ࠆࠃߦ規制߇ዉ入さߢࠈߎߣߚࠇあࠍࠇߎޕࠆฃޔߌ長崎県ޔߪߢᐔ成 16

ᐕ 4 ᦬ࠄ߆時津↸10ޔ߇ ᦬ߪࠄ߆大村Ꮢ߇嗅覚測定法ࠆࠃߦ規制ࠍ整備ߢࠈߎߣߚߒあߩߎޕࠆ背᥊

ޔ߼ߚߩߎޕࠆあ߇੐ࠆいߡߒ増加߇悪臭⧰情ࠆࠃߦ複合臭気ߩࠄ߆飲食店業ߩ都Ꮢ部ޔ近ᐕޔߪߦ

悪臭防ᱛ指ዉ要綱制定時ߦ調査߇行わߡࠇいߚߞ߆ߥ飲食店業ࠄ߆発生ࠆߔ臭気強度ߣ臭気濃度ߩ

関係ߟߦいߡ調査ࠍ行ߢߩߚߞ報告ޕࠆߔ取

 

大気環境学会九Ꮊ支部第 6 回研究発表会取 ᐔ成 1台 ᐕ 1 ᦬ 平可 日取 福岡Ꮢ取

取

長崎県ౝࠆߌ߅ߦ包括的ߥ酸性雨調査取

取

○横瀬取 健ޔ森取 淳子ޔ౎並取 誠㧔長崎県衛生౏害研究所㧕取

要旨取

取 ൻ石燃料ߩ燃焼ࠅࠃߦ大気中ߦ排出さߚࠇ硫黄酸ൻ物߿窒素酸ൻ物ߪ直接大気汚染ߩ原因ࠅ߆߫ࠆߥߣ

次生成物質ੑߩࠄࠇߎޕࠆࠇ酸ൻさߦ次生成物質ੑߩ硝酸等߮ࠃ߅硫酸ߢ大気中ߪ一部ߩࠄࠇߘޔߊߥߢ

㧔ࠟࠬ㧘ࠛア࡞࠱ࡠ㧕ߪ雨滴生成過程中ߢ核ߡߒߣ捕捉さߚࠇ後࡟ޔインア࠙ࠪࠜ࠙߿࠻ュア࠙࠻等ࠃߦ

取ޕࠆいߡߞߥߣ原因ߩ酸性雨ޔࠇ߹込ࠅขߦ降水ࠅ

取 長崎県ޔߪߢ酸性雨調査߇開始さࠄ߆ߡࠇ約 平0 ᐕ߇経過ࠃߒうߡߒߣいޕࠆ酸性雨⛮⛯調査ߩ結果ޔ雨

ߡいߟߦ成分ߩ汚染ޔࠅ߆わ߇ߣߎࠆあߢ起源߇ߤߥ移流ߩࠄ߆大陸ޔ伴う汚染ߦ人ὑ活動ޔߪ汚染源ߩ

報ࠍ一部ߩ੹回解析結果ޔࠅ߅ߡߞߥߦ߆ࠄ᣿߇ߣߎࠆいߡ߈ߡߒ硝酸主体߳変ൻࠄ߆近ᐕ硫酸主体ޔ߽

告ޕࠆߔ取

酸性雨調査ߪ大気環境ߩ一端ޔߊߥ߆ߒߢ酸性雨ࠍ調査ߪߢߌߛࠆߔ汚染源ߩ解᣿߿対策ߪ立ࠇࠄߡ

ᐔ成ߦ更ޔߒ目指ࠍ大気環境調査ߥ包括的ߡߒߣߺ組ࠅขߩ酸性雨調査ߩ੹後ޔߡߞࠃޕいߥ 1台 ᐕ

度ࠄ߆稼働߇始߹ࠆ長崎県保健環境総合情報ࠪࠬࠆߌ߅ߦࡓ࠹情報提供ࠍ予定ߡߒいޕࠆ取

取

取

取

取
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第 平1 回全国環境研究所交流ࠪンࡓ࠙ࠫࡐ取 ᐔ成 1台 ᐕ 平 ᦬ 平平 日取 Ꮢ取߫ߊߟ

取

広域的分Ꮣ取ߩン࡯࠲ࡄ濃度᦬೎出現࠻ン࠳ࠪࠠࠝ

取

○森取 淳子㧔長崎県衛生౏害研究所㧕ޔ山Ꮉ和彦㧔京都府保健環境研究所㧕取

宮ਅ七㊀ޔ⧯松伸司㧔国立環境研究所㧕他国立環境研究所㧯型共ห研究ࠣࡊ࡯࡞取

要取 旨取

取 ᐔ成 1年 ᐕ度ࠄ߆㧟ࠞᐕߢ実施さޔߚࠇశൻ学ࠝࠠࠪ࠳ンߦ࠻関ࠆߔ第㧝期㧯型研究ޟ西日ᧄ及߮

日ᧄ海側ࠍ中心ߚߒߣ地域ࠆߌ߅ߦశൻ学ࠝࠠࠪ࠳ン࠻濃度等ߩ経ᐕ変動ߦ関ࠆߔ研究ޠ取߅ߦいޔߡ

全国的࠳ࠪࠠࠝߦン࠻濃度߇਄昇傾向ߦあ߇ߣߎࠆ確⹺さߚ߹ޕߚࠇ成果ޔߡߒߣߟߣ߭ߩ藤原ޔߪࠄ

全国各地ߢ観測さ࠳ࠪࠠࠝߚࠇン࠻濃度ߩ᦬変ൻߦい࡯࠲ࡄߩ߆ߟߊン߇あࠍߣߎࠆ᣿ޕߚߒߦ߆ࠄ取

ࠇࠄ得ߡ用いࠍࡓ࡜ࠣࡠࡊ処理࠲࡯࠺ߚߒ開発߇国立環境研究所ߡߒߣ一環ߩ㧯型研究ޔߪߢߎߎ

取ޕߚߒ検討ࠍ関係ߩߣ移流ߩࠄ߆大陸ߦࠅ߆߇手ࠍ地域的特徴ߩ᦬変ൻߚ

取 夏߽⛮⛯ߡߒ環境ၮ準ࠍ超過ޟࠆߔ夏型ޠ傾向ࠍ含߻地ὐޔߪห時ߦ測定さߡࠇいࠆ窒素酸ൻ物濃

度߇高い地ὐߣ߶߷一⥌ޕߚߒ関東ޔ中部ߪߢ多ߩߊ地ὐޟ߇春㧗夏型ࠍޠ示ߦߩߚߒ対ޔߒ関西ߢ

ࠇ確⹺さߊ広ߦ中心ࠍ関西એ西ޔߪޠ春㧗秋型ޟޔߚ߹ޕߚ߼占ࠍߤࠎߣ߶߇ޠ春㧗夏㧗秋型ޟޔߪ

い海洋性気団ߥ߹含ࠍン࠱ࠝߩ高濃度ޔߪߡߒߣ要因ߔ示ࠍ谷ߒ減少߇濃度࠻ン࠳ࠪࠠࠝߦ夏場ޕߚ

ࠍ極大ޔߡߞࠃߦ要因ࠆߔ共通ߦ西日ᧄ一帯ߪߦ秋ޕࠆࠇࠄ考えߣࠆあߢ߼ߚࠆࠇわ߅߅ߡߒ቟定ߦ

示߇ߣߎߔ示唆さޕߚࠇ取

取 鵜㊁ࠄ取߿山地ࠄ取ࠆࠃߦ東アࠫア規模ࡒࠪߩュࠪ࡯࡟ョン結果ޔߣࠆࠃߦ高濃度ࠝࠠࠪ࠳ンߩ࠻気

塊߇大陸東岸ࠄ߆対岸ߩ日ᧄ西部ߦ向ߡߞ߆移流ࠆߔ現象߇計算さߡࠇいࠍࠄࠇߎޔ߇ࠆ支持ߣࠆߔ

考えࠆࠇࠄ結果߇得ޕߚࠇࠄ取

取 全国ࠍ㧢ࡠࡉッࠢߦ分ߦࠇߙࠇߘޔߌ含߹ࠆࠇ局ߩ分類ߩ割合ࠍ求ޕߚ߼地理的ޔߪߦ東日ᧄޟߢ春

型ߩޠ要素߇強い傾向ߦあޔࠅ西日ᧄޟߪߢ秋型ߩޠ要素߇強ߊ表1ޕߚࠇエエ0～1エエ5 ᐕ度ߣ 1エエ6～

平001 ᐕ度ߩ比較ޔߪߢർ海㆏࡮東ർޔർ陸࡮中部߅ߦいޟޔߡ夏型ࠍޠ含߻分類結果ߩ割合߇増加ߒ

取ޕߚߒ増加߇割合ߩ分類結果߻含ࠍޠ秋型ޟޔߪߢ沖縄࡮九Ꮊޔ四国࡮中国ޔ東海࡮近畿ޕߚ

ޔ߇ࠆࠇࠄ考え߽ߣ結果ߚߒ反ᤋࠍ影響範࿐ߩࠄ߆大陸ߪ出現ߩ型ޠ秋ޟޔ都Ꮢ型大気ߪޠ夏型ޟ

更ࠆߥ検討߇必要ߣ思わޕࠆࠇ取

取

国立環境研究所㧮型共ห研究ࡒニࠪンࡓ࠙ࠫࡐ～越境大気汚染研究～取 ᐔ成 1台 ᐕ 年 ᦬ 年 日取 ߫ߊߟ

Ꮢ取

取

長崎県ർ部ߩ水稲被害ߣ大気環境調査～ᐔ成㧝㧣ᐕ度概要～取

取

○森取 淳子㧔長崎県衛生౏害研究所取 ౏害研究部取 大気科㧕取 取

土谷大輔ޔ藤山ᱜ史㧔長崎県総合農林試験場㧕Ꮢ原泰博ޔ石੗研⥋㧔長崎県農林部取 農

業経営課㧕取

Ꮉ↰健一㧔県ർ農業改良᥉及࠮ン࡯࠲㧕藤沢取 徹㧔県央農業改良᥉及࠮ン࡯࠲㧕取取

取

要取 旨取

取 長崎県ർ部ߩ高地水↰ߪߢ特徴的ߥ水稲被害߇発症ޔߒ県農林部߅ߦいޔߪߡ昭和㧠㧜ᐕઍࠄ߆課

題ߡߞߥߣいޕߚᐔ成 15 ᐕ度ߦ出現ߚߒ大規模被害ߩ際ޔ被害߇甚大ߢあߚߞ葉ࠄ߆検出さߚࠇ硫

黄分ޔ߇被害߇少ߚߞ߆ߥ葉ߩ硫黄分ߦ比ߴ高濃度ߢあޔࠄ߆ߤߥߣߎߚߞ大気汚染ߩ影響߇原因ߩ

一࠭࡯ࡠࠢߡߒߣߟアッࡊさޕߚࠇさޔߦࠄ酸性霧ߩ文献値取㧕ࠄ߆調整ߚߒ人工酸性霧ࠍ用い࠴ߚ
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ᐔ成ޔࠄ߆ߣߎߚࠇ再現さ߇水稲被害ޔߢ実験࡯ࡃンࡖ 16 ᐕ度ࠄ߆現地大気環境調査ࠍ開始ޕߚߒ

੹回ߪᐔ成㧝㧣ᐕ度ߩ結果ߟߦいߡ報告ޕࠆߔ取

㧝㧕੹ᐕ度ߩ成果取

現地粒子状物質ߩ長期観測߇実現ޕߚ߈ߢ被害多発地ὐ㧔㉿美㧕ߣ対象地ὐ㧔相浦㧕ߢ露調査߇実

現ޕߚ߈ߢ㉿美࡮ߣ両者ࠍ࠲࡯࠺ߩ中心ߦ検証ޔߢߣߎࠆߔ稲ߩ被害ߪ微ዊߥ硫酸ࠛア࡞࠱ࡠ㧔乾性

沈着㧕ߩ飛来ߡߞࠃߦ起߇ߣߎߚ߈伺わࠆࠇ傍証ࠍ得ޕߚࠇࠄ取

㧞㧕੹ᐕ度ߣߎߚߞ߆ߥ߈ߢ取

霧߇採ขޕߚߞ߆ߥ߈ߢ実験߶場ߢ被害߇発生ޔߕߖ観測結果ߣ被害࠳ࠍߣイߦ࠻ࠢ࡟結߮ࠆߌߟ

取ޕߚߞ߆ߥ߈ߢ検証ࠍ効果ߩ対策技術ߚ߹ޕߚߞ߆ߥ߈ߢ߇ߣߎ

㧟㧕次ᐕ度એ降ߩ課題取

証᣿取ߩ関ਈߩ酸性霧࡮

取 ᧄ格的霧採ข装置ߢ現地ࠆߌ߅ߦ霧採ขࠍ実現さޕࠆߖ取

確⹺取ߩ鉛直分Ꮣߩ粒子状物質࡮

取 㧞บߩ粒子状物質採ข装置ߢ地਄ߣ現地ߩห時連⛯観測ࠍ実施ޕࠆߔ取

解᣿取ߩࡓニ࠭ࠞࡔߩ被害発生ߣ࡞࠱ࡠ硫酸ࠛア࡮

取 検証取ߩߢ実験等࡯ࡃンࡖ࠴

解᣿取ߩ関ਈߩ要因ߩ日照等他࡮

取 ੹ᐕ度被害߇確⹺さߚࠇ㧣᦬ਅ旬ޔߪ㧣᦬਄旬ޔߦ日照ਇ足ߚߞߛ期間ߩ後߽ߢあߚ߹ޕࠆ㧤᦬ 平0

日過ߩ߉日照ਇ足ߩ後ߦ最終的ߦ被害߇確⹺さߡࠇいޕࠆ取

取

■ ญ頭発表取

取

第 14 回環境ൻ学討論会取 取 ᐔ成 1可 ᐕ 6 ᦬ 16 日取 取 大阪Ꮢ取

除去方ߩ類࡞࠹࡯ࠛ࡞ニࠚࡈ塩素ൻࠫ࡝ࡐࠆあߢ妨害物質ࠆߌ߅ߦイࠝࠠࠪン類分析࠳

法ߩ検討取

取

○ᧄ多隆ޔ植㊁康成ޔ馬場強ਃޔ益↰宣弘㧔長崎県࡮衛౏研㧕取

取

ンアッ࡯࡝長い前処理工程㧔ࠢߦ߼ߚࠆߔ除去ࠍ夾雑物ࠆߥߣ妨害ߩ㧘測定ߪイࠝࠠࠪン類分析࠳

ߩߌߛイࠝࠠࠪン類࠳ߦ㧘完全߽ߡߞ行ࠍࡊンアッ࡯࡝ࠢߥ㧘様々ߒ߆ߒޕࠆߊߡߞߥߣ必要߇㧕ࡊ

最終検液ߕࠄߥߪߦ㧘ߩߘ 先同M 塩ൻࠫ࡝ࡐߦ特ޕࠆあ߇ߣߎࠆࠇࠄߺ߇妨害成分ߦ਄ࡓ࡜ࠣ࠻ࡑࡠࠢ

ベン࡜ࡈ࠱ン類㧔タ記DFモ㧕ߩ 先同M 取ޕ多い߇場合ࠆߔ出現߇妨害成分ߦ਄ࡓ࡜ࠣ࠻ࡑࡠࠢ

妨߇類㧔タ託DEモ㧕࡞࠹࡯ࠛ࡞ニࠚࡈ㧘臭素ൻࠫߡい߅ߦイࠝࠠࠪン類㧔タ託DFモ㧕分析࠳㧘臭素ൻߚ߹

害߇ߣߎࠆߥߣ報告さߡࠇい߇ࠆ㧘੹回㧘タ託DFモ 測定߳ߩ タ託DEモ ߦห様ߣ妨害ߩ タ記DFモ 測定߳ߩ塩素

ൻࠫࠚࡈニ࡞࠹࡯ࠛ࡞類㧔タ記DEモ㧕ࠆࠃߦ妨害್߇᣿ߒ㧘ߩߘ除去方法等ߟߦいߡ検討ࠍ行ޕߚߞ取

タ記DFモ ߣ タ記DEモ 㧘活性ࠅあߢ必要߇除去ࠆࠃߦ㧘前処理߼ߚࠆあߢਇน能߇分㔌ߩߢ質㊂分析計ߪ

炭ࠪࠞ࡝ゲࠆࠃߦࡓ࡜ࠞ࡞分↹߇最߽᦭効ߢあ߇ߣߎࠆわޕߚߞ߆取

取

取

取

取



長崎県衛生公害研究所所報 5㪈,㩿㪉㪇㪇5㪀 学会発表・他誌掲載論文抄録 

 127

■ 論文㧔࡯࡝ࠚࡈ࡟制取 共著㧕取

取

感染症学雑⹹取 可エ：台64～台可0㧘平005取

取

食中毒及߮感染性胃腸炎ߩ病原体ߣ臨床症状取

取

久高潤 1㧕エ㧕㧘堀Ꮉ和美 平㧕㧘瓜生佳世 年㧕㧘松雪ᤊ子 4㧕㧘緒方喜久ઍ 5㧕㧘河㊁喜美子 6㧕㧘取

山ญ仁孝 可㧕㧘山﨑省吾 可㧕㧘渡辺治雄 台㧕㧘岩永ᱜ᣿ エ㧕取

1㧕沖縄県 平㧕福岡県 年㧕福岡Ꮢ 4㧕佐賀県 5映大分県 6映宮崎県 可映長崎県 台映国立感染症所

エ映琉⃿大学取

取

取

感染症学雑⹹取 可エ：エ年1～エ年6㧘平005取

取

魚੺類ߩࠄ߆ V至パメ至為取v井八点至フ至c井モ 検討取ߩ定㊂検出方法ߩ

取

工藤↱起子 1㧕㧘ਃ輪憲永 平㧕㧘山﨑省吾 年㧕㧘౎柳潤 4㧕㧘岩出義人 5㧕㧘高橋肇 1㧕㧘宮坂次郎 6㧕取

1㧕国立医薬品食品衛生研究所 平㧕静岡県環境衛生科学研究所 年㧕長崎県衛生౏害研究所取

4㧕秋↰県衛生科学研究所 5㧕ਃ㊀県科学技術振興࠮ン6࡯࠲㧕熊ᧄ県保健環境科学研究所取

取

■ ญ頭発表取

取

日ᧄ獣医౏衆衛生学会㧔九Ꮊ㧕ญ演要旨取 ᐔ成 1可 ᐕ 10 ᦬㧝日取 鹿児島Ꮢ取

取

過去㧝㧠ᐕ間㧔1エエ平～平005 ᐕ㧕ߦ分㔌さߚࠇ 先.取E点五ピメ至五至d至モ 細菌学的疫学解析結果取ߩ

取

取 取 取 取 取 取 取 取 取 取 取 取 取 取 取 取 取 ○山﨑取 省吾㧘原健志㧔長崎県衛生౏害研究所㧕取

要取 旨取

取 先バ八公為点ピ八八バ取E点五ピメ至五至d至モ㧔先E映ߪ㧘ᧄ邦ߪߢਅ痢症患者ࠄ߆分㔌さࠆࠇサࡕ࡞ネ࡜症ߩ中ߢ 1エ台エ ᐕ

એ降第 1 ૏ࠍ占ࠆ߼血清型ߢあޕࠆ長崎県ߪߢ 平001 ᐕએ降 先E 食中毒ߩ減少傾向߇見ߡࠇࠄい߇ߚ㧘

ᐔ成 16 ᐕ度㧤੐例発生ߒ㧘ߩߘౝࠫ࡝ン陰性株検出੐例߇㧟੐例見ࠫ࡝ߢߎߘޕߚࠇࠄン陰性株増

加ߩ疫学的背᥊ࠍ知ࠆὑߦ近ᐕ分㔌さߚࠇ 先E 菌株ߟߦいߡ細菌学的疫学手法ࠍ用いߡ解析ߒ㧘長崎

県ࠫ࡝ࠆߌ߅ߦン陰性株ߣ陽性株ߩ疫学的相㆑ߟߦいߡ考察ߩߘޕߚߒ結果㧘近ᐕᧄ県ߢ増加ߡߒい

ߪン陰性株ࠫ࡝ࠆ 平001 ᐕએ降分㔌さࠃࠆࠇうߚߞߥߦ新࡯ࡠࠢߥߚンߢあ߇ߣߎࠆ推察さޕߚࠇ取

取

取

日ᧄ食品衛生学会取 第 エ0 回学術講演会取 ᐔ成 1可 ᐕ 10 ᦬ 平1 日取 さいߚ߹Ꮢ取

取

魚੺類ߩࠄ߆ V至パメ至為取v井八点至フ至c井モ 検討取ߩ定㊂検出方法ߩ

取

○山﨑省吾 1㧕㧘宮坂次郎 平㧕㧘ਃ輪憲永 年㧕㧘岩出義人 4㧕㧘౎柳潤 5㧕㧘高橋肇 6㧕㧘工藤↱起子 6㧕取

1㧕長崎県衛生౏害研究所 平㧕熊ᧄ県保健環境科学研究所 年㧕静岡県環境衛生科学研究所取

4㧕ਃ㊀県科学技術振興࠮ン5࡯࠲㧕秋↰県衛生科学研究所 6㧕国立医薬品食品衛生研究所取

取

取
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要取 旨取

取 環境古生物߿食品ߩࠄ߆ߤߥ V至パ至メ至為取v井八点至フ至c井モ㧔Vv取㧕ߩ検出ߪ㧘競合ࠆߔ他ߩ海洋細菌ߡߞࠃߦ

阻害さࠇ困㔍ߥ場合߇多い߼ߚߩߎޕ㧘感染源߿感染経路ߩ解᣿ࠍ確実ߦ効率ߊࠃ行うὑߦ㧘効果的

分㔌㧘増菌ၭࠆࠃߦ酵素ၮ質ၭ地ߡいߟߦ㧘定㊂検出ߪߢᧄ研究ޕࠆあ߇必要ࠆߔ確立ࠍ検出方法ߥ

養温度ߩ検討等ࠍ行ߚ߹ޕߚߞ㧘タ記チ 法ߣ分㔌ၭ養法ߩߢ検出率ࠍ比較ޕߚߒ取

取 結果㧘グタテߩߘ ߩߢ 年5℃増菌ၭ養及߮酵素ၮ質ၭ地ߩߢ分㔌ߡߞࠃߦ Vｖ取ߩ検出߇行え߇ߣߎࠆ確

⹺さ߇ߚࠇ古タ記チ 法ߦ比ߡߴ定㊂値߇ૐいࠄ߆ߣߎ古さߦࠄ分㔌ၭ養法ߩ改良߇望߹ޕࠆࠇ取

取 取

取

取

取

取

取

取

取

取

取

取



編 集 後 記

こߩ所報ޔߪ今ᐕ度ߢ㧡㧝号ߒ߹ࠅߥߣたޕ㧝㧥ᐕ度ޔߪߦ大村市内ߩ見晴ߩߒࠄ良い丘陵地ߦ移転ޔߒ新ߒく整

備ࠇߐた施設ߦおいߡ研究所ߩ活動߇始߹ࠅ߹すޕこࠃߩうߥ重大ߥ転機を迎えߡいࠆ折ޔߦ改ߡ߼昔ߩ所報を覗い

ޕたߒ߹ߺߡ

昭和㧟㧜ᐕ㧔 )度版第㧝号ޟߩߢ巻頭辞ޠ及び昭和㧠㧥ᐕ度版第㧝㧟号ޟߩߢ߹えޠ߈߇を抜粋ߒ߹す1955ޕ

●第㧝号 巻頭辞 昭和㧟㧜ᐕ㧟月㧟㧝日 長崎県衛生研究所長 ৻瀬 忠行

㧔略㧕 旧細菌検査所ߩ⁜い建物ߦ昭和㧞㧣ᐕ㧝㧞月衛生研究所ޔߡߒߣ組織を拡充ࠅࠃޔߒ高度ߩ試験検査機関

原爆被爆ޔ߇す߹ࠅあߢߩ参ったߡ߼鋭意努ߦ充実ߩ人員設備ߦ並びޔ後検査室ߩそޕす߹ࠅあߢߩたߒ発足ߡߒߣ

県たࠆ本県ߪあࠄゆࠆ点ߩ߹ߑ߹ߐߢ困難ߦ逢着ޔߒ検査室ߩ新築߇完成ߒたࠃޔߪߩう߿く৻昨ᐕ㧝㧜月ߩこߢߣ

あࠅ߹すޕ爾来検査技術面ޔߦ或ߪ調査研究面ߦ所員৻同努力を傾けޔここߦᐔ素ߩ研究業績ߩ৻班を蒐ޔߡ߼発表

すࠆ運びߥߦった次第ߢあࠅ߹す 㧔略㧕ޕ

●第㧝㧟号 ߹え߈߇ 昭和㧠㧥ᐕ㧝㧞月㧞㧡日 所 長 高橋 庄四郎

㧔略㧕 当所ߪ昨㧠㧤ᐕ㧝㧜月㧝㧡日ޔߦ長崎県衛生౏害研究所ߣ改称ޔࠇߐ同時ߦ㧝課㧞部㧡科೙ߦ改組ࠇߐ

ޕたߒ߹ 㧔略㧕

ޔ߇たߒ߹ࠅߥߣ少数ߪい地方自治体ߥいߡߒ立機関を設置⁛ߩ等࡯౏害センタ࡮౏害研究所ޔߡ至っߦ近ᐕߡߐ

表裏ߩ関係ߦあࠆ保健衛生࡮環境保全ߦ対処すޔߪߦࠆ衛生系࡮౏害系ߩ両研究機構߇同৻機関内ߦ組織ߡࠇߐいࠆ

方߇合理的ߣ解ࠆࠇߐ৻面߽あޔࠅ߹た他߽ߦ理由߇あޔߡߒ߹ࠅ本県ߪߢ当分ߩ間ޔ衛౏研ߩߡߒߣ形態߇続けࠄ

ޕい߹すߡ考えߣߩ߽ࠆࠇ 㧔 略㧕

諸先輩ߩ足跡߽ߦ思いを巡ࠄせޔࠄ߇ߥ今後ޔߦࠄߐ充実ߒた新ߒい所報㧔実績報告書㧕߇積ߺ重ߥっߡ行くこߣ

を期待ޔߡߒ今ᐕ度ߩ編集委員会を解散ߒ߹すޕ

ᐔ成㧝㧤ᐕ㧝㧝月

編集委員長 村上 正文

編 集 委 員

委員長 村上 正文 㧔衛生研究部㧕 副委員長 ౎並 誠 (౏害研究部㧕

委員 釜谷 剛 (企画情報課㧕 ౎並 誠 㧔大気科㧕 山口 仁士 㧔水質科㧕

川口 喜之 (衛生化学科㧕 原 健志 (衛生微生物科㧕

長崎県衛生౏害研究所報第 号51

㧔ᐔ成 㧣ᐕ度業績集㧕1

ᐔ成㧝㧤ᐕ㧝㧝月 印೚࡮発行

編集࡮発行 長崎県衛生౏害研究所
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